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はじめに
多チャンネル放送ڀݚॴでは､ 多チャンネル放送市場の実ଶと衛星放送事業の現状把握
を目的とした調査ڀݚ「多チャンネル放送ڀݚ」プロジェクトを進めているが､ 本年度も
2025 年 10 ݄〜 11 ݄に「2025 年多チャンネル放送実ଶ調査」を実施した。本調査は､多チャ
ンネル放送サービスを提供している一般社ஂ法人衛星放送協会加ໍのチャンネル各社を対
象に､ その現状や様々な課題にどのように取り組んでいるか等､ その動向を把握すべく実
施しているものである。
2021 年 11 ݄に૯務লに設置された「デジタル時代の放送制度の在り方に関する検討会」
において､ 放送政策全般に関するٞ࿦が行われているが､ 2023 年 11 ݄､ 同検討会の下で
衛星放送のあり方に関する検討の場として､ 衛星放送W(がスタート。そこでは､ 衛星放
送のインフラコストのܰ減策や､ 地上೾代替における衛星放送の活用､ 災害発生時におけ
る衛星放送の活用､ ӈટ帯域の有効利用､ 衛星基װ放送の決定における通販番組のѻい等
を検討し､ 2024 年 9 ݄に取りまとめをެ表。同W(は､ 2025 年 7 ݄に࠶開し､ BS4K 放送、
並びに 4Kコンテンツのあり方について検討がなされ､ 2025 年 12 ݄にはୈ 2次取りまとめ
がެ表されている。
昨今の配信系事業者の伸ுは､ NHKやຽ放事業者などの既存放送事業者が配信サービス
に向けた対応を加଎化させる一方で､ 5( 環境の普及やメタバース､ 生成AI を含むAI 技
術の普及・発展など､ 社会全体にわたる多様な変数も､ 多チャンネル放送に少なからず影
響を及ぼすと考えられる。
本報告ॻは､ このような衛星放送事業を取りרく動きを踏まえつつ､ 実ଶ調査による回
答の主な集計結果と､ 自由記述形式の回答のうͪの主な意見をまとめたものによって構成
されている。
多チャンネル放送ڀݚॴではこれらのデータの஝積・整උを進める一方で､ 多チャンネ
ル放送の現状やメディア全体の環境変化､ メディア利用者の動向などを視野に入れながら､
೔本の多チャンネル放送の࢈業的・構଄的な分析､ 並びに直面する課題の検討､ さらにそ
れらを踏まえた戦略的な提言を行っていきたいと考えている。今回の調査に多大なご協力
をいただいた方々にँ意を表するとともに､ 本報告ॻが､ 多チャンネル放送市場の݈全な
る発展に資する資料となれば޾いである。

2026 年 3 ݄
多チャンネル放送ڀݚॴ

ॴ長ɹԻ޺޷�

調査֓要
今回の調査は､多チャンネル放送ڀݚॴが2025年 10݄〜11݄にかけて「2025年多チャ
ンネル放送実ଶ調査」を一般社ஂ法人衛星放送協会の加ໍ各社が運営する 82 のチャン
ネル（有料放送事業者 76 チャンネル､無料放送事業者 6チャンネル）に対して実施した。
有効回答数は､ 82 チャンネル（回収率 100%）であった。
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ॴ長݉
主೚ڀݚ員 Իɹ޺޷ 上ஐ大学

顧ɹ問 Ҫ઒ɹઘ （一社）衛星放送協会

主ɹ؅ ٠ౡɹ大ี ౦๺新社（ג）

員ڀݚ ਆ࡚ɹ義ٱ AXN（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ӬҪɹຑ理 দ஛ブロードキャスティング（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ઒内ɹଠو スカパー +SAT（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ೋٶɹ優߳ スカパー +SAT（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ੢ଜɹ࿨ߊ スペースシャϫーネットϫーク（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ᜊ౻ɹ١ѥ ೔本ケーブルテレビジョン（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ླ໦ɹོହ ೔本ケーブルテレビジョン（ג） 事業者動向ڀݚグループ

員ڀݚ ौ୩ɹ明ࢠ WOWOWプラス（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 水野ɹ།Ի インタラクティーϰィ（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 中୆ɹஐ೭ インタラクティーϰィ（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 立ੴɹ݈ଠ AORA)（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ ೋٶɹ෣ඒ ジェイ・スポーツ（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ ळాɹ๛ －CS（ג） TBS 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ ӳɹ正規 CS೔本（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ ࿠ࢤӜɹ高ࡾ CS೔本（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 本間ɹ༎ スカイA（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 大୩ɹ慎一࿠ TBSテレビ（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 前ాɹಸ౎ࢠ ディスカバリー・ジャパン（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ オオタニɹジュリオ໻ ディスカバリー・ジャパン（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ ాฏɹַ࢙ ౦๺新社（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ 向ౡɹᓎ ೔活（ג） 視聴者ڀݚグループ

員ڀݚ ౡాɹ一و ϫーナーブラザースジャパン（同） 視聴者ڀݚグループ

事務ہ ݀ਧɹܒ （一社）衛星放送協会

（一社）衛星放送協会 多チャンネル放送研究所メンバー
（第 8期 2023 年 10 月～ 2025 年 9 月､ 第 9 期 2025 年 10 月～ 2027 年 9 月）
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Ⅰ.収入の現状について
◆ネット収入総額について
「多チャンネル放送実ଶ調査」で従来から継続して定点観測している設問であり、継続的
に各事業者の収入規模やその構଄の変化を確認するものである。2024 年度決算の実績な
いし見込みから、プラットフォーム手数料をআいたネット収入の૯ֹを聞いた。
全回答76件中、最も回答が多かったのが「10ԯԁ以上〜20ԯԁ未ຬ」が20件（26.3％）（前
回 19 件（24.7％））、前回は調査では、それにつづいて「20 ԯԁ以上〜 30 ԯԁ未ຬ」であっ
たが、今回は「5ԯԁ以上〜 10 ԯԁ未ຬ」が 13 件（17.1％）であった。
各収入のൣғの中ԝ値をฏۉとして、無回答আく回答（72 件）1件あたりのฏۉネット
収入を算出すると約 20 ԯ（前回 15 ԯ 6000 ສԁ）で、そこから割り出した回答者全体（72
件）のネット収入ਪ定૯ֹは約 1
440 ԯԁ（前回 1
407 ԯԁ）となった。

◆収入比率について
収入の比率が最も大きいのが「CATV」の 31.0％（前回 29.5％）、次いで「スカパー！

（110 度）」の 27.5％（前回 28.5％）、続いて「スカパー！（124 ／ 128 度）」の 15.5％（前
回 16.4％）、「広告」が 10.2％（前回 7.9％）という結果となった。
「スカパー！」2サービスと「CATV」が収入の大きな柱となっているのはこれまでと同
様であるが、「CATV」の比率は微増、一方「スカパー！（110 度）」、「スカパー �（124 ／
128 度）」の比率は微減する結果となった。

◆「放送外収入」の増加について
前回に引き続き、「放送外収入」に関するਂງりを目的として、「PPV〜その他」の中で「各
社がݦ著に増加、あるいは戦略上増強した項目」とその理由について質問した。
全回答数 34 件中、最も回答が多かったのは、「OTT系動画配信」25 件、前回 26 件、
次いで「番組販売」18 件であった。
より具体的に記入いただいたフリーアンサーから、各社、放送外収入の売上に޻෉をڽ
らしていることがみてとれる。

Ⅱ.費用の現状について
各事業者における費用の現状について、2024 年度決算の実績あるいは見込から、プラッ
トフォーム手数料をআいた「ネット費用」について、各事業者から回答を得た。ঘ、各設
問については、ネット費用の૯ֹについて選択ࢶの中から֘当するൣғを選択の上、各費
用項目について૯ֹに占める割合（％）を記入する形式で回答してもらった。
最も多い回答は、「10 ԯԁ以上 20 ԯԁ未ຬ」22.4％、前回 31.2％、次いで「30 ԯԁ以上」
15.8％、前回 16.9％となった。
各費用のൣғの中ԝ値をฏۉとして、無回答আく、回答（72 件）1件あたりのฏۉネッ

ト費用を算出すると約 12 ԯ 8000 ສԁ（前回約 18 ԯ 5000 ສԁ）で、そこから割り出した
回答者全体（72件）のネット費用ਪ定૯ֹは約 927 ԯԁ（前回約 1427 ԯ 5000 ສԁ）となった。
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年々、ฏۉネット費用は減少する結果となった。

Ⅲ.営業損益の増減について
収入・費用に加え、同じく 2024 年度の実績ないし見込から、営業ଛ益についても聞いた。
最も多い回答は、「ほぼߧۉ」28.9％、前回 23.4％、「1 ԯԁ未ຬの利益」23.7％、前回
27.3％、ଛࣦとなった事業者は計 4件（前回 5件）となった。
前年度決算との比較では、「増益」と回答した事業者が 21.1％（前回 28.6％）と今回も減少、

「減益」と回答した事業者の 75％（前回 71.4％）と今回も増加する結果となった。

Ⅳ.広告営業活動について
前回の調査では、77 チャンネル中、63 チャンネル（81ɽ8％）が広告営業活動を行って
いた。今回の調査では、76 チャンネル中、60 チャンネル（78ɽ9％）が広告営業活動を行っ
ていると回答した。多チャンネル放送は基本的に有料放送であるため、視聴料収入が主た
る収入だが、広告も主要な収入源となっている。このような現状を踏まえて、各チャンネ
ルに広告営業活動について聞いた。
2024 年度の広告収入における種ྨ別（タイム・スポット・その他）の売上比率を聞き、
60 チャンネルから回答を得た。まず、「タイム」の比率は「0％」が 33 件、「1〜 20％未ຬ」
が 10 件と、広告売上の 20％未ຬとする回答が全体の 7割を占めた。続いて、「スポット」
の比率は、「100％」が 11 件、「91％〜 100％未ຬ」が 6件と全体の約 3割にとどまり、スポッ
トでの出ߘの割合が大多数を占める事業者が昨年に比べて減少する結果となった。「その
他」に関しては、「0％」が 19 件と全体の約 3割を占めるが、「1〜 30％未ຬ」が 18 件となり、
ঃ々に割合を増やしていることがわかる。

Ⅴ.今後のスカパー！にとって、必要と思われる商品について
今後のスカパー � サービス（110 度）について必要と思われる商品はどのようなものか
たずねた。見たいチャンネルをݸ別に選択できる「アラカルト」という回答が 33 チャン
ネルで 54.1％、次いで「ֹ݄固定見放題パック」が 31 チャンネル 50.8％、「特定ジャンル
パック」が 25 チャンネル 41％、「高ֹプレミアムパック」が 7チャンネルで 11.5％、「֘
当するものはない」が 10 チャンネルで 16.4% という結果となった。
また、スカパー！において放送サービスおよび放送外サービスとして実施しているコン
テンツ供څと目的をたずねた。
スカパー � において放送サービスおよび放送外サービスとして実施しているコンテン
ツ供څと目的をたずねた。無料のスカパー � 番組配信は 38 チャンネルが実施。有料の
SPOOXは 15 チャンネルが実施。「スカチャン」10 チャンネルの事業者が供څしている。
実施状況の経年比較をみるとスカパー � 番組配信については 5割のチャンネルが実施して
おりध要の高さがうかがえる。目的としては「スカパー � 番組配信」の場合、チャンネル
プロモーション目的が 21 チャンネル、プラットフォーム支援が 20 チャンネル、コンテン
ツの有効活用が 18 チャンネルであった。「SPOOX」はコンテンツの有効活用が 12 チャン
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ネル、収益目的が 5チャンネルとなっており、コンテンツを有効活用して収益を上げたい
という意識が強くなってきているようである。「スカチャン」の場合もコンテンツ提供し
ている 10 チャンネルのうͪ 6チャンネルがチャンネルプロモーション、3チャンネルが
コンテンツの有効活用という結果になり、プラットフォームの自主放送はチャンネルプロ
モーションの場という意識が強く、マネタイズの手ஈとしてはとらえていないようである。

Ⅵ.CATVにおける商品構成について
多チャンネル業界全体の成長を考える立場から､ CATVの主力商品としてどのような
ものが最ྑと考えているかたずねたところ､「ビッグ・ベーシック」との回答が 69.0％と
大勢を占めた。ビッグ・ベーシック以外の選択ࢶの中では､「ミニパック」（11.3％）､「選
択可能なミニパック」（7.0％）､「アラカルト」（5.6％）､「ジャンル」（4.2％）､「VOD」（1.4％）
の順となった。
前回と比較すると､「ビッグ・ベーシック」は最多であることは変わらないものの､ 前
回 53.4％から今回は 69.0％へ増加している。
また、放送サービス・放送外サービスとして､ 以下（VOD､ SVOD､ FOD､ マルチデ
バイス､ 見逃し配信､ 自主チャンネルへの番組供څ）いずれかへのコンテンツ供څを実施
しているかたずねたところ､ VOD､ SVOD､ FOD､ マルチデバイスの回答では「実施し
ていない」が 64 〜 78％と大方を占めており､ 見逃し配信と自主チャンネルへの番組供څ
の回答が 43 〜 48％という結果に。自主チャンネルへの番組供څの回答は前年の 58％から
10 ポイント減少する変化が見られた。
実施していない理由をたずねると､VOD､SVOD､FODにおいては「収益が合わない」､「コ
ンテンツ等に対する予算的な問題」が 40 〜 61％と大方を占め､ 次点で「コンテンツ等に
対する予算的な問題」点があげられた。また自主チャンネルへの番組供څにおいての「コ
ンテンツの権利的な問題」が昨年の 55％から 44％へと変動しており､ 前述の「実施して
いない」の回答減少の主な理由と思われる。
一方で実施している理由としては､ 見逃し配信が一番多く､「プラットフォーム支援」
が 42％､「チャンネルプロモーション」が 21％を占め､ 次点で自主チャンネルへの番組供
となり､「プラットフォーム支援」でڅ 35％､「チャンネルプロモーション」で 29％､ を
占めた。プラットフォーム支援の回答は昨年の 25％から 10 ポイント増加しており､ 前ஈ
の「実施していない」及びその理由とਪ測される「コンテンツの権利的な問題」の減少分
がこの回答に移行している。

Ⅶ. IPTVの商品構成について
IPTV市場において最ྑと思われる主力商品とオプション選択商品構成についてたずね
た。
主力商品と考えているのは､「ビッグベーシック」であるとの回答が 68.1％､ 前回
が 54.9％で増､「アラカルト」が 4.3％､ 前回 7.0％で減。「ミニパック」が 11.6％､ 前回
15.5％で減。「ジャンル」が 2.9％､ 前回 9.9％で減。「VOD」が 5.8％､ 前回 4.2％で増。「選
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択可能なミニパック」が 7.2％､ 前回 1.4％で増。「ビッグベーシック」､「VOD」「選択可
能なミニパック」の割合が増えた。「ビッグベーシック」との回答が多数を占めた。「VOD」
「選択可能なミニパック」が前回より増える結果となったことも特චする。
また、IPTVにおいて放送サービス､ 放送外サービスとして､ コンテンツ供څを実施し
ているかどうか､ また､ 実施している場合の目的をたずねた。
具体的には IPTVで実施されている「VOD（作品単位課金型のVODサービス）」､「SVOD

（ֹ݄見放題型のVODサービス）」､「FOD（視聴料無料のVODサービス）」､「マルチデ
バイス」､「見逃し࠶生」､「自主チャンネルへの番組供څ」､ の 6項目についてたずねた。
まずは実施の有無について有効回答数は69件であった。その中から実施中と回答があっ
たのは「VOD」20.3％､ 前回 11.3％で増､「SVOD」は 24.6％､ 前回 14.1％で増。「FOD」
は 15.9％､前回 16.9％で微減。「マルチデバイス」は 18.8％､前回 21.1％で減､「見逃し࠶生」
は 39.1％､前回 32.4％で減､「自主チャンネルへの番組供څ」は 13％､前回 15.5％で減となっ
ている。
全体的に「FOD」「SVOD」「見逃し࠶生」が増となる結果となった。

Ⅷ.編成とコンテンツについて
◆現状の番組編成の種類と比率
番組調達先について､『自主制作番組』『外部調達番組（そのまま放送・配信）』『ೋ次加
､番組（調達後޻ ຋༁などの加޻を経たもの）』『その他』の項目ごとに､ 放送時間ベース
の比率について聞いた。（回答社数は昨年の 77 社から 1社減の 76 社）
『自主制作番組』では放送時間ベースで「0.1％〜 10％」が 24 件と最も多く､5 件以上が「0％
（12 件）」「90.1％〜 100％（10 件）」「70.1％〜 80％（6件）」「80.1％〜 90％（6件）」「60.1％
〜 70％（5件）」の順となった。前年との主な૬ҧ点は､ 放送時間ベースで増加したのは
「50.1％ˠ 60％（1件ˠ 4件）」「90.1％〜 100％（8件ˠ 10 件）」「80.1％〜 90％（4件ˠ 6件）」
「0％（11 件ˠ 12 件）」「70.1％〜 80％（5 件ˠ 6 件）」「60.1％〜 70％（4 件ˠ 5 件）」､ 減
少したのは「0.1％ˠ 10％（30 件ˠ 24 件）「10.1％〜 20％（3件ˠ 1件）」「30.1％ˠ 40％（3
件ˠ 1 件）」「20.1％ˠ 30％（5 件ˠ 4 件」､ 変化がなかったのは「40.1％〜 50％」という
結果であった。
『自主制作番組』の放送時間ベースは前年よりも全体的に増加傾向となった。また回答ฏ
値は放送時間ベースで前年のۉ 32.4％から 39.26％に増加した。

◆チャンネル編成について
「ฤ成の効果検ূとして重視しているもの」に関し､ 最も重視しているものは「加入契約
数」が 27 件（35.5％）､「自ہの視聴率」が 17 件（22.4％）､「プラットフォームからのධ価」
が 11 件（14.5％）､「売上高」が 8件（10.5％）であった。一方､ 複数回答（3つまで）に
おいては､「加入契約数」が 50 件（65.8％）と最も多く､「自ہの視聴率」が 45 件（59.2％）
､「プラットフォームからのධ価」が 31 件（40.8％）､「他ہと比べた視聴率・占拠率」が
30 件（39.5％）であった。事業者がฤ成の効果検ূとして最も重視しているのは､ 直接的
な成果指標（加入契約数や視聴率）であることがわかる。また､ プラットフォームからの



Ａ
．要
約

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3月

12

ධ価や他ہとの比較も重視されており､ 競争環境やパートナーシップに対する関心の高さ
がうかがえる。

◆コンテンツ調達の現状について
「コンテンツ調達の現状について」の意見を記入式でたずねたところ､ OTTとのコンテ
ンツ購入・制作における競合､ それに伴うコンテンツの高ಅ､ 視聴流出をةዧする声が目
立った。また､ 課題としては､ ターゲットの限定化､ 競合との差別化､ 独自オリジナル番
組強化､ 制作､ 調達予算の資金面等が挙げられた。

◆ IP リニア配信について
『配信とฤ成の一க』については､「配信していないし､ 配信する予定もない」が 41.6％
から 46.1％へと上昇し､ 年と同様にڈ 1位を維持した。「放送の完全サイマル」（前年比－
1.1％）､「放送の部分サイマル」（前年比－ 3.6％）は低下したが､「別ฤ成でチャンネルも別」
（前年比＋ 0.2％）はわずかに上昇し､ IP リニア配信への関心に少し変化がうかがえる結
果となった。

◆ OTT サービスについての編成戦略や意見・課題
「OTTサービスについて」の意見を記入式でたずねたところ､ 自社コンテンツやฤ成の
独自性に加え､ オリジナルコンテンツのブランド化やここでしか見れないコンテンツで
OTTサービスとの差別化を図るとする回答が多く見られた。OTTサービスについては､
競合ではなく共存することで､ 幅広い視聴層へのリーチ､ チャンネル認知､ コンテンツ接
触ػ会・新たな付加価値の૑出といった可能性に期待する傾向がうかがえる。

Ⅸ.広告出稿媒体マーケティング活動について
◆純広告費の増減
各媒体の純広告費について昨年度比での増減および今後の予定について訊ねた。「増え
た」との回答は昨年度の 9.1％から 9.2％となり同水準､「減った」との回答は 44.2％から
39.5％となり約 5％の減少となった。また､「変わらない」と回答した事業者は 46.8％から
51.3％に増加した。昨年度と「変わらない」と言う回答が約半数を占めたものの､ 全体と
して「減った」と回答した事業者が減少する結果となった。
今後の広告費の見通しについては､「増やす」との回答の合計は昨年度の 13.0％から
11.8％となり約 1％の減少､「減らす」との回答の合計は昨年度の 27.3％から 26.3％となり
約 2％減少した。「現状維持」との回答は昨年度の 59.7％から 61.8％となり約 2％の増加と
なった。純広告費については現状維持の事業者が 6割を占め､ 純広告費を増やす事業者は
減少し､減らす事業者は増加した。今後の計画については各社で方針が分かれる結果となっ
た。
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Ⅹ . マーケティング・宣伝販促戦略
◆視聴者への重視項目
重視項目として最も多く回答されたのが「パブリシティ」次いで「自社メディア運営」「広
告宣伝」の順となった。昨年度比較で今年は「パブリシティ」が「自社メディア運営」「広
告宣伝」の順位を上回る結果となった。「パブリシティ」は昨年度の 52.4％から 63.4％と
なり増加､「自社メディア運営」は昨年度の 57.3％から変動なし。「広告宣伝」は昨年度の
64.6％から 51.2％と約 13％と大幅に減少した。「イベント」については､ 昨年度の 34.1％
から 35.4％となり約 1％の微増､「販促キャンペーン」は昨年度の 34.1％から 39.0％とな
り約 5％増加した。「パブリシティ」「自社メディア運営」「イベント」を活用したマーケティ
ング・宣伝販促を重視する傾向がうかがえる。

◆今後のマーケティング活動に求められること
昨年度から上昇 pt が高いものは､ ①ソーシャルメディアなど新しいメディアの積極的
な活用＋ 18.3pt ②放送のみに頼らない新規ビジネス開発＋ 13.2pt ③ターゲットを絞った
マーケティング＋ 9.8pt ④視聴者とのコミュニケーション強化（イベント､ SNS の活用等）
＋ 8.5pt ⑤自社メディア（ウェブサイト､ スマホサイト､ アプリ等）の（より一層の）活
用＋ 6.1pt。下がったのは､ ①プラットフォームとの連携強化－ 4.9pt ②チャンネルをまた
いだ横断的なプロモーション－ 4.8pt。マーケティング活動の最大目標が「視聴者層拡大」
であることに変化はないものの､その「拡大」ターゲットの定義に変化が見える結果となっ
た。

Ⅺ.多チャンネル放送サービス全体の加入者数予測
◆今後重視するプラットフォームの順位
この質問では各チャンネルのマネジメントあるいは経営企画業務者など､ ビジネス全体
を理解している担当者に､「1. スカパー！プレミアム（124 ／ 128 度）」､「2. スカパー！（110
度）」､「3. スカパー！プレミアム光」､「4.CATV」､「5.IPTV」､「6.OTTプラットフォーム」
の計 6プラットフォームについて､ 経営視点からの優先順位に基づいて 1〜 6位を選択い
ただき､ さらに 1位を選んだプラットフォームについては､ その理由を自由記述式回答し
てもらった。
「1位」と回答されたプラットフォームの割合を見ていくと､ 最も多く挙げられているも
のは､ CATVの 31 件（40.8％）､ 2 番目は､ スカパー！（110 度）が 24 件（31.6％）､ 3 番
目は OTTプラットフォームで 17 件（22.4％）､ 以下スカパー！（124 ／ 128 度）が 3 件
（3.9％）､ IPTVが 1 件（1.3％）､ スカパー！プレミアム光が 0件となった。前回調査時比
べ､ CATVが上がった一方､ スカパー！（110 度）､ スカパー！（124 ／ 128 度）､ IPTV
は下がる結果となった。OTTプラットフォームとスカパー！プレミアム光は変わらない
結果となった。
CATVを最も重視するとした事業者は 31 件（40.8％）となり､ 昨年度の 35.1％から増
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加した。2位までの回答を含めると約 77％となり､ 多くの事業者が重要視するプラット
フォームであることが見て取れる。「1位」に選んだ理由として「売上規模が大きい」「収
入の大部分を占めている」などのこれまでの実績の安定性が挙げられたほか､「他 PFに
比べ販促の余地がある」や「開拓の余地あり」といった意見も見られた。
また、スカパー！（110 度）を最も重視するとした事業者は､ 24 件（31.6％）となり昨
年度の 32.9％から減少した。2位までの回答を含めると全体の 67.1％を占め､ 多くの事業
者が重要視するプラットフォームであることが見て取れる。「1位」に選んだ理由として
は､「加入件数や視聴可能数など市場の大きさ」「事業収支への影響が大きい」「主力のプラッ
トフォーム」「伸びしろの大きさ」など､ これまでの実績や今後の収入面での期待の大き
さが見られる結果となった。
次いで、OTTプラットフォームを最も重視するとした事業者は 17 件（22.4％）となり
前回から 0.3％増加した。更に「2位の選択率は 11 件（14.5％）となり前回から 5.4％増加
した。「1位」から「3位」までを合算した割合は､ 昨年の 46.8％から今年は 43.5％となり
､ 3.3％の減少となったものの､ 昨年に引き続きOTTプラットフォームを重視する傾向が
見て取れる。「1位」の選択理由としては「市場動向」「将来性が見込めるため」「放送収
入減をカバーするため」など更なる市場の将来性を期待した声が多い結果となった。

Ⅻ.経営課題について
◆自社と各サービスとの関係
自社の経営課題について「各チャネル等との関係」を聞いた。「最も重要なビジネスパー
トナー」では､ 昨年 1位のスカパー！が昨年度比 10.1％増､ CATVも 8.8％増と大きく伸
長し､ 上位の構成に変化が見られた。その他､ IPTV､ 有料動画配信サービス､ オンライ
ンゲームなどWEB上の娯楽なども昨年より割合を拡大している。
「直接的な競合サービス」では有料動画配信サービスが 1位､ 無料動画配信サービスが 2
位と順位に変動はなく､ 例年通りの結果となった。

◆業界の課題
【業界全体】について、「加入者獲得・加入者サービス」「解約防止策」「コスト」「業界全
体として」について回答してもらった。
「コスト問題」において、最多数の回答を集めたのは､「衛星トラポン料､ 送信業務委託
料の低減」の 73 件 89.0%。次いで「プラットフォーム手数料の低減あるいは実勢にあっ
た柔軟な料金メニュー」の 66 件 80.5% と､ いずれも昨年とほぼ同スコアーで 3位以下を
大きく引き離した。特に「衛星トラポン料…」に関しては 9割近い事業者が重要と捉えて
おり､ 放送及び配信コストや PF手数料の逓減は､ ここ数年上位で事業者にとって大きな
課題となっている。
また、多チャンネル放送業界の経営課題についてフリーで回答してもらったところ、昨
年同様､ テレビ離れ・加入者減・高齢化への施策､ 収支面､ コンテンツの調達､ OTTサー
ビスとの差別化等各事業者が様々な課題を挙げた。
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ⅩⅢ.多チャンネル放送の課題について
◆「配信展開」について
各プラットフォームの取り組みについて、既に実施していると答えた割合は「スカパー！
番組配信」は前年比横ばいの 47.6％､「CATV」は前年度 46.3％から今年度は 59.8％に大
幅に増加。既に半数近く､ あるいは過半数の事業者が実施しており､ 既存の放送インフラ
を活かした配信展開が主流となっていると見られる。
「AmazonPrimeVideo チャンネル」は 30.5％の横ばい､「自社」については前年度 35.4％
から今年度は 34.1％に微減しているものの､ 3 割を超えており､ 大手プラットフォームの
活用や独自の窓口での取り組みが進んでいる。
一方で「SPOOX」（35.4％）や「自社」（35.4％）については､ 検討したことがないとす
る回答も一定数存在する。
また前年度には､ 現在実施を検討している、の割合が増加したプラットフォームも見ら
れたが､ 今年度は「CATV」以外のプラットフォームで､ 実施を検討したがやめた､ もし
くは､ 実施したがやめた、の割合が増加し､ 取り組みに対してやや消極的な状況が伺える
結果となった。

◆テレビの視聴環境やスタイル変化ついて
「モバイルデバイス視聴の普及」（82.9％）､「見逃し視聴の普及」（81.7％）､「録画視聴に
よるタイムシフト化」（79.3％）は広く普及すると見られている一方で､「一般家庭におけ
る 8K普及」（まったく普及していない 78.0%）､「一般家庭における 4K普及」（あまり普
及していない 62.2%）､「VR映像の普及」（まったく普及していない 37.8％）については､サー
ビス開始から依然として普及が進まない現状からネガティブな回答が多く見られた。

◆ VR 映像や縦型動画等のコンテンツ製作状況
「すでに取り組んでいる」13.2％（前年 5.2％）､「取り組む予定である」2.6％（前年 3.9％）
､「関心はある」38.2％（前年 49.4%）が過半数を占める一方で「関心がない」も 46.1％（前
年 41.6％）存在し､ 新たな映像領域への取り組みに対して両極端といえる。

◆人工知能（AI）の可能性
今後の多チャンネル放送業界のポイントとして挙げられる人޻知能（AI）。字幕生成や
映像制作におけるAI 技術の活用が、業界発展にܨがるかについて、その可能性を聞いた。
AI 技術への関心､ 字幕生成の効率化やコスト削減への期待がある一方､ 著作権侵害へ
の懸念も示されている。

◆ e スポーツコンテンツについての経営戦略
「eスポーツの映像コンテンツの制作」については､「すでに取り組んでいる」は 19.7％
（前年 11.7％）に留まるが､「eスポーツのイベント・大会運営」については「関心はある」
を含めると一定の注目を集めている。
eスポーツのイベント大会運営について、「業界の発展に寄与すると期待している」が



Ａ
．要
約

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3月

16

35.1％､「業務への影響は不明だが､ 関心はある」が 49.4％とポジティブな回答が見受け
られ､ 多くの事業者が eスポーツに何らかの可能性を感じているものの､ 実際の番組制作
などの具体的なアクションは一部の事業者に限られている。ັ 力的だからだとਪ測させる。
一方、「関心がない」の回答も 50.6％、57.1％と多い。
前回調査と比較すると eスポーツイベント・大会の運営については、「すでに取り組ん
でいる」との回答がここ数年増加してきていたが、今年度は 3年前より減少。一方、「取
り組む予定である」との回答はいずれも 0％となっており、「関心がある」と答えている
事業者が、今後具体的に取り組むかどうかは経Ңを見ていく必要がある。

◆「IP リニア配信」今後の視聴サービス展開
今後の IP リニア配信の展望について複数回答で聞いた。
「費用対効果／収支で方針を検討」が 37 件（前年 35 件）と最も多く､「費用対効果／収
支が悪いものは停止を検討」10 件（前年 3件）が前年より増加しており､ 利益が出るか
を厳格に見定め､ その如何によって撤退や縮小を視野に入れた動きが見られる。
「優先課題として強化・拡大」10 件（前年 15 件）､「権利の獲得を含め積極的な投資を行う」
3件（前年 9件）が前年より減少し､ IP リニア配信の展望について､ 極めて慎重な姿勢が
浮かび上がった。
「他社のプラットフォームサービスを行う」33 件（前年 29 件）が､「自社の独自のサー
ビスを行う」7件（前年 14 件）を大幅に上回っており､ 莫大な開発・維持費がかかる独
自のシステムよりも､既存の巨大エコシステム（Amazon 等）に乗る戦略が主流と見られる。
「放送契約に付帯したサービスを継続・強化」23 件（前年 31 件）についても上位にある
ことから､ 配信単体での収益化よりも､ 既存の放送会員の解約防止（リテンション）とし
ての役割を重視しているのではないか。

◆多チャンネル放送研究所への期待
最後に、今後の多チャンネルڀݚॴへ期待するべき事を自由回答で聞いた。
業界についての現状把握と課題抽出に留まらず､ 業界全体の持続的な発展に向け､ 調査
の継続と具体的かつ効果的な提言や実務に向けた活動の強化を求める声が多く見られた。
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「多チャンネル放送実ଶ調査」で従来から継続して定点観測している設問であり、継続的
に各事業者の収入規模やその構଄の変化を確認するものである。2024 年度決算の実績な
いし見込みから、プラットフォーム手数料をআいたネット収入の૯ֹを聞いた。
全回答76件中、最も回答が多かったのが「10ԯԁ以上〜20ԯԁ未ຬ」が20件（26.3％）（前
回 19 件（24.7％））、前回は調査では、それにつづいて「20 ԯԁ以上〜 30 ԯԁ未ຬ」であっ
たが、今回は「5ԯԁ以上〜 10 ԯԁ未ຬ」が 13 件（17.1％）であった。
各収入のൣғの中ԝ値をฏۉとして、無回答আく回答（72 件）1件あたりのฏۉネット
収入を算出すると約 20 ԯ（前回 15 ԯ 6000 ສԁ）で、そこから割り出した回答者全体（72
件）のネット収入ਪ定૯ֹは約 1
440 ԯԁ（前回 1
407 ԯԁ）となった。

ᶗ � ऩೖͷݱঢ়ʹ͍ͭͯ

�. ネット収入総額について

N=76

100億円未満 2.6％
１億円未満
9.2％

10億円未満
17.1％

20億円未満
26.3％

50億円未満
15.8％

3億円未満
9.2％

5億円未満
1.3％

30億円未満
10.5％

100億円以上 2.6％
無回答
5.3％

図表 1　ネット収入総額

ネット収入の総額 件 ％
1億円未満 7 9.2
1 億円以上～ 3億円未満 7 9.2
3 億円以上～ 5億円未満 1 1.3
5 億円以上～ 10億円未満 13 17.1
10 億円以上～ 20億円未満 20 26.3
20 億円以上～ 30億円未満 8 10.5
30 億円以上～ 50億円未満 12 15.8
50 億円以上～ 100億円未満 2 2.6
100 億円以上 2 2.6
NA 4 5.3
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N=77

100億円未満 2.6％

１億円未満
11.7％

10億円未満
9.1％

20億円未満
24.7％

50億円未満
13.0％

3億円未満
10.4％

5億円未満
7.8％

30億円未満
19.5％

100億円以上 1.3％

N=79

100億円未満 3.8％

１億円未満　5.1％

10億円未満
13.9％

20億円未満
21.5％

50億円未満
13.9％

3億円未満
12.7％

5億円未満
5.1％

30億円未満
19.0％

NA3.8％
100億円以上 1.3％

参考　過去のネット収入総額
���� ೥調ࠪ ���� ೥調ࠪ

�. 収入比率について（全体）

図表 2　売上げ比率

0 20 40 60 80 100（％）

スカパー！（124/128度）

スカパー！（110度）

CATV

IPTV

SMATV

広告

PPV

放送系　動画配信

OTT系　動画配信

アプリサービス

番組販売

番組・CM等制作委託

物販

有料イベント

その他

ʢήʔϜͳͲʣ

DVDなどパッケージ
メディア販売

0

1.4

8.5

1.2

0

0

（20％以上）
 0

（70～100％未満）
　　0

（50％以上）
 　0

（30％以上）
　　0

（20％以上）
  　0

（30％以上）
  　0

（40％以上）
  　0

（70％以上）
 　0

（10％以上）
 0

4.2 56.3 22.5 2.8
4.22.8

1.41.4
4.2

9.9

19.7

59.2

33.8

94.4

88.7

69.0

100.0

87.3

100.0

97.2 2.8

87.3

74.6 21.1 1.4

9.9

9.9

1.41.4

2.823.9

9.9 1.4

2.8
1.4

（30％以上）
  　0

（10％以上）
 0

59.2 33.8 4.2 2.8

1.4

2.8

1.4

26.8 15.5 16.9 2.8

29.6

63.4 16.9

1.4
11.3 19.7 26.8 16.9 11.3

00

19.7 7.0 31.0 15.5 15.5 4.2
0

0

1.42.8
2.8

2.8
1.4

0

5.6

0

0

0% 0～10％ 10～20％ 20～30％
30～40％ 40～50％ 50～60％ 60～70％
70～80％ 80～90％ 90～100％ 100％

（40％以上）
 　0

1.4
1.4

N=76（NA-5）
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図表 4　売上げ平均値
N=76（NA-5） N=77（NA-2）

項　目 2025 年平均値（％） 2024 年平均値（％）
スカパー！（124/8） 15.5

43.0
16.4

44.9
スカパー！（110°/BS） 27.5 28.5
CATV 31.0 29.5
IPTV 4.4 5.3
SMATV 2.8 2.4
広告 10.2 7.9
PPV 0.2

8.6

0.00

10.2

動画配信（放送PF；スカパー！CATV、IPTV） 0.5 0.4
OTT 系　動画配信 2.6 4.3
アプリサービス（ゲームなど） 0 0.01
番組販売 2.1 1.7
番組・CM等制作受託 0.9 1.3
DVDなどパッケージメディア販売 0 0.01
物販 0.04 0.04
有料イベント 0.6 0.4
その他 1.7 2.0

項　目
０
％

未
満

0
〜
10
％ 未

満

10
〜
20
％ 未

満

20
〜
30
％ 未

満

30
〜
40
％ 未

満

40
〜
50
％ 未

満

50
〜
60
％ 未

満

60
〜
70
％ 未

満

70
〜
80
％ 未

満

80
〜
90
％ 未

満

90
〜
100
％

100
％

スカパー！（124/8） 3 40 16 2 3 2 1 0 0 0 1 3
スカパー！（110°/BS） 14 0 5 22 11 11 3 2 2 1 0 0
CATV 7 1 8 14 19 12 8 1 0 0 0 0
IPTV 14 45 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0
SMATV 42 21 6 0 1 1 0 0 0 0 0 0
広告 24 19 11 12 2 0 2 1 0 0 0 0
PPV 67 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
放送系動画配信（放送PF：スカパー！、CATV、IPTV） 63 7 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
OTT系　動画配信 49 17 2 1 2 0 0 0 0 0 1 1
アプリサービス（ゲームなど） 71 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
番組販売 42 24 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0
番組・CM等制作受託 62 7 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
DVDなどパッケージメディア販売 71 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
物販 69 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
有料イベント 62 7 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 53 15 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0

全体計 713 209 67 56 39 26 14 4 2 1 1 4

図表 3　収入比率一覧 N=76（NA-5）

次に、૯売上の構成比率について質問した。回答方法は『1. スカパー！（124 ／ 128 度）』
『2. スカパー！（110 度）』『3.CATV』『4.IPTV／ FTTH』『5.SMATV』『6. 広告』『7.PPV』
『8. 放送系ɹ動画配信』『9.OTT系ɹ動画配信』『10. アプリサービス（ゲームなど）』『11.
番組販売』『12. 番組・CM等制作委託』『13.DVDなどパッケージメディア販売』『14. ෺販』『15.
有料イベント』『16. その他』の 16 項目から収入のあった項目に比率を記入する方式とした。
全回答 76 件の内、૯売上に対して、各項目別に占める割合の分෍は前記の通りである。
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• 雑収入（同回答4件）
• 映画出資配当売上
• 放映権料、放送料
• OTT系動画配信、番組販売、物販、イベント
出資等
• サブランセインス、送出受託ほか
• コンサルティング収入
• 外部向け映像制作費等
• SMATVの代理店事業

• 会社として推薦している「ティニピン」を販
促しているため。
• 製作委員会などの配分収入
• 視聴者満足度強化を兼ねたファンミーティン
グの企業協賛金
• イベント制作やスタジオ収入など
• イベント制作請負など
• アニメ製作投資事業（製作委員会への参画）等

その他の売上について

上記のプラットフォーム別の売上げฏۉ値（図表）をみると、収入の比率が最も大きい
のが「CATV」の 31.0％（前回 29.5％）、次いで「スカパー！（110 度）」の 27.5％（前回
28.5％）、続いて「スカパー！（124 ／ 128 度）」の 15.5％（前回 16.4％）、「広告」が 10.2％（前
回 7.9％）という結果となった。
「スカパー！」2サービスと「CATV」が収入の大きな柱となっているのはこれまでと同
様であるが、「CATV」の比率は微増、一方「スカパー！（110 度）」、「スカパー �（124 ／
128 度）」の比率は微減する結果となった。
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それぞれの項目について見てみよう。

ᶃ「スカパー！（������� ౓）」の収入比率
「スカパー！（124 ／ 128 度）」の収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、
「0〜 10％」52.6％、前回 51.9％で微増、次いで「10 〜 20％」21.1％、前回 14.3％で増となった。
前回と比べて変化の大きかったのは、「20％〜 30％」前回 13％から 2.6％に減となる結
果であった。

�. 収入Λ઎めるׂ߹（項目ผ）

「0％」3.9％
NA
6.6％

「0～10％」
52.6％

「90～100％」1.3％
「60～90％」0％

「10～20％」
21.1％

「30～40％」3.9％

「100％」3.9％

「20～30％」
2.6％

「50～60％」1.3％
「40～50％」2.6％

図表 5　スカパー！（124/128 度）の収入比率

N=76

���� ೥調ࠪ

「0％」
6.5％

NA　2.6％

「0～10％」
51.9％

「90～100％」1.3％

「60～70％」1.3％
「70～80％」0％
「80～90％」1.3％

「10～20％」
14.3％

「30～40％」1.3％

「100％」3.9％

「20～30％」
13.0％

「50～60％」1.3％
「40～50％」1.3％

N=77

���� ೥調ࠪ
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図表 6　スカパー！（110度）の収入比率

ᶄ「スカパー！（��� ౓）」の収入比率
「スカパー！（110 度）」の収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、「20
〜 30％」28.9％、前回 20.8％で増、、次いで「0％」18.4％、前回 19.5％であった。
昨年の調査結果に続き「20 〜 30％」が増える結果であった。

「0％」
19.5％

「70～80％」2.6％

「50～60％」
10.4％

「60～70％」1.3％

「80～100％」0％
「100％」2.6％

NA　2.6％

「10～20％」
11.7％

「30～40％」
16.9％

「20～30％」
20.8％

「40～50％」
11.7％

「0～10％」0％

「0％」
18.4％

「70～80％」2.6％

「50～60％」
3.9％

「60～70％」2.6％

「80～90％」1.3％
「90～100％」0％

NA
6.6％

「10～20％」
6.6％

「30～40％」
14.5％

「20～30％」
28.9％

「40～50％」
14.5％

「0～10％」0％

N=76

N=77

���� ೥調ࠪ

���� ೥調ࠪ
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ᶅ「CATV」の収入比率
「CATV」収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、「30 〜 40％」25％、
前回 23.4％で、次いで「20 〜 30％」18.4％、前回 22.1％、続いて「40 〜 50％」15.8％、
前回 15.6％となった。
昨年の調査結果で最も多かったのは「30 〜 40％」23.4％、続いて「20 〜 30％」22.1％であっ
た。前回と比べて変化の大きかったのは、「20 〜 30％」が減る結果となった。

「0％」
11.7％

「30～40％」
23.4％

「70～100％」0％

「0～10％」
2.6％

「20～30％」
22.1％

「40～50％」
15.6％

NA　2.6％
「60～70％」2.6％

 「10～20％」
9.1％

「50～60％」
10.4％

「0％」
9.2％

「30～40％」
25.0％

「70～100％」0％
「100％」1.3％

「0～10％」
1.3％

「20～30％」
18.4％

「40～50％」
15.8％

NA
6.6％

「60～70％」1.3％

 「10～20％」
10.5％

「50～60％」
10.5％

図表 7　CATVの収入比率

N=76

N=77
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ᶆ「IPTV�'TT)」の収入比率
「IPTV／ FTTH」収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、「0〜 10％」
59.2％、前回 54.5％、次いで「0％」18.4％、前回 20.8％、「10 〜 20％」15.8％、前回
18.2％であった。

「0％」
20.8％

「0～10％」54.5％

「30～100％」0％
「20～30％」3.9％

NA　2.6％

「10～20％」
18.2％

「0％」
18.4％

「0～10％」59.2％

「20～100％」0％

NA
6.6％

「10～20％」
15.8％

図表 8　IPTV/FTTHの収入比率

N=76

N=77
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ᶇ「4.ATV」の収入比率
「SMATV」収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、「0％」55.3％、前
回 59.7％で、次いで「0〜 10％」27.6％、前回 27.3％であった。

「0％」59.7％

「50～100％」0％
NA　2.6％

「0～10％」
27.3％

「10～20％」6.5％

「40～50％」1.3％
「30～40％」0％

「20～30％」2.6％

「0％」55.3％

「50～100％」0％

NA
6.6％

「0～10％」
27.6％

「10～20％」
7.9％

「40～50％」1.3％
「30～40％」1.3％
「20～30％」0％

図表 9　SMATVの収入比率

N=76

N=77
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ᶈ「広告」の収入比率
「広告」収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは「0％」31.6％、前回
39％、次いで「0〜 10％」25％、前回 27.3％、続いて「20 〜 30％」15.8％、前回 15.6％となっ
た。
前回と比べて変化の大きかったのは、「0％」の割合が微減した。

「0％」
39.0％

「0～10％」
27.3％

「10～20％」
15.6％

「40～50％」0％
「30～40％」2.6％

「50～60％」1.3％
「60～70％」1.3％ 「70～100％」0％

NA　2.6％

「20～30％」
10.4％

「0％」
31.6％

「0～10％」
25.0％

「10～20％」
14.5％

「40～50％」0％
「30～40％」2.6％

「50～60％」2.6％
「60～70％」1.3％ 「70～100％」0％

NA
6.6％

「20～30％」
15.8％

図表 10　広告の収入比率

N=76

N=77
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「0％」
97.4％

「0％」
93.5％

「0％」
68.8％ 「0％」

96.1％

「10～20％」0％
「20～30％」1.3％ 「30～100％」0％

「10～20％」1.3

「40～90％」0％ 「90～100％」1.3％
「100％」1.3％

「20～30％」1.3％
「30～40％」1.3％

「10～100％」0％
「0～10％」1.3％

NA 2.6％ NA 2.6％

NA 2.6％

NA 2.6％

「0～10％」2.6％

「0～10％」
22.1％

PPV

アプリ
サービス

放送系
動画配信

OTT系
動画配信

ᶉ「PPV� 動画配信ଞ」の収入比率
本項では、『PPV』『放送系動画配信』『OTT系動画配信』『アプリサービス（ゲームなど）』
の 4項目をまとめて「PPV／動画配信他」とした。その「PPV／動画配信他」の収入がネッ
ト収入૯ֹに占める比率は、4項目いずれにおいても「0％」が最も多いが『PPV』『放送
系動画配信』については、前回と比べて「0〜 10％」増えている、次回以߱も注視する必
要がある。

図表 11　PPV/ 動画配信他の収入比率

N=77

���� ೥調ࠪ

���� ೥調ࠪ

「0％」
88.2％

「0％」
82.9％

「0％」
64.5％

「0％」
93.4％

「10～20％」0％
「20～30％」1.3％

「30～100％」0％

「10～20％」2.6

「40～100％」0％

「20～30％」1.3％
「30～40％」2,6％

NA
6.6％

NA
6.6％

NA
6.6％

NA
6.6％

「0～10％」
9.2％

「0～10％」5.3％

「0～10％」
22.4％

PPV

アプリ
サービス

放送系
動画配信

OTT系
動画配信

N=76
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図表 12　番組販売の収入比率

「0％」
55.3％

「0～10％」
31.6％

「10～20％」3.9％
「20～30％」2,6％

「30～100％」0％
NA
6.6％

ᶊ「番組販ച」の収入比率
「番組販売」の収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、「0％」55.3％、
前回 75.3％、次いで「0〜 10％」31.6％、前回 18.2％であった。番組販売についても次回
も注視していく。

N=76

「0％」
75.3％

「0～10％」
18.2％

「10～20％」1.3％
「20～30％」1.3％

「40～50％」1.3％
「30～40％」0％

「50～100％」0％
NA 2.6％

N=77

���� ೥調ࠪ
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図表13　制作委託/パッケージメディア/物販 /有料イベントの収入比率

「0％」86.8％

「30～100％」0％

「10～20％」1.0％ NA 
6.6％

「20～30％」0.3％

「0～10％」5.3％

N=76

「0％」91.6％

「50～100％」0％
「10～20％」0.6％ NA 2.6％
「20～30％」0.3％
「30～40％」0％ 「40～50％」0.3％

「0～10％」
4.5％

N=77

���� ೥調ࠪ
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内訳

項目
０
％

0
〜
10
％
未
満

10
〜
20
％
未
満

20
〜
30
％
未
満

30
〜
40
％
未
満

40
〜
50
％
未
満

50
〜
60
％
未
満

60
〜
70
％
未
満

70
〜
80
％
未
満

80
〜
90
％
未
満

90
〜
100
％

Ｎ
Ａ

番組・CM等制作委託 81.6 9.2 1.3 1.3 0 0 0 0 0 0 0 6.6
DVDなど
パッケージメディア販売 93.4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6.6

物販 90.8 2.6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6.6
有料イベント 81.6 9.2 2.6 0 0 0 0 0 0 0 0 6.6

％

ᶋ「੍作ҕୗ � パッケーδϝσィア � ෺販 � ༗ྉイϕント」の収入比率
本項では、『番組・CM等制作委託』『DVDなどパッケージメディア販売』『෺販』『有
料イベント』の 4項目をまとめて「制作委託／パッケージメディア／෺販／有料イベント」
とした。「制作委託／パッケージメディア／෺販／有料イベント」の収入がネット収入૯
ֹに占める比率で最も多かったのは、「0％」86.8％、前回 91.5％で、次いで「0〜 10％」5.3％、
前回 4.5％となった。
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図表 14　その他の収入比率

「0％」69.7％

「40～100％」0％

NA 
6.6％

「0～10％」
19.7％

「10～20％」1.3％
「20～30％」1.3％
「30～40％」1.3％

N=76

ᶌ「ͦのଞ」の収入比率
「その他」の収入がネット収入૯ֹに占める比率で最も多かったのは、「0％」69.7％、前
回 72.7％で、次いで「0〜 10％」19.7％、前回 18.2％であった。

「0％」72.7％

「30～100％」0％ NA 2.6％

「0～10％」
18.2％

「10～20％」2.6％
「20～30％」3.9％

N=77

���� ೥調ࠪ

���� ೥調ࠪ

項目 ０
％

0
〜
10
％
未
満

10
〜
20
％
未
満

20
〜
30
％
未
満

30
〜
40
％
未
満

40
〜
50
％
未
満

50
〜
60
％
未
満

60
〜
70
％
未
満

70
〜
80
％
未
満

80
〜
90
％
未
満

90
〜
100
％

Ｎ
Ａ

その他 69.7 19.7 1.3 1.3 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.6

％
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図表 15　放送・広告収入以外の増強した項目

（件）

N=34（複数回答）

0

10

20

30

PP
V

放送
系 
動画
配信

OT
T系
 動
画配
信

アプ
リサ
ービ
ス 
　

（ゲ
ーム
など
）

番組
販売

番組
・C
M等
制作
受託

DV
Dな
どパ
ッケ
ージ
メデ
ィア
販売 物販

有料
イベ
ント その

他

3
1

25

11
8

18

7

0

6

0

�.「放送外収入」の増加について
前回に引き続き、「放送外収入」に関するਂງりを目的として、「PPV〜その他」の中で「各
社がݦ著に増加、あるいは戦略上増強した項目」とその理由について質問した。
全回答数 34 件中、最も回答が多かったのは、「OTT系動画配信」25 件、前回 26 件、
次いで「番組販売」18 件であった。

より具体的に記入いただいたフリーアンサー
から、各社、放送外収入の売上に޻෉をڽらし
ていることがみてとれる。

▶放送系動画配信
• イベント施策が当たり、新規加入者増により、
アロケーションが大幅にアップした為
• sns 強化
• 110 度
• OTT は、配信系PFによるコンテンツ購入があっ
たため。戦略上増強した分野で必ずしも売上が
あがっているわけではない

▶OTT系動画配信
• サービス利用者の広がり、利用度の上昇、コン
テンツの増強等
• プラットフォームとして伸びているから。（視聴
環境の変化）
• 営業強化。その他売上に対して減少幅が抑えら

れたが売上増加までには至っておりません
• 市場動向
• 積極的な販促活動
• 配信 PFルートへの商品提供
• sns 強化
• オリジナルコンテンツを強化した
• OTT は、配信系PFによるコンテンツ購入があっ
たため。戦略上増強した分野で必ずしも売上が
あがっているわけではない
• 作品数の増強
• 力は入れたが、期待通りには伸びていない
• 増収の可能性があるから
• 加入者の増加
• 強化したが売上は増加していない

【放送外収入】その他売上が増加した理由

その他の回答
• sns 強化
• SMATVの代理店事業
• 番組協賛等
• 請負事業の規模拡大

• 視聴者満足度強化を兼
ねたファンミーティン
グ等を開始したため
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▶番組販売
• 様々なチャンネルに営業をかけたから
• 販売先への営業を強化したから
• サービス利用者の広がり、利用度の上昇、コン
テンツの増強等
• 営業強化。その他売上に対して減少幅が抑えら
れたが売上増加までには至っておりません
• その他売り上げへの注力

▶番組・CM等制作受託／物販
• 単純に受託数の増加とイベントの数の増加

▶有料イベント
• その他売り上げへの注力
• 力は入れたが、期待通りには伸びていない
• 単純に受託数の増加とイベントの数の増加

▶当てはまるものはない
• 通販系広告収入拡大
• 放送ビジネスにおいて売上が増加した項目なし
• 特になし

各事業者における費用の現状について、2024 年度決算の実績あるいは見込から、プラッ
トフォーム手数料をআいた「ネット費用」について、各事業者から回答を得た。ঘ、各設
問については、ネット費用の૯ֹについて選択ࢶの中から֘当するൣғを選択の上、各費
用項目について૯ֹに占める割合（％）を記入する形式で回答してもらった。

�. ネット費用総額について
最も多い回答は、「10 ԯԁ以上 20 ԯԁ未ຬ」22.4％、前回 31.2％、次いで「30 ԯԁ以上」
15.8％、前回 16.9％となった。
各費用のൣғの中ԝ値をฏۉとして、無回答আく、回答（72 件）1件あたりのฏۉネッ
ト費用を算出すると約 12 ԯ 8000 ສԁ（前回約 18 ԯ 5000 ສԁ）で、そこから割り出した
回答者全体（72 件）のネット費用ਪ定૯ֹは約 927 ԯԁ（前回約 1427 ԯ 5000 ສԁ）となっ
た。
年々、ฏۉネット費用は減少する結果となった。

ᶘ � අ༻ͷݱঢ়ʹ͍ͭͯ

N=76

１億円未満
5.3％

5000万円未満
5.3％

10億円未満
13.2％

3億円未満
9.2％

30億円未満
9.2％

NA
5.3％

5億円未満
14.5％

20億円未満
22.4％

30億円以上
15.8％

N=77

１億円未満
6.5％

5000万円未満
6.5％

10億円未満
9.1％

3億円未満
16.9％

30億円未満
3.9％

5億円未満
9.1％

20億円未満
31.2％

30億円以上
16.9％

図表 16　ネット費用総額
2025 年調査 2024 年調査
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参考　2024 年調査

図表 17　費用比率一覧

項目 0%
0～
10％
未満

10～
20％
未満

20～
30％
未満

30～
40％
未満

40～
50％
未満

50～
60％
未満

60～
70％
未満

70～
80％
未満

80～
90％
未満

90～
100％ 100％ 平均

1. 番組送信費 2 7 22 11 9 5 12 4 0 0 0 0 27.4
2. 番組制作・購入費 0 2 4 11 14 14 13 4 3 7 0 0 43.3
3. マーケティング・
　宣伝販促費 8 39 17 6 2 0 0 0 0 0 0 0 8.1

4. 一般管理費・その他 8 8 20 16 12 2 4 1 0 1 0 0 21.3
総　計 18 56 63 44 37 21 29 9 3 8 0 0

項目 0%
0～
10％
未満

10～
20％
未満

20～
30％
未満

30～
40％
未満

40～
50％
未満

50～
60％
未満

60～
70％
未満

70～
80％
未満

80～
90％
未満

90～
100％ 100％ 平均

1. 番組送信費 4 5 25 9 11 7 4 2 4 0 0 0 25.8
2. 番組制作・購入費 0 1 5 9 19 12 12 3 2 6 0 2 43.5
3. マーケティング・
　宣伝販促費 7 36 17 11 0 0 0 0 0 0 0 0 8.1

4. 一般管理費・その他 7 5 20 19 5 9 4 2 0 0 0 0 22.6
総　計 18 47 67 48 35 28 20 7 6 6 0 2

N=76（NA-4）

N=77（NA-5）

％

％

0 20 40 60 80 100番組送信費

番組制作・購入費

マーケティング・
宣伝販促費

一般管理費・その他

2023 年

2024 年

2025 年

2023 年
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図表 18　ネット費用内訳

（NAを除いた比率）
2023 年　N=79（NAは 5）
2024 年　N=77（NAは 5）
2025 年　N=76（NAは 5）
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�. 費用Λ઎めるׂ߹について（項目ผ）
続いてネット費用૯ֹに占める割合を次の 4項目（番組送信費、番組制作・購入費、マー
ケティング・宣伝販促費、一般؅理費・その他）について聞いた。

ᶃ番組送信費（トラポン、送信ྉͳͲ）
ネット費用૯ֹにおける番組送信費の割合は、「10 〜 20％」32.9％、前回 28.6％、次い
で「30％〜 40％」14.5％、前回 11.7％、「20 〜 30％」11.8％、前回 14.3％、多い結果となった。

図表 19　番組送信費の比率
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2025 年調査 2024 年調査

図表 20　番組制作・購入費の比率
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ᶄ番組੍作・ߪ入費
「30 〜 40％」25％、前回 18.2％、「40 〜 50％」「50 〜 60％」が各 18.2％と回答が多かった。
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ᶅマーケティング・宣伝販促費
「0〜 10％」の回答 7.4％、前回 50.6％で、今回も約半数を占め、「10 〜 20％」22.4％、前
回 22.1％、と続いた。

ᶆҰൠ؅ཧ費・ͦのଞ
「10 〜 20％」26.3％、前回 26％、「20 〜 30％」25％、前回 20.8％と続いた。

図表 21　マーケティング・宣伝販促費の比率
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2025 年調査 2024 年調査

図表 22　一般管理費・その他の比率
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「60～70％」1.3％
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�. 費用の増加について
ネット費用項目のうͪ、増加あるいは増強した費用項目についても回答してもらった。

図表 23　増加あるいは増強した支出

0

10

20

30
（件）

番組
送信
費

番組
制作
・購
入費

マー
ケテ
ィン
グ・
宣伝
販促
費

一般
管理
費・
その
他

N=42

4 5
3

30

費用が増加した理由

（番組送信費）
• 110度
• 増強したというよりも、PFの数や売上増に伴
い、増加した

（番組制作・購入費）
• コンテンツ強化のため
• オリジナルコンテンツの制作
• 自社制作番組の強化
• OTT収入や放送・配信外事業の拡大のため

• 新たな番組購入
• 放映権利料の高騰、番組制作費費用部分の高騰
• 購入金額の高騰が著しいため
• 自社制作・調達の良質コンテンツを増やすため
（マーケティング・宣伝販促費）
• web広告の増加
• 加入促進・解約防止策を強化するため
（一般管理費・その他）
• イベント出資に対する売上原価の増加

増加した費用項目については「番組制作・購入費」と回答した事業者が、全回答 42 件
のうͪ、30 件（前回 21 件）と最も多くを占めた。増加理由としてはコンテンツの強化、
オリジナルコンテンツの制作、という回答がみられた。
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�. 配信費用の増加について

各事業者が配信サービスに係る費用について、前年比での増加率について回答しても
らった。

全回答 76 件のうͪ、半数以上の 49 件（前回 50 件）が「変わっていない」と回答している。
多くの事業者が前年並みにとどまる結果となっている。

図表 24　配信費用の増加の増加率

（件）
N=76（NA-0）
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〜
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30

40

50

7
5

10

49

1 0
4

౰て͸·る΋の͸ͳい（34件）
• コスト削減を図っているため、増加項目なし
• コスト削減を図っているため、増加した項目
なし

• 売り上げ規模拡大による。
• 特になし
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ᶙ � Ӧۀଛӹʹ͍ͭͯ
収入・費用に加え、同じく 2024 年度の実績ないし見込から、営業ଛ益についても聞いた。

�. 営業損益
最も多い回答は、「ほぼߧۉ」28.9％、前回 23.4％、「1 ԯԁ未ຬの利益」23.7％、前回
27.3％、ଛࣦとなった事業者は計 4件（前回 5件）となった。

図表 25　営業損益

3億円以上の損失1.3％

ほぼ均衡
28.9％

3億円未満の損失3.9％

3億円未満の
利益
17.1％

N=76

10億円未満の
利益7.9％

20億円未満の利益
6.6％

5億円未満の利益3.9％

1億円未満の
利益
23.7％

20億円以上の
利益0％

NA
6.6％ 比率（％） 実数

3億円以上の損失 1.3 1

3 億円未満の損失 3.9 3

ほぼ均衡 28.9 22

1 億円未満の利益 23.7 18

1 億円以上～ 3億円未満の利益 17.1 13

3 億円以上～ 5億円未満の利益 3.9 3

5 億円以上～ 10億円未満の利益 7.9 6

10 億円以上～ 20億円未満の利益 6.6 5

20 億円以上の利益 0.0 0

無回答 6.6 5
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�. 経೥比ֱ
前年度決算との比較では、「増益」と回答した事業者が 21.1％（前回 28.6％）と今回も減少、

「減益」と回答した事業者の 75％（前回 71.4％）と今回も増加する結果となった。

増益
21.1％

N=76

減益
75.0％

NA 3.9％

図表 27　自社の前年との比較

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年
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0

0
10.4 26.9 19.4 16.4 6.0 10.4 9.0 1.5

6.8 29.7 21.6 9.5 10.8 10.8 9.5 1.4

0

0

1.4

4.0 30.7 24.0 14.7 12.0 8.0 5.3 1.3

6.5 23.4 27.3 16.9 9.1 9.16.5 1.3

4.2 31.0 25.4 18.3 4.2 7.08.5
0

3億円以上の損失 3 億円未満の損失 ほぼ均衡
1億円未満の利益 1 億円以上～ 3億円未満の利益 3 億円以上～ 5億円未満の利益
5億円以上～ 10億円未満の利益 10 億円以上～ 20億円未満の利益 20億円以上の利益

N=75

N=77

N=71

N=67

N=74

※未回答件数を除いて集計

（％）

図表 26　2021 ～ 2025 年調査との比較
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ᶚ � ͍ͯͭʹಈ׆ۀӦࠂ޿
ᶃ広告営業活動の༗ແ
前回の調査では、77 チャンネル中、63 チャンネル（81ɽ8％）が広告営業活動を行って
いた。今回の調査では、76 チャンネル中、60 チャンネル（78ɽ9％）が広告営業活動を行っ
ていると回答した。多チャンネル放送は基本的に有料放送であるため、視聴料収入が主た
る収入だが、広告も主要な収入源となっている。このような現状を踏まえて、各チャンネ
ルに広告営業活動について聞いた。

図表 28　広告営業活動を行っているか

78.9％

21.1％

はい

いいえ

N=76

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年

2019年

2020年

0 20 40 60 80 100
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82.3 17.7

82.3 17.7

81.8 18.2

78.9 21.1

83.7

79.8 20.2

82.1 17.9

16.3
いいえ

N=86

N=84

N=79

N=79

N=77

N=76

N=87

（％）

ᶄ広告営業活動について、೥౓௨期のച্ׂ߹

2024 年度の広告収入における種ྨ別（タイム・スポット・その他）の売上比率を聞き、
60 チャンネルから回答を得た。まず、「タイム」の比率は「0％」が 33 件、「1〜 20％未ຬ」
が 10 件と、広告売上の 20％未ຬとする回答が全体の 7割を占めた。続いて、「スポット」
の比率は、「100％」が 11 件、「91％〜 100％未ຬ」が 6件と全体の約 3割にとどまり、スポッ
トでの出ߘの割合が大多数を占める事業者が昨年に比べて減少する結果となった。「その
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図表 29　タイムの収入割合

図表 30　スポットの収入割合

図表 31　その他の収入割合

他」に関しては、「0％」が 19 件と全体の約 3割を占めるが、「1〜 30％未ຬ」が 18 件となり、
ঃ々に割合を増やしていることがわかる。
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図表 32　広告収入伸長のための取り組み

ᶅ広告ച্Λ৳͹すͨめのऔΓ組Έ
広告売上を伸ばすために取り組みたいこと、その中で最重要だと考えていることについ
て聞いた。なお、前半の質問については複数回答も可としている。

（�）ಛに࠷重要と͑ߟること
取り組みたいことについては複数回答で多くの項目に回答が寄せられており、事業者が

さま͟まなଆ面から広告収入の伸ுに向けての取り組みを検討していることがうかがえる。
最重要だと考えることとして挙げられたもので最も多かったのは、「広告単価の値上げ」

「放送外での広告売上の強化」で、それぞれ 10 件（16ɽ7％）であった。これらの項目は、
取り組みたいことでも上位につけており、多くの事業者で重要と考えられていることがわ
かる。

（�）経೥との比ֱ
最重要課題に挙げられた項目について、前々回、前回との比較をしたものが次ページの
図表である。前回と比べて「広告単価の値上げ」「ダイレクト強化」および「放送外での
広告売上の強化」の割合が減少しており、かわりに「広告代理ళとの関係強化」および「協
スポンサー獲得のҝのイベント強化」などへ意識が向けられている傾向にあった。そのࢍ
理由を以下の設問で聞いている。

その他の回答
• 自社 IP を活用した IP ビジネス
• デジタル領域でのマネタイズ
• 海外メディア展開や各種インターナショナルの取り組み
• 自主制作番組の販売
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ᶆ࠷΋重要ͩと͑ߟているཧ༝
最も重要だと考えている理由についてフリーアンサー形式で聞いてみたところ、以下の
ような回答が寄せられた。

図表 33　「最重要課題」昨年との比較
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2023年

2024年

0 20 40 60 80 100
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8.3 11.6

0

3.3
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〈タイム広告の獲得強化〉
• 通販市況に左右されない安定した売上を確保するため②番組と広告を連動させたタイム広告獲得に
よって売上の拡大を図るため（同 1件）

〈広告単価の値上げ〉
• 単価アップが最も困難なため

〈通販・インフォマーシャルの強化〉
• 広告の中では通販が年間通じて最も大きな売り上げであり、ベース売り上げとして、重要だと考え
ます。ベースがあることでその他の広告商品へ力を注ぐことができる為
• 売上の割合がスポット 100％であり、主力が通販・インフォマーシャルの為、その主要部分の強化
が最重要項目であると考えます

〈プロダクト・プレイスメントへの取り組み強化〉
• 広告枠の枠売りだけではなく媒体価値の創出をすることで価値を高めたいと考えている

〈広告代理店との関係強化〉
• 広告売上は大変重要な収益源なので、常に最大限の売上を目指してフレキシブルな対応を行う事
• 通販 CMの実施結果に対し、適正な価格であるか代理店担当と検証し、目標を越えた案件について
は値上げ交渉し、売上の積上げていく。そのためにも代理店担当者との関係性を強化し、新規案件の
早期情報収集や、担当者が独自で判断できる案件も関係性で出稿に導き、売上を積上げていきたい
（同3件）

〈スポンサーへのダイレクトセールス強化〉
• ゴルフという 1ジャンルの専門チャンネルなので、ゴルフメーカーとの連携を深めることを重要視
してるため
• 代理店売上は通販に特化しており、我々が得意な金融クライアントの発掘は、直営業の方が成約率、
金額ともに高いため
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• チャンネル特性を活かした営業活動を重要視しているため
• スポンサーニーズ把握が最重要と考えているため
• スポンサーニーズの収集が最重要であると考えているため
• 広告代理店を介さず直接コミュニケーションをとることで、スポンサー（顧客）の持つ真の課題や
プロモーションの目的をより深く、詳細に把握できる。スポンサー一社一社のターゲットや予算に
合わせたオーダーメイドの企画を、迅速かつ柔軟に提案・実行できるようになるから

〈放送外での広告売上の強化〉
• メディアの多様化及び人口減の環境下、自社の強みを発揮可能な放送外収入のアップに向けた施策
に取り組んでいます
• 放送外収入（同 1件）
• 放送では広告が入らないため
• 多チャンネル離れから視聴者数が減少傾向にあるため、放送広告収入が厳しい状況となっている。
そのため、放送外での売上（収入）を増やしていくことが必要であり、急務となっているため
• 加入世帯数の減少や広告市況の変化に対応するため、放送の純広告セールスだけでなく、放送外収
益に繋がる広告領域での新規事業開発が急務と考えております
• 放送事業がシュリンクしている
• CS 放送、特に音楽ジャンルにおける広告収入は頭打ちのため、放送外（例えばイベント）などを
絡めた売上強化が必要
• 放送の広告だけでは売上逓減が見込まれるため、放送外含めた新たな企画が必要と考えるため
• 自社制作機能を活かした案件獲得

〈協賛スポンサー獲得の為のイベント強化〉
• 現在のセールスに限界を感じるから
• TV という枠を超えて、イベント収益を上げる。更に、上記による影響で視聴者が増加し TVの収
益が向上する
• スポットセールスだけではなく、協賛スポンサーを獲得すべくイベント連動の強化を行いたい
• イベント受注が増えているため、商機拡大を図る

〈その他〉
• 自社 IP を活用した IP ビジネス全般の強化を図っているため
• 海外拠点との連携を強化していくことで、インバウンドだけでなくアウトバウンドも含む相互ビジ
ネスの拡大を狙っています

さま͟まな回答が寄せられたが、自社チャンネルおよびCS放送全体の価値向上、クラ
イアントの理解といった従来の課題のほかに、自社࿮の広告（CM）販売数、及び放送加
入者減に伴う放送内の広告（CM）販売での広告売上の拡大に限界を感じるなか、広告代
理ళとの関係強化や広告単価の値上げに加えて、放送外での広告売上の強化や協ࢍスポン
サー獲得のҝのイベント強化といった、既存の࿮組みを超える新たな取組みによって収入
拡大を模索している事業者の声が目立った。
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ᶛ � εΧύʔʂαʔϏεʹ͍ͭͯ

�. スカパー！における番組配信ܗଶ

配信先のスカパー � への番組の配信形ଶについてたずねた。プレミアムサービスにおい
ては「ベーシック」が42チャンネル55.3％、「プレミアム」が21チャンネル27.6％、「ベーシッ
クとプレミアム両方」が11チャンネル14.5％となった。続いてスカパー �サービス（110度）
は「ベーシック」が 42 チャンネル 55.3％、「プレミアム」が 11 チャンネル 14.5％、「ベーシッ
クとプレミアム両方」が 8チャンネル 10.5％、スカパー � サービスに配信できていないと
いう回答が 15 チャンネル 19.7％となった。スカパー � 光においては「ベーシック」が 43
チャンネル 56.6％、「プレミアム」が 18 チャンネル 23.7％、「ベーシックとプレミアム両方」
が 12 チャンネル 15.8％となっている。

配信していない2.0％

ベーシックで
配信
55.3％

プレミアムで
配信
21.0％

両方で配信
11.0％

N=76

図表 34　スカパー！（124/128 度）への番組配信状況

ベーシックで
配信
55.3％プレミアム

で配信
14.5％

両方で配信
10.5％

N=76

配信して
いない
19.7％

図表 35　スカパー！（110度）への番組配信状況
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ベーシックで
配信
56.6％

プレミアムで
配信
23.7％

両方で配信
15.8％

N=76

配信していない3.9％

図表 36　スカパー！プレミアムサービス光への番組配信状況

今後のスカパー � サービス（110 度）について必要と思われる商品はどのようなものか
たずねた。見たいチャンネルをݸ別に選択できる「アラカルト」という回答が 33 チャン
ネルで 54.1％、次いで「ֹ݄固定見放題パック」が 31 チャンネル 50.8％、「特定ジャンル
パック」が 25 チャンネル 41％、「高ֹプレミアムパック」が 7チャンネルで 11.5％、「֘
当するものはない」が 10 チャンネルで 16.4% という結果となった。

�. 今後のスカパー！にとって、必要と思われる商品について

（件／回答が占める割合）N=61（複数回答あり）
0 10 20 30 40

33

25

31

7

10

アラカルト

月額固定見放題パック

特定ジャンルパック

高額プレミアムパック

該当するものはない

（54.1％）

（41.0％）

（50.8％）

（11.5％）

（16.4％）

図表 37　スカパー ! にとって必要と思われる商品
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�. 商品Λ必要と思͏ཧ༝（フリーアンサー）
必要と思われる商品に対してその理由をフリーアンサー形式で௖いたものを列記しておく。

�. 見ͨいチャンネルΛݸผにબ୒Ͱ͖る「アラカルト」
• 多様な商品と選択方法があることがスカパーサービスの強みだから
• 細分化されている趣味や興味を少しでも多く拾い上げるチャンスを作るため
• コスパ、タイパを考えると長期間契約に繋がる可能性が高いと思われるから
• 見たいチャンネル以外にはお金を払いたくないと思うので、既成のパック商品はもうあまり必要とされていない気
がします
• 様々な形態で視聴できることがスカパーの魅力のひとつだと考えております
• 視聴者が様々な形態でチャンネルを観れることが理想だと考えます。そのためにはアラカルトから高額商品までラ
インナップすることが必要
• 多様な商品と選択方法があるところに、スカパーサービスの優位性がある
• 上記３つは加入者獲得に貢献できると考えられるため
• 既に存在しているがアラカルトが視聴者ニーズに合っていると思うため
• OTT サービスが普及する現代において、自身の興味やニーズに合ったコンテンツを柔軟に選択できることが、効
率的かつ顧客満足度を向上させる選択肢となり得るため
• 視聴者の興味の多様化に対応するため
• お客様の視聴環境・目的に合わせた複数の商品プランの設定が望ましいと考えるため
• スカパーCS110 の強みは、効率よく見たい番組を単チャンネルで契約できることであり、かつ、TVをつければ
見たいコンテンツを見放題（基本プラン）である点だと考えます
• 低料金でアラカルトできる、ということがスカパーの強みだったはず。OTT に慣れた視聴者には月額固定見放題
が良いかもしれません、セレクト 5,10 は CH変更可なことをふまえそこを訴求をすると良いのかもしれません

�. ಛఆδャンルパッΫ（ಉδャンル、ҟͳるδャンルの組Έ߹わͤͰྗڧパッΫ）
• 多様な商品と選択方法があることがスカパーサービスの強みだから
• 多様な商品と選択方法があるところに、スカパーサービスの優位性がある
• 今の基本プランではOTT他社に対応できない。スカパーマーケットを拡大するためには競争力のあるパッケージ
を作ってスカパー全体の底上げが必要と感じています
• こちらでジャンル分けをしておくことで、未加入の人が入会するハードルがぐっと下がる。金額については単チャ
ン加入よりもお得感を出しつつ、商品選択のストレスを最小限にとどめたい
• 上記３つは加入者獲得に貢献できると考えられるため
• 選択率上位チャンネルで構成するパックの組成がスカパー！への誘導／契約への牽引になる可能性がある
• お客様の視聴環境・目的に合わせた複数の商品プランの設定が望ましいと考えるため
• スカパーの賞品ラインアップとして不足感があるため（同 1件）
• スカパーの商品ラインアップに無いため

�. ఆ見放題パッΫݻͳͩけબ΂る݄額͖޷ͳ番組Λ͖޷
• 多様な商品と選択方法があることがスカパーサービスの強みだから
• 細分化されている趣味や興味を少しでも多く拾い上げるチャンスを作るため
• コスパ、タイパを考えると長期間契約に繋がる可能性が高いと思われるから
• 既成のパック商品はもうあまり必要とされていない気がします
• 様々な形態で視聴できることがスカパーの魅力のひとつだと考えております
• 視聴者が様々な形態でチャンネルを観れることが理想だと考えます。そのためにはアラカルトから高額商品までラ
インナップすることが必要
• 多様な商品と選択方法があるところに、スカパーサービスの優位性がある
• 上記３つは加入者獲得に貢献できると考えられるため
• OTT サービスが普及する現代において、自身の興味やニーズに合ったコンテンツを柔軟に選択できることが、効
率的かつ顧客満足度を向上させる選択肢となり得るため
• 視聴者の興味の多様化に対応するため
• 競合サービス（OTTほか）との販売競争力等を考えて（同 4件）
• お客様の視聴環境・目的に合わせた複数の商品プランの設定が望ましいと考えるため
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• スカパーCS110 の強みは、効率よく見たい番組を単チャンネルで契約できることであり、かつ、TVをつければ
見たいコンテンツを見放題（基本プラン）である点だと考えます
• スカパーの商品ラインアップとして不足感があるため
• スカパーの商品ラインアップに無いため
• 従来の CS放送が持つ「観たい番組のために、観ないチャンネルも買う」という構造的な不満は、VOD時代に
おいて顧客離脱の最大要因。「好きなものを選んで、あとは見放題」という感覚を提供できる商品は、CS放送を
VODと同じ土俵で戦わせるための必須条件となると考えている
• 低料金でアラカルトできる、ということがスカパーの強みだったはず。OTT に慣れた視聴者には月額固定見放題
が良いかもしれません、セレクト 5,10 は CH変更可なことをふまえそこを訴求をすると良いのかもしれません

�. パッΫڃߴ࠷コンテンツ͕見れるྗڧ額プレϛアムパッΫɿ全てのߴ
• 多様な商品と選択方法があることがスカパーサービスの強みだから
• 様々な形態で視聴できることがスカパーの魅力のひとつだと考えおります
• 視聴者が様々な形態でチャンネルを観れることが理想だと考えます。そのためにはアラカルトから高額商品までラ
インナップすることが必要
• 多様な商品と選択方法があるところに、スカパーサービスの優位性がある

スカパー � において放送サービスおよび放送外サービスとして実施しているコンテン
ツ供څと目的をたずねた。無料のスカパー � 番組配信は 38 チャンネルが実施。有料の
SPOOXは 15 チャンネルが実施。「スカチャン」10 チャンネルの事業者が供څしている。
実施状況の経年比較をみるとスカパー � 番組配信については 5割のチャンネルが実施して
おりध要の高さがうかがえる。目的としては「スカパー � 番組配信」の場合、チャンネル
プロモーション目的が 21 チャンネル、プラットフォーム支援が 20 チャンネル、コンテン
ツの有効活用が 18 チャンネルであった。「SPOOX」はコンテンツの有効活用が 12 チャン
ネル、収益目的が 5チャンネルとなっており、コンテンツを有効活用して収益を上げたい
という意識が強くなってきているようである。「スカチャン」の場合もコンテンツ提供し
ている 10 チャンネルのうͪ 6チャンネルがチャンネルプロモーション、3チャンネルが
コンテンツの有効活用という結果になり、プラットフォームの自主放送はチャンネルプロ
モーションの場という意識が強く、マネタイズの手ஈとしてはとらえていないようである。

�. スカパー！における放送サービス等の࣮ࢪ状況について

0 20 40 60 80 100（％）N=75

実施中 実施していない

50.7

20.0

13.3スカチャン

SPOOX

スカパー！番組配信 49.3

80.0

86.7

図表 38　放送サービス等の実施状況について（全体）
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実施している
50.7％

実施していない
49.3％

N=75 N=38（複数回答あり）
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図表 39　「スカパー！番組配信」の実施の有無とその理由

「その他」の回答
• 見逃しVODのみ
• 今後縮小されるため要注
視（同2件）

各プラットフォームへコンテンツ供څを実施していない理由についてたずねた。スカ
パー！番組配信においては収益が合わないが 51.4%、コンテンツの権利的な問題が 48.6%、
チャンネルプロモーションにܨがらないが 43.2％であった。SPOOXにおいては収益が合
わないが 55％、コンテンツの権利的な問題が 45%、チャンネルプロモーションにܨがら
ないが 40％であった。スカチャンにおいてはチャンネルプロモーションにܨがらないが
47.7％、収益が合わないが 44.6%、コンテンツの権利的な問題が 43.1％であった。

�. スカパー！における放送サービス等へのコンテンツڅڙະ࣮ࢪについて

「その他」の回答
• 自社 OTTに集約するため
• 自社配信実施のため
• ジャンルの特性上
• SPOOX での配信終了合わせ、
スカパー！番組配信でも終了
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図表 40　「SPOOX」の実施の有無とその理由

「その他」の回答
・今後縮小されるため要注視
（同 2件）

実施していない理由
N=65（複数回答あり）
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図表 41　「スカチャン」の実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社OTTに集約するため
・自社配信実施
・ジャンルの特性上
・PF 側が積極的に利用を推進し
ていないため（同 3件）

「その他」の回答
・他社経由で供給
・自社OTTに集約するため
・自社配信実施のため
・ジャンルの特性上
・25 年 3 月末で配信終了い
たしました
・SPOOX 側の機能的な理由
で実施不可

「その他」の回答
• 自主チャンネル
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• SPOOXはサービス終了、スカパー！番組配信は規模縮小と聞いている。スカパー！番組配信は、
配信するコンテンツの精査に関しては臨機応変な対応を期待している
• 注目度が低い
• 今後の展開がハッキリしないので、何となく続けている感じ
• 番組配信、SPOOXのサービス自体が全く浸透しなかった。「スカパーオンデマンド」のときの方
が利用者受けやPRが良かったように思う
• 利用者が広がっていない。サービス自体の認知や理解度が低いのでは
• 視聴が伸びていない
• プロ野球コンテンツを除き、PV数・UU数が低い。PF側からそれらを改善するための施策が提示
されない。（コンテンツを出すことが目的で実際に視聴されることを目的としていない？）
• 2026 年度から、配信はプロ野球と 500件以上のコンテンツへのシフト変更を実施する方針となっ
ており、500 件以下の事業者には収益面含めメリットを一切感じない。今後は各事業者との配信
連携を強化すべきと考えます
• 放送翌日に見逃しのサービスの意味合いで配信を行っているがスカパーの配信サービスシステムで
は見逃しとして訴求できない
• 何も知らないユーザーにとっては、配信サービスの種類が多くてわかりづらい気がするのでサービ
スとして集約するのはどうか
• 番組配信のシステム改善を強く希望、ユーザーインターフェース、コンテンツ検索の改善。視聴者
にとって極めて不便な仕様
• 目的とするコンテンツにたどりつくまでの動線が分かりづらい。サービスの認知度が低い
• チャンネルにより実施内容（リニア、見逃し、SVOD等）が異なっており、それが上手く訴求さ
れていないため、「スカパー！番組配信」では何が視聴できるのか？など、サービスの特性等がユー
ザーに認知されていないと考えます（同 3件）
• 問題点としては、放送権と合わせて配信権を調達することの難しさ。また放送用と配信用の素材対
応するための運用コスト。番組配信を提供本数・視聴回数などが、番組供給料のアロケ評価と紐づ
いていない点。番組配信の提供が、新規契約者獲得・視聴者満足度向上にどの程度、貢献している
のか効果測定が難しい点
• 視聴数が少ない点。事業者もたどり着くのが難しいWeb 上での動線。VOD作成費用の高騰
• 配信施策縮小後の具体的施策により、PFの役割や事業者との連携などへの不透明感が増したこと
• 配信施策縮小後の具体的施策が不透明なこと
• 放送とは違った権利処理が必要になるが、権利元との交渉がなかなか進まないというのが現状
• 配信権利処理、配信権利料、運用の手間
• 加入件数の伸び悩み。若年層視聴者の開拓
• 一部 LIVE 番組の見逃し配信を実施しているが視聴絶対数が伸びない

実施している中での問題点・վળ点など感じていることをフリーアンサー形式で回答し
て௖いたものを列記する。

�. スカパー！における放送サービスの໰題఺・վળ఺について
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ᶜ �$"57഑৴ʹ͍ͭͯ

�.CATV における販ചܗଶについて

�.CATV における配信ہ数について

まずCATVへの番組配信状況についてたずねた。その結果「ベーシック」が 42.1％､「プ
レミアム」が 15.8％､「ベーシックとプレミアム両方」が 35.5％､「配信していない」が 6.6％
となった。
前年比では「ベーシック」が減少し､「ベーシックとプレミアム両方」が増加したもの
の､ 全体の分෍状況は前回調査とほぼ同様の傾向となった。

配信ہ数については､回答が多かった۠分の順に並べると､「201 〜 250 301」､（％22.5）「ہ
〜 350 251」､（％19.7）「ہ 〜 300 100」､（％18.3）「ہ 以下」（16.9％）､「151ہ 〜 200 （％12.7）「ہ
､「101 〜 150 351」､（％8.5）「ہ ､以上」（1.4％）ہ となった。
前年比でみると､「101 〜 150 251」「ہ 〜 300 351」「ہ 以上」が減少する一方で､「100ہ

ベーシックで
配信
42.1％

プレミアム
で配信
15.8％

両方で
配信
35.5％

N=76

配信していない　6.6％

図表 42　CATVへの番組配信状況

100局以下
16.9％

N=71

101～150局
8.5％

151～200局
12.7％

201～250局
22.5％

251～300局
18.3％

301～350局
19.7％

351局以上1.4％

図表 43　CATVへの配信局数
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以下」「151ہ 〜 200 201」「ہ 〜 250 301」「ہ 〜 350 。の۠分では増加した「ہ

�.CATV における配信ہ数の増減について
配信ہ数の増減については､「変わらない」との回答が 45.1％と最も多かった。「増えた」
が 32.4％､「減った」が 22.5％と続いた。

図表 44　CATVへの配信局数の増減

増えた
32.4％

変わらない
45.1％

減った
22.5％

N=71

�.CATV における商品構成について
多チャンネル業界全体の成長を考える立場から､ CATVの主力商品としてどのような
ものが最ྑと考えているかたずねたところ､「ビッグ・ベーシック」との回答が 69.0％と
大勢を占めた。ビッグ・ベーシック以外の選択ࢶの中では､「ミニパック」（11.3％）､「選
択可能なミニパック」（7.0％）､「アラカルト」（5.6％）､「ジャンル」（4.2％）､「VOD」（1.4％）
の順となった。
前回と比較すると､「ビッグ・ベーシック」は最多であることは変わらないものの､ 前
回 53.4％から今回は 69.0％へ増加している。

ビッグベーシック
69.0％

5.6％

ミニパック
11.3％

N=71

ジャンル4.2％
VOD1.4％

アラカルト

選択可能な
ミニパック
7.0％

図表 45　CATVの商品構成／主力商品
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これらの選択理由についてフリーアンサーでたずねたので、その回答を下記に列挙する。

• ベーシックがベースにあれば問題ない
• 比較的特殊なチャンネルなので、セット商品への編入が難しいと考えている。ミニベーシックくら
いまでの商品が望ましい
• CATV は、地上波、ＢＳ放送等も含めた総合的なＴＶ放送サービスとして、常に最大量の情報を提
供できる場であってほしい。ミニ、ジャンル、アラカルト等のセットを否定するわけでは無いが、
あえて窓口を狭めてしまう事になりはしないか懸念される
• ジャンルパックを実施しているCATV 局で成功しているところが無いにもかかわらず、多くの
CATV局が「隣の芝は青い」というようなかんじで営業戦略やPR戦略も固まらない中、ジャンルパッ
クを組成したがる現象が理解できない。また、ジャンルパック向けの番組供給料金の設定（＝ベー
シック単価より高い）に強い抵抗感を示すことについても理解できない。
• ミニパックはニーズが高いと考える
• こちら側の都合で組成されたセットパック商品はもうあまり受け入れられていないのが実情ではと
考えます。基本はアラカルトとして利用者が好きに選び、一定の額を超えたら何％ディスカウント
するとか、ポイント等特典を付けるとかが明確で良いのかなと考えます。これとは別ですが、見放
題はアリだと思います
• 良いコンテンツを放送するには原資が必要になります。そのためにはベーシックパックで多くの方
にご覧いただき、収入を頂き、それらを調達・製作に反映出来ればと考えております
• 良いコンテンツを調達・製作するためには原資が必要だと考えおります。そのためにはミニパック・
ジャンルパックではなくベーシックで多くの方にご覧いただき、収入を得ることが理想です
• 様々なジャンル・作品に思いがけなく出会えることが多チャンネルの良さだと思います。そのコンテンツ
調達・製作に費用を充てるためには収入が必要で、そのためにはベーシックパックが理想だと考えます
• 最終的に消費者は基礎的商品に向かって収斂すると考えるから
• 中長期的に消費者は基礎的商品に収斂されていくと考える。目先のトリッキーな商品は瞬発力だけ
で長続きしない。だからこそベーシックが最善
• 配信事業者・サービスの台頭が顕著な昨今において、従来のベーシックコースではそれらに対抗出来
ないのは明らか。多チャンネル放送の強みは何かを自覚した上で、放送サービスに必要なジャンル・
チャンネルに絞った価格競争力のあるミニパック（ベーシック）が組成される必要性を感じる
• CATVは TVサービスの選択肢が少ないため、ペイチャンネルのみの選択肢もあってもいいと思います
• 様々な条件があるかと思いますのでケースバイケースかと考えます
• 基本的なスタンスとして容認します
• OTT 等の配信サービスは、選択肢にないお客様が多く、未だ能動的なサービス選択が苦手な顧客層
がメインターゲットと考えるため
• CS 放送業界全体が縮小傾向の中、ユーザー目線で、ユーザーが求めている商品を提供していかな
ければ、業界全体の加入者の純減は止まらないと考えている（同 1件）
• マストバイベーシックに拘りはもはや無く、CATV側が販売し易い商品構成にできる限り協力する
べきと思慮致します
• 顧客に選択させる事は、既にスカパーで失敗しており、やはりある程度のベーシックプランが必要
• チャンネルの性質上、選択商品には不向きと感じるので、ベーシックが主流のままを望む
• 視聴者の嗜好の細分化及び競合サービスとの価格競争力に対応する施策として、方向性は理解でき
る。ただ、番組供給単価の値下げ圧力になることは避けたいと思う
• 多チャンネル業界において、サービスは多様化しているが商品構成の見直しが業界全体の成長につ
ながるとは考えづらい
• CATV 局とチャンネル側の双方にとってビッグベーシックが望ましい。しかし、内外の環境を考慮
すると、販売価格の安い商品構成に向かう傾向は、市場を維持するために理解できる
• 視聴者ニーズが変化している中でベーシック以外の商品組成議論が出ることは必然だと思うし許容
している
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• ベーシックはありつつ、ミニパックにて価格を下げる事で、視聴者をより獲得につなげられると考
えます
• お客様自身で選択可能なかたちにすることで、お客様に無駄なものが含まれているという浪費感を
与えないだけでなく、各チャンネルがより良質なコンテンツ提供に努める環境を作り出せる
• マストバイベーシックを基本として考えています
• アラカルトやジャンルの嗜好性よりも多様なニーズに応える必要性があり、CATV解約の抑止（同4件）
• CATV 局側のユーザーニーズ（視聴したいジャンルのみ）を契約したいユーザーが一定数いるもの
と考えている
• 対応できれば柔軟に考えたい
• 大々的にキャンペーンしないが、安く特定ジャンルだけ視聴したい世帯向けのジャンルパックは
あってもよいのではないか
• 既存顧客の維持とライト層の新規獲得という二つの異なる目的に対し、どのようにコスト構造を最
適化するかという問題であると捉えるべき最終的に、多様な顧客のニーズ（とりあえず安くたくさ
ん観たい、特定のジャンルを極めたい、あの番組だけ観たい）に多段階の価格設定で対応し、顧客
の利便性とチャンネル側の収益性のバランスを取ることが最も重要だと考えている
• ベーシックで商品構成したほうが、商品価値も損なわれないと考える
• 視聴者の趣味嗜好が細分化されてきているので、各ジャンルごとのミニパックの発売は他プラット
フォームとの差別化という点でも重要だと思っております
• 基本拒むものではないと思うが、CATV局にとってはアープを下げるものでしかないので、好ましい状
況ではない。とはいえ、それによって加入世帯増につながるのであれば致し方ないという考えです
• 拒むものではないが、CATV局のアープを下げるものなので、歓迎しない。とは言え、加入世帯増
につながるのであれば致し方ないという考えです
• 拒むものではないが、CATV局のアープを下げる施策でしかないので歓迎はしない。ただこれによ
り加入世帯増加につながるのであれば致し方ないという考えです
• CATV 局の視聴環境に応じた商品構成には柔軟に対応する方針です

CATVに配信しているチャンネルすべてに､ ฏۉ単価・配信世帯数・૯売上について､
昨年度との対比をたずねた。回答 71 件中､ ฏۉ単価については､ 昨年と比較して「変わ
らない」が 57 件（80.3％）で多数を占め､ 次いで「減少」が 10 件（14.1％）､「増加」が
4件（5.6％）となった。
配信世帯数については､昨年と比べて「減少」が 49 件（69.0％）で最も多く､次いで「変
わらない」が 20 件（28.2％）､「増加」が 2件（2.8％）となった。
૯売上については､「減少」が 47 件（66.2％）で最も多く､ ついで「変わらない」が 21
件（29.6％）､「増加」は 3件（4.2％）にとどまった。ただし「減少」「増加」については
過ڈ 2年と比較して減少しており、「変わらない」と答えた他チャンネルがその分増加す
る結果となった。
CATVにおけるฏۉ単価は現状維持の傾向であるものの､ 約半数の事業者が､ 配信世
帯数の減少に伴い､ 前年度比で減収となっていることが分かる。2023 年､ 2024 年の調査
に続いて 6年連続の減収トレンドとなり､ 厳しい結果が続く。

（�）CATV におけるฏۉ୯Ձの増加率について
ฏۉ単価が「増加」したと答えた 4件の増加率については､「10％」が 3件､「11％以上」

�. ୯Ձ・配信ੈଳ数・総収入についてۉのฏࡍ࣮
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が 1件であった。「11％以上」のチャンネルの増加理由をたずねると「ユーザーへの販売
価格վ定のҝ」であった。

（�）CATV におけるฏۉ୯Ձの減গ率について
ฏۉ単価が「減少」したと答えた 10 件の減少率については､「2％」が 1件､「4％」が
2件､「5％」が 4件､「7％」「8％」が各 1件､「11％以上」が 1件であった。

図表 46　CATVの平均単価の増減（昨年比）
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【5%以上増加の理由】 【5%以上減少の理由】
• ユーザーへの販売価格改定の為 • 値下げの影響により

• 様々な経済的な条件による
• 大手ケーブル局の減額要求が高くそれに伴う単価
の減少が大きい　
• 大手ケーブル局の複数コースに採用されたため

減少
13.7％

増加2.7％

変わらない
83.6％

N=73

���� ೥調ࠪ
減少
8.3％

増加
8.3％

変わらない
83.3％

N=72

���� ೥調ࠪ

（�）CATV における配信ੈଳ数の増加率について
配信世帯数が「増加」したと答えた 2件に増加率をたずねたところいずれも「10％」で
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図表 47　CATVの配信世帯数の増減（昨年比）

減少
69.0％

増加2.8％

変わらない
28.2％
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７
％

６
％

５
％

４
％

３
％

２
％

１
％

【5%以上増加の理由】

【5%以上減少の理由】
• JCOMの該当パックの加入者が増えたため • 大手ケーブル局の複数コースに採用されたたため

• 大型局の契約数の減少
• 解約の増加
• サービス加入者の減少
• チャンネル縮減により
• 様々な要因で
• 視聴スタイル変化による加入減、解約増パスス
ルーへの変更が多く、それに伴う減少

• スカパー 110 パススルー採用局が増えたため
（当社は 110CSに載っていない）
• 加入減・解約増
• 販売価格改定に伴う解約の為
• 世帯数の減少幅が大きくなった
• ベーシックコース解約増加のため

減少
65.8％

増加
8.2％

変わらない
26.0％

N=73

���� ೥調ࠪ

減少
68.1％

増加
9.7％

変わらない
22.2％

N=72

���� ೥調ࠪ

あった。その理由をたずねると､「+COMの֘当パックの加入者が増えたため」「大手ケー
ブルہの複数コースに࠾用されたため」との回答があげられた。

（�）CATV における配信ੈଳ数の減গ率について
配信世帯数が「減少」したと答えた 49 件に減少率をたずねると､最も多い減少率で「5％」
が 12 件､ 次いで「3％」が 10 件､「4％」が 9件､「2％」が 7件であった。5％以上減少し
たチャンネルにその理由をたずねると､「チャンネル縮減により」「加入減少・解約の増加」
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「パススルーへの変更とそれに伴う減少」などがあげられた。

（�）CATV における総ച্の増加率について
૯売上が「増加」した 3件に増加率をたずねたところ､「11％以上」「10％」「4%」が各
1件ずつで大半を占めた。10％以上増加した理由をたずねると「+COMの֘当パックの加
入者が増えたため」「販売価格վ定による増収」があげられた。

（�）CATV における総ച্の減গ率について
૯売上が「減少」した 47 件に減少率をたずねたところ､「5％」が
11 件､「3％」「4％」がそれぞれ 10 件､「2％」が 8件で大半を占めた。5％以上減少したチャ
ンネルにその理由をたずねると､「値下げの影響」「契約世帯数の減少」「通販CMの CSチャ
ンネルへの出ߘ数の減少」「ホテル等施設契約の解約増､ 契約者数の純減」などの回答が
あげられた。

図表 48　CATVの総売上の増減（昨年比）

減少
66.2％

増加4.2％

変わらない
29.6％

N=71
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【5%以上増加の理由】
• JCOMの該当パックの加入者が増えたため • 販売価格改定による増収

【5%以上減少の理由】
• 大型局の契約数の減少
• 解約の増加
• サービス加入者の減少
• 値下げの影響により
• 様々な経済的な要因で
• 視聴スタイル変化による加入減、解約増
• 加入減・解約増

• 契約世帯数減と単価減のうえ、通販CMの CS
チャンネルへの出稿数も減ったため、総売上が
減少した
• 世帯数減少により売上が減少した
• ベーシックコース解約増加のため
• CATV 局、ホテル等施設契約の解約増
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�.CATV において࣮͠ࢪているコンテンツڅڙとͦの目తについて
図表 49　放送サービス等の実施状況の経年比較（全体）

0 20 40 60 80 100

見逃し再生

マルチデバイス

FOD

SVOD

VOD

（％）
2023　N=72
2024　N=73
2025　N=71

自主チャンネル
への番組供給

2023

2024

2025

2023

2024

2025

2023

2024

2025

2023

2024

2025

2023

2024

2025

2023

2024

2025

実施中 実施していない

17.8 82.2

22.5 77.5

22.5 77.5

22.5 77.5

15.3 84.7

26.0 74.0

35.2 64.8

26.4 73.6

27.4 72.6

19.4 80.6

39.7 60.3

30.6 69.4

56.2 43.8

56.3 43.7

59.7 40.3

42.5 57.5

52.1 47.9

44.4 55.6

減少
74.0％

増加
8.2％

変わらない
17.8％

N=73

���� ೥調ࠪ

減少
70.8％

増加
8.3％

変わらない
20.8％

N=72

���� ೥調ࠪ
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放送サービス・放送外サービスとして､ 以下（VOD､ SVOD､ FOD､ マルチデバイス､
見逃し配信､ 自主チャンネルへの番組供څ）いずれかへのコンテンツ供څを実施している
かたずねたところ､ VOD､ SVOD､ FOD､ マルチデバイスの回答では「実施していない」
が 64 〜 78％と大方を占めており､ 見逃し配信と自主チャンネルへの番組供څの回答が 43
〜 48％という結果に。自主チャンネルへの番組供څの回答は前年の 58％から 10 ポイント
減少する変化が見られた。
実施していない理由をたずねると､VOD､SVOD､FODにおいては「収益が合わない」､「コ
ンテンツ等に対する予算的な問題」が 40 〜 61％と大方を占め､ 次点で「コンテンツ等に
対する予算的な問題」点があげられた。また自主チャンネルへの番組供څにおいての「コ
ンテンツの権利的な問題」が昨年の 55％から 44％へと変動しており､ 前述の「実施して
いない」の回答減少の主な理由と思われる。
一方で実施している理由としては､ 見逃し配信が一番多く､「プラットフォーム支援」
が 42％､「チャンネルプロモーション」が 21％を占め､ 次点で自主チャンネルへの番組供
となり､「プラットフォーム支援」でڅ 35％､「チャンネルプロモーション」で 29％､ を
占めた。プラットフォーム支援の回答は昨年の 25％から 10 ポイント増加しており､ 前ஈ
の「実施していない」及びその理由とਪ測される「コンテンツの権利的な問題」の減少分
がこの回答に移行している。

実施して
いる
22.5％

実施していない
77.5％

N=71
N=16（複数回答あり）

ͦ
ͷ
ଞ

ί
ϯ
ς
ϯ
π
ͷ
༗
ޮ
׆
༻

ν
Ỿ
ϯ
ω
ϧ

ϓ
ϩ
Ϟ
ồ
γ
ἀ
ϯ

ϓ
ϥ
ỽ
τ
ϑ
Ỽ
ồ
Ϝ
ࢧ
ԉ

ऩ
ӹ
໨
త

0

5

10（件）
実施している理由

�

�

�

�

�

0

10

20

30 ��

��

N=55（複数回答あり） 

ͦ
ͷ
ଞ

ϓ
ϩ
Ϟ
ồ
γ
ἀ
ϯ
ʹ

ܨ
͕
Β
ͳ
͍

ݖ
ར
త
ͳ
໰
୊

༧
ࢉ
త
ͳ
໰
୊

ऩ
ӹ
͕
߹
Θ
ͳ
͍

（件）

実施しない理由
��

��

�

図表 50　VODの実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題
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図表 51　SVODの実施の有無とその理由

実施している
35.2％

実施していない
64.8％

N=71
N=25（複数回答あり）
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N=46（複数回答あり） 
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ồ
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ἀ
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ʹ

ܨ
͕
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ͳ
͍
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ͳ
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༧
ࢉ
త
ͳ
໰
୊

ऩ
ӹ
͕
߹
Θ
ͳ
͍

（件）

実施しない理由

��

��

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題

「その他」の回答
・一部のプラット
フォームに対し提供
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実施している
22.5％

実施していない
77.5％

N=71
N=16（複数回答あり）
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༻
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N=55（複数回答あり） 
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ʹ

ܨ
͕
Β
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త
ͳ
໰
୊

ऩ
ӹ
͕
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Θ
ͳ
͍

（件）

実施しない理由

��
��

�

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・運営的な問題

図表 52　FODの実施の有無とその理由
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実施している
22.5％

実施していない
77.5％

N=73
N=16（複数回答あり）

ͦ
ͷ
ଞ
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π
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༗
ޮ
׆
༻
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N=55（複数回答あり） 
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ͷ
ଞ

ϓ
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ἀ
ϯ
ʹ

ܨ
͕
Β
ͳ
͍
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ར
త
ͳ
໰
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༧
ࢉ
త
ͳ
໰
୊

ऩ
ӹ
͕
߹
Θ
ͳ
͍

（件）

実施しない理由

�� ��

�

図表 53　マルチデバイスの実施の有無とその理由

「その他」の回答
• 例外的措置（同 1件）

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・運営的な問題
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実施している
56.3％

実施していない
43.7％

N=71
N=40（複数回答あり）

ͦ
ͷ
ଞ

ί
ϯ
ς
ϯ
π
ͷ
༗
ޮ
׆
༻

ν
Ỿ
ϯ
ω
ϧ

ϓ
ϩ
Ϟ
ồ
γ
ἀ
ϯ

ϓ
ϥ
ỽ
τ
ϑ
Ỽ
ồ
Ϝ
ࢧ
ԉ

ऩ
ӹ
໨
త

0

10

20

30

40（件）
実施している理由

�

�

��

��

�

0

10

20
��

�

N=31（複数回答あり） 
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�
�

�

図表 54　見逃し再生の実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題
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ᶆマルチσόイス

実施している
52.1％実施していない

47.9％

N=73
N=37（複数回答あり）
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N=34（複数回答あり） 
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ܨ
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͍

（件）
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��
��

�

図表 55　自主チャンネルへの番組供給の実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・運営的な問題



67

ᶜ .$"57഑৴について

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3 月

コンテンツ供څの際に感じている問題点・վળ点などについてフリーアンサーでたずね
たところ、下記のような回答があったので列記する。

• 権利獲得、その他の手間と売上、プロモーション効果が合わない
• 大きな売り上げにはつながらない
• コンテンツの権利期間把握、権利元へのロイヤリティ算出・支払いに関連する作業の業務量増加
• コミュニティチャンネルに新作の第 1話を提供しているが、新規加入に貢献しているようには思え
ない
• 利用者が限られており広がりが無い。認知度向上が必要
• 視聴数、UU数の伸び悩み。また、そもそも一部のプラットフォームに対してしか提供が出来てお
らず、ケーブルテレビ業界としての対応の遅さが課題であると思慮する
• CATV 側のコンテンツニーズが良くわからない
• 各プラットフォーム毎に納品フォーマットが異なるため、統一フォーマットができると非常に助か
る。その管理だけでも時間と人件費が発生するため。VODを希望するプラットフォームが増加し
ているが、VODによる売り上げは減少していることも問題
• 提供する側とされる側の希望コンテンツの乖離
• プラットフォーム貢献、支援として取り組んでいるが、それに見合う対価を得ていない
• ケーブル局により顧客管理仕様や技術格差があり、汎用的な対応は厳しい。ケーブル ID の利活用
含め業界全体での検討が必要と考えます
• SVOD付帯や番組提供が、契約者獲得の効果に繋がっているか検証しにくいと感じる
• プラットフォーム支援としての提供が主だが、視聴世帯数純減が継続しており効果が感じにくいこと
• コンテンツの少なさ、認知度不足、収益性
• 権料の高騰化、CMの処理ができていないため放送のアーカイブができない点（キャプチャー）（同4件）
• 権料の高騰化、CMの処理ができていないため放送のアーカイブができない点（キャプチャー）
• データ納品ルールの違いに対応すること
• 権利がクリアできたものしか対応できないため理想の形にすることが困難。メタデータを別途作る
必要もあり作業が煩雑という点も課題
• 権利許諾のハードルが高い
• 加入者の伸び悩み。若年層のテレビ視聴ばなれ

�. ໰題఺・վળ఺について（フリーアンサー）
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ᶝ �*157഑৴ʹ͍ͭͯ

�.IPTV への番組配信と販ചܗଶɹ/���
各チャンネルに IPTVにおける販売形ଶについてたずねた。
「ベーシック」が 56.6％､「プレミアム」が 19.7％､「ベーシックとプレミアム両方」が
14.5％､､ 一方「配信していない」が 9.2％であった。
前回「ベーシック」が 54.5％､ 前々回が 51.9％であった。「プレミアム」は､ 前回が
18.2％､前々回が 20.3％であった。「ベーシックとプレミアム両方」が､前回が 19.5％､前々
回が 16.5％であった。一方配信していないのは､ 前回が 7.8％､ 前々回が 11.4％であった。
「ベーシック」「プレミアム」の割合が微増､「ベーシックとプレミアム両方」が微減､「配
信していない」割合が微増という結果となっている。

ベーシックで
配信
56.6％プレミアムで

配信　
19.7％

両方で配信
14.5％

N=77

配信していない
9.2％

図表 56　IPTV への番組配信状況

IPTV市場において最ྑと思われる主力商品とオプション選択商品構成についてたずね
た。
主力商品と考えているのは､「ビッグベーシック」であるとの回答が 68.1％､ 前回
が 54.9％で増､「アラカルト」が 4.3％､ 前回 7.0％で減。「ミニパック」が 11.6％､ 前回
15.5％で減。「ジャンル」が 2.9％､ 前回 9.9％で減。「VOD」が 5.8％､ 前回 4.2％で増。「選
択可能なミニパック」が 7.2％､ 前回 1.4％で増。「ビッグベーシック」､「VOD」「選択可
能なミニパック」の割合が増えた。「ビッグベーシック」との回答が多数を占めた。「VOD」
「選択可能なミニパック」が前回より増える結果となったことも特චする。

�.IPTV の商品構成についてɹ/���
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ビッグベーシック
68.1％

選択可能なミニパック
7.2％

VOD 5.8％

N=69

アラカルト
4.3％

ジャンル 2.9％

ミニパック
11.6％

図表 57　IPTV の商品構成／主力商品

図表 58　IPTV の商品構成／オプション選択
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�. 商品構成のબ୒ཧ༝
IPTV市場において最ྑと思われる主力商品とオプション選択商品構成について､ 選択
した理由をフリーアンサー形式で回答してもらい､具体的な回答をいくつか列記しておく。

〈ビッグベーシックに関するおもなフリーアンサー〉
• 視聴者年齢層の高いチャンネルなので、放送に特化したサービスとの相性が良いと考えている
• 配信サービスと共存する事が今後必要になってくる中で、配信サービスとは性格の違うものを残して
いきたい。希望ですが
• ひかりTVやKDDIなどではVODサービスを独自で運用しており、それとの組み合わせ販売としてベー
シックサービスが有効だと考えます
• 良いコンテンツを放送するには原資が必要になります。そのためにはベーシックパックで多くの方に
ご覧いただき、収入を頂き、それらを調達・製作に反映出来ればと考えております
• CATVの回答と同様にコンテンツの調達・製作のためにはベーシックパックから収益を得ることが必
要だと考えます
• 最終的に消費者は基礎的商品に向かって収斂すると考えるから
• 中長期的に消費者は基礎的商品に収斂されていくと考える。目先のトリッキーな商品は瞬発力だけで
長続きしない。だからこそベーシックが最善
• 積極販売をしていない状況下、単価を下げる施策よりも現状を維持した方がチャンネル事業者にとっ
てはいいと思う
• 売上の最大化が図れるため
• VODのニーズが増えてはいるとはいえ、全体として飽和状態でそれが主力商品になるとは考えてい
ない。そのため従来のベーシックの商品価値を高めることが重要だと考える
• 放送と配信では、視聴方法・コンテンツ数・ターゲットなど様々な点において異なる点があるが、
OTTと商品力で勝負した場合、CS放送のアラカルトやジャンルパックでは太刀打ちできず、CS放
送が最大の価値を見出せるのは費用対効果が良いベーシックと考えている為（同1件）
• 顧客に選択させる事は、既にスカパーで失敗しており、やはりある程度のベーシックプランが必要
• チャンネルの性質上、選択商品には不向きと感じるので、ベーシックが主流のままを望む
• 販売単価を高くすることで市場を維持できると考えるため
• マストバイベーシックを基本として考えています
• 安定した収入
• IPTVにおいてもまだVODの視聴者は少数であり、ベーシックでの視聴者を中心に考えていきたい
• アラカルトで収益性が確保できるとは思わない
• 多チャンネルの強みを活かせるため

〈アラカルトに関するおもなフリーアンサー〉
• 利用者の年齢層が比較的若いため、お客様にとっての無駄を削る事で、コスパの高さをより感じや
すくする方が良いと考えるため
• 多チャンネル契約の金額的なハードルを下げないとVODに勝てないと考える

〈ミニパックに関するおもなフリーアンサー〉
• 配信事業者・サービスの台頭が顕著な昨今において、従来のベーシックコースではそれらに対抗出来
ないのは明らか。多チャンネル放送の強みは何かを自覚した上で、放送サービスに必要なジャンル・
チャンネルに絞った価格競争力のあるミニパック（ベーシック）が組成される必要性を感じる
• アラカルトやジャンルの嗜好性よりも多様なニーズに応える必要性あり、IPTVPF解約の抑止（同4件）
• 視聴者の趣味嗜好が細分化されてきているので、各ジャンルごとのミニパックの発売は他プラット
フォームとの差別化という点でも重要だと思っております
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• 有力チャンネルだけのミニパックを組成し、業界の活性化を図る必要があると思われる

〈ジャンルに関するおもなフリーアンサー〉
• 視聴者が選択し易い商品でアプローチすべき。ベーシックでは興味ないチャンネルが含まれており、
選択し難いと思慮致します
• ベーシックコースよりも IPTV 視聴者のニーズに合っていると思われるため

〈VODに関するおもなフリーアンサー〉
• 商品構成のみで業界の成長につながるとは思えない
• IPTV が持つ技術的特性と、現代の視聴者ニーズの変化に最も適合している。IPTV は、放送とは異
なり、ブロードバンドネットワークを介してコンテンツを配信します。この技術的基盤は、視聴者
が「観たいときに、観たいものだけを、観る」という現代のオンデマンド視聴スタイルに完全に一
致するから

〈選択可能なミニパックに関するおもなフリーアンサー〉
• ベーシックがありつつ、ミニパックを形成することで解約防止にもなると考えます

IPTVで配信している各チャンネルに､ ฏۉ単価・配信世帯数・૯売上について､ 昨年
度との対比をたずねた。回答 69 件のうͪ､ ฏۉ単価は､「変わらない」が 54 件（78.3％）
で最多､ 次いで「減少」が 11 件（15.9％）､「増加」は 4件（5.8％）となった。
配信世帯数では､「減少」が 47 件（68.1％）と突出し､次いで「変わらない」が 17 件（23.9％）
､「増加」は 0件となった。
૯売上については､「減少」が 44 件（63.8％）で最も多く､ 次いで「変わらない」が 24
件（34.8％）､「増加」は 1件（1.4％）にとどまった。前回調査と同様､ ฏۉ単価､ 配信世
帯数､ ૯売上いずれも「減少」の割合が高く､ 市場の縮小傾向が一層強まっていることが
明らかとなった。

�. ୯Ձ・配信ੈଳ数・総収入についてۉのฏࡍ࣮

IPTV における、ฏۉ୯Ձの増加率
ฏۉ単価が「増加」した 4件のうͪ､ 2 件は増加率が「11％以上」であった。増加の主

な要Ҽとしては､「視聴料金の値上げ」による影響があげられた。

IPTV における、ฏۉ୯Ձの減গ率
ฏۉ単価が「減少」した 11 件の減少率については､「5％以上」が 5件､そのうͪ「10％
以上」が 2件と大幅な減少が見られた。主な要Ҽとして､「値下げ要੥」などによる影響
があげられた。
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図表 59　IPTV の平均単価の増減（昨年比）
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【5%以上減少の理由】
• 値下げにより
• 単価の値下げ圧力

• プラットフォームの値下げ要求

減少
11.3％

増加
8.5％

変わらない
80.3％

N=71

���� ೥調ࠪ

減少
17.1％

増加4.3％

変わらない
78.6％

N=70

���� ೥調ࠪ

IPTV における、配信ੈଳ数の減গ率
配信世帯数が「減少」した 47 件の減少率については､「5%以上」は 38 件､そのう 「ͪ11％
以上」が 12 件と大幅な減少が見られた。主な要Ҽとしては､「視聴世帯数の純減」「プラッ
トフォームの縮小」「ͻかりTVの世帯数純減」「新規加入ಷ化および解約増加」などによ
る影響があげられた。

【5%以上増加の理由】
• ユーザーへの販売価格改定の為



73

ᶝ .*157഑৴について

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3 月

図表 60　IPTV の世帯数の増減（昨年比）
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【5%以上減少の理由】
• 解約増加
• 解約の増加
• サービス加入者の減少
• チャンネル縮減により
• プラットフォームの課金世帯数減少
• ネット回線とのセットで視聴できるというプ
ラットフォーム自体の強みが他の SVODなど
に置き換えられているため
• IPTV を行う既存プラットフォームの契約者数
減の為
• 販売価格改定に伴う解約の為
• プラットフォームの新規契約減少、解約の増加。

• 新規獲得数の減少、解約数の増加
• プラットフォームの収縮
• 番組の編成や告知を充分に実施することがで
きなかったため
• 視聴世帯数の純減に伴うもの
• 解約が増加しているため
• 若年層を中心としたテレビ離れ
• ひかり TVの純減（同 4件）
• ひかり TVのユニバースが減少傾向のため
• 有効なキャンペーン施策を打てず自然減
• 新規契約の減少
• 他 PFへの流出、テレビ離れ

減少
76.1％

増加0％

変わらない
23.9％

N=71
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減少
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図表 61　IPTV の総売上の増減（昨年比）
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【5%以上減少の理由】
• 世帯数の減少
• 解約増加による
• 解約の増加
• サービス加入者数の減少
• 値下げとチャンネル縮減により
• 単価および課金世帯数双方の減少
• PTV を行う既存プラットフォームの契約者数
減に伴う減収の為
• 単価の下落及び配信世帯数の減少。
• 単価値下げ及び世帯数減少によるもの

• プラットフォームの収縮
• 世帯数が減少したため
• 視聴世帯数の純減に伴うもの
• 解約が増加しているため
• 世帯数減少
• 世帯に比例（同 4件）
• 世帯減（ユニバース減）の影響
• 有効なキャンペーン施策を打てず自然減
• 契約世帯数の減少
• 世帯数の減少

IPTV における、総ച্の増加率
૯売上が「増加」した 1件の増加率は「11％以上」であった。「11％以上」増加の理由は「販
売価格վ定による増収」であった。

IPTV における、総ച্の減গ率
૯売上が「減少」した 44 件の減少率については､「5％以上」が 10 件で最も多く､ 次い
で「11％以上」「10％」「8％」が 7件で同数であった。5％以上減少の理由としては「プラッ
トフォームの縮小」「世帯数および視聴世帯数の減少」「契約数減少」「単価減ֹ」などに
よる影響があげられた。

【5%以上増加の理由】
• 販売価格改定による増収
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IPTVにおいて放送サービス､ 放送外サービスとして､ コンテンツ供څを実施している
かどうか､ また､ 実施している場合の目的をたずねた。
具体的には IPTVで実施されている「VOD（作品単位課金型のVODサービス）」､「SVOD

（ֹ݄見放題型のVODサービス）」､「FOD（視聴料無料のVODサービス）」､「マルチデ
バイス」､「見逃し࠶生」､「自主チャンネルへの番組供څ」､ の 6項目についてたずねた。
まずは実施の有無について有効回答数は 69 件であった。その中から実施中と回答があっ
たのは「VOD」20.3％､ 前回 11.3％で増､「SVOD」は 24.6％､ 前回 14.1％で増。「FOD」は
15.9％､ 前回 16.9％で微減。「マルチデバイス」は18.8％､ 前回 21.1％で減､「見逃し࠶生」は
39.1％､前回 32.4％で減､「自主チャンネルへの番組供څ」は13％､前回 15.5％で減となっている。

�. コンテンツڅڙの༗ແとͦのཧ༝

0 20 40 60 80 100

見逃し再生

マルチデバイス

FOD

SVOD

VOD

（％）N=69

自主チャンネル
への番組供給

実施中 実施していない

20.3

24.6

15.9

18.8

79.7

75.4

84.1

81.2

39.1 60.9

13.0 87.0

図表 62　放送サービス等の実施状況について（全体）
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図表 63　VODの実施の有無とその理由

ᶃ VO%（作品୯位課ۚ型の VO% サービス）/ ʹ ��
）���/ているཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益目的」は 6件､ 前回 5件で微増､「プラットフォーム支援」は 8件､ 前回 3件で増。。
「チャンネルプロモーション」は 0件､ 前回 3件から減。「コンテンツの有効活用」は前回
同様 1件であった。
「実施していない」が 79.7％で前回 88.7％から減。
）���/ていͳいཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益が合わない」が 28 件､ 前回 21 件で増。「コンテンツ等に対する予算的な問題」が

全体的に「FOD」「SVOD」「見逃し࠶生」が増となる結果となった。

次に､ 各サービス等を実施する理由についてたずねた。「収益目的」「プラットフォーム
支援」「チャンネルプロモーション」「コンテンツの有効活用」「その他」「実施していない」
から選択する方法で回答を得た。なお､ 複数回答を含んでいるҝ､ 回答合計数は有効件数
を上回る。

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題
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16 件､ 前回 17 件で微減。「コンテンツの権利的な問題」が 27 件､ 前回 37 件で減。「チャン
ネルプロモーションにܨがらない」が 18 件､ 前回 10 件で増。「その他」が 4件であった

ᶄ 4VO%（݄額見放題型の VO% サービス）/ ʹ ��
）���/ているཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益目的」が 9件､ 前回 7件で微増。「プラットフォーム支援」が 9件､ 前回 3件で増。
「チャンネルプロモーション」が 2件､前回 3件で微減。「コンテンツの有効活用」が 1件、
前回 3件で微減であった。
「実施していない」が 75.4％､ 前回 85.9％で減であった。
）���/ていͳいཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益が合わない」が 26 件､ 前回 17 件で増。「コンテンツ等に対する予算的な問題」が
15 件､ 前回 17 件で微減､「コンテンツの権利的な問題」が 25 件､ 前回 36 件で減。「チャ
ンネルプロモーションにܨがらない」が 16 件､前回 7件から増。「その他」が 4件であった。

実施
している
24.6％

実施していない
75.4％

N=69
N=17（複数回答あり） 

ͦ
ͷ
ଞ
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ϯ
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ϯ
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༻
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Ỿ
ϯ
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ϧ
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ϩ
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γ
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ϓ
ϥ
ỽ
τ
ϑ
Ỽ
ồ
Ϝ
ࢧ
ԉ

ऩ
ӹ
໨
త
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10（件）
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N=52（複数回答あり） 
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ଞ

ϓ
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Ϟ
ồ
γ
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ϯ
ʹ

ܨ
͕
Β
ͳ
͍

ݖ
ར
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ͳ
໰
୊

༧
ࢉ
త
ͳ
໰
୊

ऩ
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͕
߹
Θ
ͳ
͍

（件）
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�

��

図表 64　SVODの実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題



78

�ᶝ .*157഑৴について

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3 月

ᶅ 'O%（視聴ྉແྉの VO% サービス）/ ʹ ��
）���/ているཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益目的」が前回同様 2件､「プラットフォーム支援」が 7件､ 前回 3件､「チャンネル
プロモーション」が 2件､ 前回 8件で減。「コンテンツの有効活用」が 0件､ 前回 3件か
ら減､ であった。
「実施していない」が 84.1％､ 前回 83.1％から微減であった。
）���/ていͳいཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益が合わない」が 24 件､ 前回 13 件で増､「コンテンツ等に対する予算的な問題」が
10 件､ 前回 12 件で微減､「コンテンツの権利的な問題」が 31 件､ 前回 33 件で微減､ 今
回も大きな理由となっている。「チャンネルプロモーションにܨがらない」が 19 件､ 前回
9件から増､「その他」が 4件であった。
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実施している
15.9％

実施していない
84.1％

N=69
N=11
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N=58（複数回答あり） 
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図表 65　FODの実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題
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実施している
18.8％

実施していない
81.2％

N=69
N=13（複数回答あり）
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N=56（複数回答あり） 
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ᶆマルチσόイスɹ/ ʹ ��
）���/ているཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益目的」が 5件､ 前回 6件で微減､「プラットフォーム支援」が 5件､ 前回 9件で減､
「チャンネルプロモーション」が 1件､ 前回 6件で減､「コンテンツの有効活用」が 0件､
前回 3件､「その他」が 3件であった。
「実施していない」が 81.2％､ 前回 78.9％から増であった。
）���/ていͳいཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益が合わない」が 16 件､ 前回 13 件で微増､「コンテンツ等に対する予算的な問題」
が 9件､ 前回 12 件で減。「コンテンツの権利的な問題」が 34 件､ 前回 33 件で微増､「チャ
ンネルプロモーションにܨがらない」が 15 件､前回 9件で増。「その他」が 3件であった。

図表 66　マルチデバイスの実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・運営的な問題

「その他」の回答
・以前は実施していたが止めた
・例外的措置
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ᶇ見ಀ͠࠶ੜɹ/ ʹ ��
）���/ているཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（ɹ
「収益目的」が 11 件､ 前回 7件で増､「プラットフォーム支援」が 18 件､ 前回 16 件で増。
「チャンネルプロモーション」が 11 件､ 前回 17 件で減､「コンテンツの有効活用」が 2件
､ 前回 6件で減､「その他」1件であった。
「実施していない」が 60.9％､ 前回 67.6％で減､ であった。
�/ていͳいཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙�� ݅（ෳ数ճ౴͋Γ）
「収益が合わない」が 17 件､ 前回 10 件で増､「コンテンツ等に対する予算的な問題」が
前回同様 7件､「コンテンツの権利的な問題」が 22 件､ 前回 27 件で減､「チャンネルプロ
モーションにܨがらない」が 15 件､ 前回 7件で増､「その他」が 4件であった。

実施している
39.1％

実施していない
60.9％

N=69
N=27（複数回答あり）
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N=42（複数回答あり） 
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図表 67　見逃し再生の実施の有無とその理由

「その他」の回答
・自社配信実施のため
・需給のミスマッチ
・運営的な問題

「その他」の回答
・以前は実施していたが
止めた
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ᶈ自ओチャンネルへの番組څڙɹ/ ʹ ��
）��/ているཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益目的」が 4件､ 前回 3件､「プラットフォーム支援」が 5件､ 前回 6件､「チャンネ
ルプロモーション」が 6件､前回 8件､「コンテンツの有効活用」が 1件､前回 3件であった。
「実施していない」が 87％､ 前回 84.5％で増。
）���/ていͳいཧ༝ɹ͠ࢪ࣮˙ෳ数ճ౴͋Γ（
「収益が合わない」が 20 件､ 前回 18 件で増､「コンテンツ等に対する予算的な問題」が
15 件､ 前回 12 件で増､「コンテンツの権利的な問題」が 32 件､ 前回 33 件で微減。「チャ
ンネルプロモーションにܨがらない」が 26 件､前回 14 件で増､「その他」が 4件であった。

実施
している
13.0％

実施していない
87.0％

N=69
N=9（複数回答あり）
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N=60（複数回答あり） 
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図表 68　自主チャンネルへの番組供給の実施の有無とその理由

「その他」の回答
・要請が無い
・自社配信実施のため
・運営的な問題
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IPTVにおいて放送サービス､ 放送外サービスとして､ コンテンツ供څを実施している
中で､ 問題点・վળ点など､ 感じていることをフリーアンサー形式で回答を求めたॴ､ 下
記のような内容が寄せられた。

• 注目度が低い
• IPTV 事業者がひかり TVと KDDI の 2社しかないこと
• 現在は実施していませんが、実施時にはスカパー、CATVと同様に利用者が一部のみに限定されて
いた
• 詳細データの開示無く、PDCAが出来ない
• 多くの番組を編成する必要性を感じている
• 調達 ･編成力の強化、メタサムネ等作業負荷
• 権料の高騰化（同 4件）
• コスト効率が極めて悪い、費用対効果を高めるためにはやはり権利問題の解決が軸になるので権利
処理が一番の課題
• 加入者の伸び悩み
• 調達作品の確保、作業負荷

�.IPTV における放送サービス等の໰題఺・վળ఺について
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図表 69　自主制作番組の比率について

�. 現状の番組編成の種類と比率（಺༁）
番組調達先について､『自主制作番組』『外部調達番組（そのまま放送・配信）』『ೋ次加
､番組（調達後޻ ຋༁などの加޻を経たもの）』『その他』の項目ごとに､ 放送時間ベース
の比率について聞いた。（回答社数は昨年の 77 社から 1社減の 76 社）

ᶃ自ओ੍作番組の比率
『自主制作番組』では放送時間ベースで「0.1％〜 10％」が 24 件と最も多く､5 件以上が「0％
（12 件）」「90.1％〜 100％（10 件）」「70.1％〜 80％（6件）」「80.1％〜 90％（6件）」「60.1％
〜 70％（5件）」の順となった。

前年との主な૬ҧ点は､ 放送時間ベースで増加したのは「50.1％ˠ 60％（1件ˠ 4件）」
「90.1％〜 100％（8件ˠ 10 件）」「80.1％〜 90％（4件ˠ 6件）」「0％（11 件ˠ 12 件）」「70.1％
〜 80％（5 件ˠ 6 件）」「60.1％〜 70％（4 件ˠ 5 件）」､ 減少したのは「0.1％ˠ 10％（30
件ˠ 24 件）「10.1％〜 20％（3件ˠ 1件）」「30.1％ˠ 40％（3件ˠ 1件）」「20.1％ˠ 30％（5
件ˠ 4件」､ 変化がなかったのは「40.1％〜 50％」という結果であった。
『自主制作番組』の放送時間ベースは前年よりも全体的に増加傾向となった。また回答ฏ
値は放送時間ベースで前年のۉ 32.4％から 39.26％に増加した。

ᶞ � ฤ੒ͱίϯςϯπʹ͍ͭͯ

ᶄ外෦調達番組（ͦの··放送・配信）の比率
『外部調達番組（そのまま放送・配信）』は放送時間ベースで「90.1％〜 100％」が 17 件
と最も多く､ 10 件以上が「0.1 〜 10％」､「0％」の順となった。
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図表 70　外部調達番組の比率について

ᶅೋ࣍加工番組（調達後、຋༁ͳͲの加工Λ経ͨ΋の）
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図表 71　二次加工番組の比率について

前年との主な૬ҧ点は､ 放送時間ベースで増加したのは「0.1％〜 10％（11 件ˠ 17 件）」
「0％（10 件ˠ 14 件）」「50.1％〜 60％（0 件ˠ 3 件）」､ 減少したのは「70.1％〜 80％（4
件ˠ 0件）」「10.1％〜 20％（8件ˠ 5件）」「20.1％〜 30％（8件ˠ 5件）」「40.1％〜 50％（6
件ˠ 4 件）」「60.1％〜 70％（6 件ˠ 5 件）」「80.1％〜 90％（4 件ˠ 3 件）」､ 変化がなかっ
たのは「30.1％〜 40％」「90.1％〜 100％」という結果であった。
『外部調達番組（そのまま放送・配信）』の放送時間ベースで前年よりも全体的に減少傾
向となった。
また回答ฏۉ値は放送時間ベースで前年の 46.7％から 40.54％に低下した。
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『ೋ次加޻番組（調達後､ ຋༁などの加޻を経たもの）』では放送時間ベースは「0％」が
最も多く､ 次いで「0.1％〜 10％」となり､ 10％以下が全体の 71％を占め､ 前年の 65％か
ら増加となった。
前年との主な૬ҧ点は､ 放送時間ベースで増加したのは「0％（40 件ˠ 43 件）」「0.1％
〜 10％（10 件ˠ 11 件）」「80.1％〜 90％（3件ˠ 5件）」「20.1％〜 30％（3件ˠ 4件）」「90.1％
〜 100％（3 件ˠ 4件）」､ 減少したのは「10.1％〜 20％（4 件ˠ 2件）」「30.1％〜 40％（3
件ˠ 1件）」「40.1％〜 50％（5件ˠ 4件）」「50.1％〜 60％（1件ˠ 0件）」「60.1％〜 70％（3
件ˠ 1件）」「70.1％〜 80％（2件ˠ 1件）」という結果であった。
また､ 回答ฏۉ値は放送時間ベースで前年の 19.8％から 18.22％と減少した。

ᶆͦのଞ
『その他の比率について』では放送時間ベースは「0％」が最も多く､ 次いで「0.1％〜
10％」ɹ「10.1％〜 20％」となった。

前年との主な૬ҧ点は､ 放送時間ベースで増加したのは「0.1％〜 10％（5 件ˠ 9 件）」
「10.1％〜 20％（3件ˠ 6件）」､減少したのは「0％（69 件ˠ 61 件）」という結果であった。
これに伴い､ 回答ฏۉ値は放送時間ベースで前年の 1.1％から 1.97％に増加した。
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図表 72　その他の比率について
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0 20 40 60 80 100（％）

N=76

増やす方向 現状維持 減らす方向

自主制作番組

外部調達番組

二次加工番組

30.3％
（23件）

11.8％
（9件）

7.9％
（6件）

3.9％
（3件）

75.0％
（57件）

13.2％
（10件）

88.2％
（67件）

64.5％
（49件）

5.3％
（4件）

図表 73　番組の増減動向（全体）

�. 今後の番組の増減動޲（全体）

番組の制作形ଶ別に「今後の番組の増減動向」について聞いた。全ての制作形ଶで「現
状維持」との回答が前年同様に大多数を占めたが「自主制作番組」「外部調達番組」では
昨年から 10％以上低下した。

「増やす方向」では､『自主制作番組』が前年の 23.4％から 30.3％に､『外部調達番組』は
9.1％から 11.8％に増加する一方､『ೋ次加޻番組』は 11.7％から 7.9％に減少した。
「減らす方向」では『自主制作番組』が前年の 1.3％から 5.3％に､『外部調達番組』が 3.9％
から 13.2％に､『ೋ次加޻番組』は 0.0％から 3.9％に､ 全ての番組で増加した。

本年度は特に「自主制作番組」「外部調達番組」において､「現状維持」が大幅に減る一
方､「自主制作番組」で「増やす予定」が増加､「外部調達番組」では「減らす予定」が増
加する傾向が見られ､ オリジナル番組を重視する傾向が見られる一方､ すべての番組にお
いて「減らす方向」の回答が増加する結果であった。
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今後の番組の増減傾向について､『自主制作番組』『外部調達番組（そのまま放送・配信）』
『ೋ次加޻番組（調達後､ ຋༁などの加޻を経たもの）』の項目ごとの増減傾向を前年度と
比較した。

ᶃ自ओ੍作番組の増減޲܏
『自主制作番組』は､ 前年同様に「現状維持」の回答が最も多かったが､ 前年の 75.3％か
ら 64.5％に大幅に減少した。一方で､「増やす方向」が前年の 23.4% から 30.3％に､「減ら
す方向」は前年の 1.3% から 5.3% に増加した。全体としては､ 本年度では昨年同様､ 現状
維持を示す結果となった。

�. 今後の番組の増減動޲（಺༁）

増やす方向
23.4％

現状維持
75.3％

減らす方向1.3％

N=77

増やす方向
30.3％

現状維持
64.5％

減らす方向5.3％

N=76

図表 74　自主制作番組の増減動向
2024年度調査2025 年度調査

『外部調達番組（そのまま放送・配信）』は､ 前年同様に「現状維持」の回答が最も多かっ
たが､ 前年の 87.0％から 75.0％に大幅に減少した。一方で､「増やす方向」は前年の 9.1%
から 11.8% に､「減らす方向」は前年の 3.9% から 13.2% と大幅に増加した。全体としては

増やす
方向
9.1％

現状維持
87.0％

減らす方向3.9％

N=77

増やす
方向
11.8％

現状維持
75.0％

減らす方向
13.2％

N=76

図表 75　外部調達番組の増減動向

ᶄ外෦調達番組（ͦの··放送・配信）の増減޲܏

2024 年度調査2025 年度調査
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『ೋ次加޻番組（調達後､ ຋༁などの加޻を経たもの）』は「現状維持」は前年の 88.3%
とほぼ横ばいの 88.2％であったが。「増やす方向」は前年の 11.7% から 7.9％に減少し､ 前
年 0％であったほぼ横ばいであった「減らす方向」は 3.9％に増加した。全体としては､
本年度では昨年同様､ 現状維持を示す結果となった。

ᶅೋ࣍加工番組（調達後、຋༁ͳͲの加工Λ経ͨ΋の）の増減޲܏

増やす方向
11.7％

現状維持
88.3%

減らす方向0％

N=77

増やす
方向
7.9％

現状維持
88.2%

減らす方向3.9％

N=76

図表 76　二次加工番組の増減動向
2024年度調査2025 年度調査

､ 本年度では昨年同様､ 現状維持を示す結果となった。
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ᶃ編成のޮՌূݕと͠て、重視͠ている΋の
「ฤ成の効果検ূとして重視しているもの」に関し､ 最も重視しているものは「加入契約
数」が 27 件（35.5％）､「自ہの視聴率」が 17 件（22.4％）､「プラットフォームからのධ価」
が 11 件（14.5％）､「売上高」が 8件（10.5％）であった。一方､ 複数回答（3つまで）に
おいては､「加入契約数」が 50 件（65.8％）と最も多く､「自ہの視聴率」が 45 件（59.2％）
､「プラットフォームからのධ価」が 31 件（40.8％）､「他ہと比べた視聴率・占拠率」が
30 件（39.5％）であった。事業者がฤ成の効果検ূとして最も重視しているのは､ 直接的
な成果指標（加入契約数や視聴率）であることがわかる。また､ プラットフォームからの
ධ価や他ہとの比較も重視されており､ 競争環境やパートナーシップに対する関心の高さ
がうかがえる。

�. チャンネル編成について

図表 77　編成の効果検証として重視しているもの
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ᶄվ編Λࡍ͏ߦに重視͠ている΋の
「վฤを行う際に重視しているもの」に関し､最も重視しているものは「自社内の分析デー
タ」が 41 件（53.9％）と最も多く､ 続いて「コンテンツ調達の౎合」が 8件（10.5％）で
あった。一方､複数回答（3つまで）においては､「自社内の分析データ」が 61 件（80.3％）
と最も多く､「コンテンツ調達の౎合」が32件（42.1％）､「視聴者からの要望」が30件（39.4％）
､「有料 BS・CSہの動向」が 28 件（36.8％）､「プラットフォームからの要望」が 25 件（32.9％）
､と続いた。昨年と比較すると､重視している項目や項目ごとの比率は֓ね同ఔ度であった。
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図表 78　改編を行う際に重視しているもの

ᶅΦリδφル番組の੍作の༗ແについて
『オリジナル番組制作の有無』について､「制作している」との回答が 82.9％となった。
昨年と比較すると､ 約 1.1％増加した結果となった。

図表 79　オリジナル番組制作の有無

制作していない
17.1％

制作している
82.9％

N=76

ᶆΦリδφル番組の੍作の目తについて
「オリジナル番組制作の目的」について､「独自性・ઐ໳性の開発のため」が 56 件（88.9％）
､「チャンネルの認知向上､ 加入促進」が 47 件（74.6％）､「番組販売・配信展開など新規
収益事業૑出のため」が 34 件（54.0％）と続いた。昨年の調査と比較すると､「チャンネ
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図表 80　オリジナル番組制作の目的

0 10 20 30 40 50 60 70
（件／回答が占める割合）N=63（複数回答あり）

（件）

56

6

47

31

34

24

独自性・専門性の開発のため

購入番組よりも費用対効果が高い

チャンネルの認知向上、加入促進

視聴者のニーズが高い

編成コンセプト上の必要性

その他

（88.9％）

（9.5％）

（74.6％）

（49.2％）

（54.0％）

0（0％）

（38.1％）

番組販売・配信展開など
新規収益事業創出のため

ルの認知向上､ 加入促進」は 4.8 ポイント増加した。このことから､ 独自性・ઐ໳性の開
発に加え､ チャンネルの認知向上に重きを置く事業者が増加していることがうかがえる一
方､ オリジナル番組展開による新規収益事業の確立は､ 引き続き容қではない状況にある
と考えられる。

ᶇΦリδφル番組੍作における課題
『オリジナル番組制作における課題』について､「番組制作コストの೧出」52 件（前年比
＋ 11.1％）､「投下費用の回収」41 件（前年比＋ 4.8％）､「制作スタッフの不଍」21 件（前
年比＋ 1.6％）､「関係先（制作会社､ 芸能事務ॴなど）とのコネクション」13 件（前年比
＋ 9.5％）､「制作ϊウϋウの不଍」10 件（前年比＋ 8.0％）､「特に課題はない」3件（前年
比－ 7.9％）と続いた。順位は昨年とほぼ変わらないが､「特に課題はない」は減り､「番
組制作コストの೧出」は 71.4％から 82.5% と上がる結果となった。
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図表 81　オリジナル番組制作の課題
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（件／回答が占める割合）N=63（複数回答あり）

特に課題はない

制作ノウハウの不足

制作スタッフの不足

番組制作コストの捻出

投下費用の回収

その他

（件）
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ᶈ「ϊ΢ϋ΢」「スタッフ」ෆ଍のղܾํ๏について
『「ϊウϋウ」「スタッフ」不଍の解決方法』について､「制作経ݧ者の社外からのটᡈ」
「同業他社との連携」は昨年と同様の結果となった。一方､「スタッフの長期的な育成」が
72.0％から 84.0% に､「制作会社の活用」が 56.0％から 80.0％に､「業界全体での人ࡐの育成」
が 8.0％から 20.0％に上がったことからオリジナル番組制作においては､ 外部の連携に頼
りつつも､ 業界全体での人ࡐの育成も同時に必要としていることが考えられる。

0 10 20 30
（件／回答が占める割合）N=25（複数回答あり）

制作経験者の社外からの招聘

スタッフの長期的な育成
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図表 82　オリジナル番組制作の課題・スキル
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ᶉ「੍作コスト」೧出のղܾํ๏について
『「制作コスト」೧出の解決方法』については､「スカパー､ CATVہ等との連携」（前
年比－ 11.5％）が最も高く､「同業他社への連携」（前年比－ 15.0％）「ローコストでの制
作ϊウϋウ開発」（前年比－ 10.3％）等､「広告スポンサーへのセールス強化」（前年比＋
18.0％）と「上記 3つ以外の提携先の開拓」（前年比ɹ＋ 8.6％）をআく項目で前年度より
下がる結果となった。

図表 83　オリジナル番組制作の課題・コスト
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（件／回答が占める割合）N=52（複数回答あり）

スカパー!、CATV局等との連携

同業他社との連携

広告スポンサーへのセールス強化

上記の3つ以外の提携先の開拓

ローコストでの制作ノウハウ開発
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31（59.6％）
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（30.8％）

（51.9％）
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2（3.8％）

ᶊ「౤Լ費用」ճ収のղܾํ๏について
『「投下費用」回収の解決方法』について､「番組のビデオパッケージ化」（前年比＋ 1.4％）、
「マルチデバイスなどでの配信先の拡大」（前年比＋ 6.6％）､「地方ہや映像配信事業者等
への番組販売」（前年比＋ 19.6％）が上がり､「思い当たるものがない」（前年比－ 5.6％）
のみが下མする結果となった。昨年の状況からは一సし､ 回収に関しても活࿏が見出せて
いることがうかがえた。

図表 84　オリジナル番組制作の課題・費用回収

0 20 40
（件／回答が占める割合）N=41（複数回答あり）

番組のビデオパッケージ化

その他

思い当たるものはない

（件）

地方局や映像配信事業者等
への番組販売

マルチデバイスなどでの
配信先の拡大 34

2

（82.9％）

35（85.4％）

（4.9％）

6（14.6％）

1（2.4％）
その他の回答
• 番組のイベント化
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「コンテンツ調達の現状について」の意見を記入式でたずねたところ､ OTTとのコンテ
ンツ購入・制作における競合､ それに伴うコンテンツの高ಅ､ 視聴流出をةዧする声が目
立った。また､ 課題としては､ ターゲットの限定化､ 競合との差別化､ 独自オリジナル番
組強化､ 制作､ 調達予算の資金面等が挙げられた。

�. コンテンツ調達の現状について

• 新作が配信に顧客を取られて全く新規顧客獲得につながらない中、配信されていない作品の発掘が
課題である
• ベーシックパック商品のお客様ニーズに応えることを意識している
• 視聴ニーズにあったコンテンツ提供、調達コストの低減
• 調達面では世界展開している配信サービスの影響で厳しい状況が続いているため、LIVE 中継を増
やし独自性を出しています
• 年間を通してあらゆるスポーツジャンルの中継とオリジナル制作番組をあわせて視聴者満足の向上
を意識している。また他局との差別化や新しいビジネスの創出についても意識している
• 国内作品はあらゆる PFで視聴可能な作品が多く、差別化が難しい状況。差別化を図るための海外
作品についても、購入費の高騰に加え、配信PFでの先行展開、無料BSでのウインドウ前倒しなど、
CS放送への影響があり、加入獲得に影響が出ている
• 現在の日本における洋画ジャンルの下降トレンドの中にあっても、依然として放送局や配信事業者
とのコンテンツ獲得競争による権料の高騰があり、そちらにどう対応していくかが課題
• 経済ニュースや経済トピックを伝える動画配信が増えるなかで、日経のメディアとしてスピー
ディーかつ的確な情報を視聴者に届ける唯一無二のチャンネルになることを、これからも目標に掲
げていく
• 他チャンネルとのコンテンツの明確な差別化及び、時事や歴史的に重要なタイミングと合わ編成の
実施など、タイムリーなコンテンツ展開を実施することを意識している　時間帯による異なる視聴
者層に対して適切な編成を組みたいが、分析するためのデータが不十分であることが大きな問題　
• 「新規視聴者の開拓」と「視聴率」の両面で実績の残せるコンテンツの編成を目指しているが、両
方を兼ね備えるコンテンツは少なのが現状。両面でパフォーマンスを発揮できるコンテンツ制作お
よび調達が課題である（同 1件）
• 洋楽、邦楽、K-POPをバランス良く編成し、MTVならではのグローバルな視点での番組展開を目
指しています。Z世代開拓へ向けた新 IP の制作が課題です
• チャンネルブランドの強化およびリーチの拡大を目指す
• 競合他社（チャンネル／DTH）の台頭により、コンテンツ調達費が高騰している。制作費が削減
されているため、コンテンツ調達が難しくなってきている
• チャンネルブランドの強化およびリーチの拡大を目指す
• 韓国ドラマの新作がOTTサービスに流れていることから、その対策としてライト層にも興味を持っ
ていただけるコンテンツ調達を目指す
• ファミリー層が安心して楽しめるコンテンツ調達を目指す
• チャンネルブランドの強化およびリーチの拡大を目指す
• メジャー作品の獲得をメインに、日本では放送されていない各国の作品獲得を目指す
• チャンネルブランドの強化およびリーチの拡大を目指す
• 男性視聴者が好むジャンルに特化した番組を調達（オリジナル番組を製作）しています。超人気V
シネ『日本統一』シリーズの新作を必ず TV初放送しています。ほかにも地上波では観ることので
きない任侠作品や昔の人気作、有名女優出演のセクシーVシネ、フレッシュなアイドルが出演する
グラビアイメージなど「Vパラにチャンネルを合わせておけば、24時間いつでも好きなジャンル
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の番組を観ることができる」と思ってもらえるような編成にすることが弊社の編成戦略となります
• 原価圧縮 ･オリジナル制作
• コンテンツ価格の高騰により、限られた資源の中でバランスを取ることが課題となっている。オリ
ジナリティを重視した編成を心がけている
• 放送と配信で異なるユーザーニーズが継続しており、限られた原資の中で両者のバランスを取るこ
とが引き続き課題となっている
• 市況にあわせたコンテンツ調達費の削減
• 子供向けのウェイトが大きいが、子どもが放送を見ないため、大人に向けた編成に重みを増すつも
りです
• 視聴者の年代に相応しいライブラリーコンテンツを重層的に整備する
• 円安で権料が増え、また、日本語版制作費が増えている中、サブ数減少に伴い視聴料収入が減少し
ているため作品の調達が厳しくなっている（同 1件）
• 視聴者やプラットフォームからの期待に応え、メジャースタジオ作品だけでなく、豊富なバリエー
ションでセレクトの質を高く保つこと
• 編成内容による配信競合他社との差別化を図りたい
• 調達費用高騰競争に編成予算が圧迫されている
• 衛星放送のアクセスの不便さは致命的。スマホ対応でスムーズに視聴できる環境整備が急務
• 生中継物が多いのでそこを編成の柱にあとは収録モノや再放送などでカバーしていく方向

『配信とฤ成の一க』については､「配信していないし､ 配信する予定もない」が 41.6％
から 46.1％へと上昇し､ 年と同様にڈ 1位を維持した。「放送の完全サイマル」（前年比－
1.1％）､「放送の部分サイマル」（前年比－ 3.6％）は低下したが､「別ฤ成でチャンネルも別」
（前年比＋ 0.2％）はわずかに上昇し､ IP リニア配信への関心に少し変化がうかがえる結
果となった。

ᶃ IP リニア配信と編成のҰக

図表 85　IP リニア配信と編成の一致
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96

ᶞ . ฤ੒ͱίϯςϯπについて

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3 月

ᶄ IP リニア配信࣮ࢪのཧ༝
『IP リニア配信を実施している理由』は､「視聴者の利ศ性」が 25 件と最も多く､「権利
面での処理ができた」が 22 件､「売上・収益面で期待できる」24 件とซせ､ 多くの回答
が集まった。「コスト面で見合った」が増加､「プラットフォームに対する配慮」､「放送へ
の༠ಋを期待」が減少した。
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N=41（複数回答あり）
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図表 86　IP リニア配信実施の理由

「その他」の回答
• 自社コンテンツの利活用

（件）
N=35（複数回答あり）
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図表 87　IP リニア配信を予定していない理由

「その他」の回答
• NA
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ᶅ IP リニア配信Λ予ఆ͠ていͳいཧ༝
『IP リニア配信を予定していない理由』は「コスト面が見合わない」が前回の 19 件より
も 1件増え 4年連続トップとなり､ 次いで「売上・収益面で期待できない」「権利面の処
理ができない」が同じく 19 件回答が集まり､ どͪらもそれぞれ前回より増加する結果と
なった。一方､「組৫・人手の手当てができない」「放送を優先している」がそれぞれ 2件
ずつ前回より増加し､ コスト面や売上・収益面が厳しい現状は変わらず､ なかなか配信に
踏み切れない様ࢠがಡみ取れる。

ᶆ動画配信サービスについての編成戦略や意見・課題
「OTTサービスについて」の意見を記入式でたずねたところ､ 自社コンテンツやฤ成の
独自性に加え､ オリジナルコンテンツのブランド化やここでしか見れないコンテンツで
OTTサービスとの差別化を図るとする回答が多く見られた。OTTサービスについては､
競合ではなく共存することで､ 幅広い視聴層へのリーチ､ チャンネル認知､ コンテンツ接
触ػ会・新たな付加価値の૑出といった可能性に期待する傾向がうかがえる。

• 配信不可の作品をなるべく多く放送し、差別化を図っている
• オリジナル番組でOTTとの差別化を考えているが資本力がOTT側の方があり、逆に差別化されて
いる感がある
• チャンネルとしては「放送」サービスを楽しむお客様のニーズに応えることを重視している。コン
テンツを届けるディストリビューターとしては「配信」サービスも積極的に活用していく
• 親会社が日本における競合先（OTTプラットフォーム）に配信権を販売しているため、弊社に配信
権が来ないケースが増えており、OTTに対してはかなりの危機感を抱いている。ついては、放送と
配信は権利として１つに集約され、あくまで放送権に付帯する権利として配信権があるという立て
付けにしてほしいと考える
• 有料放送局 /OTT とも独自性のあるところが最終的に残ると考えていますが、その前に放送自体を
撤退する事業者があまりに増えるようだと単独で戦えない有料局は厳しくなりそうです
• 自主放送と配信の連動。他社動画配信サービスとの差別化を図っている
• OTT サービスの利用が少ない高齢者がメインターゲットではあるが、コンテンツの囲い込みによる
弊害がある
• OTT サービスで配信されていないコンテンツを少しでも獲得していくための方法として、OTTサー
ビスがあまり得意としていない「懐かし系番組」「吹替え版」にも着目していく
• 弊社の場合は、ライブ配信を行っているOTT サービスへも番組を提供しており、弊社のコンテン
ツに触れる機会が増えることから、OTTサービスに対して対抗するような戦略は取っていません
• OTTサービスとの共存によるコンテンツやチャンネルブランドの認知度アップとそれによる視聴者
の取り組みを実施している。テレビと配信の視聴者層は大きく異なるためそれぞれの強みを最大限
に活かしていくことが重要だと考える
• ドラマやアニメなどは、複数のＯＴＴサービスで視聴可能なため、差別化するには「録画できるメ
リット」というのもあるが、長年に渡って放送を続けている唯一無二の自社オリジナルコンテンツ
をブランド化し、成長させることも一つと考える。例えば、「プロ野球ニュース」や「ゲームセン
ターＣＸ」。また、デジタルに疎い年齢層高めの方や、苦手な方に寄り添ったコンテンツ選びや制作・
編成も念頭に置いている
• スポーツ中継や音楽ライブも、複数のＯＴＴサービスで視聴可能となってきているため、差別化で
きるポイントとしては「録画できるメリット」というのもあるが、長年に渡って放送を続けている
唯一無二の自社独占コンテンツをブランド化し、成長させることも一つと考える。例えば、「Ｆ１
グランプリ」や「フォーク村」など。また、デジタルに疎い年齢層高めの方や、苦手な方に寄り添っ
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たコンテンツ選びや制作・編成も念頭に置いている
• パラマウント＋というOTTサービスをパラマウントで展開しておりMTV作品も提供していますが、
チャンネルでしか見られない作品、オリジナルコンテンツで差別化を図っています
• ザッピングで目を引くタイトルを取り入れることで、ライト層の視聴者にも楽しんで頂ける編成を目指す
• OTT と差別化を図る一方で、場合によってはOTTと協力することも必要と考えています
• コンテンツを提供するという意味では、OTTには資本面やコンテンツ力では勝てないと思います。
現在のターゲットである TV視聴者を大事にしながら、OTTサービスとは違う新たな付加価値を提
供していくことが重要だと考えます。CSチャンネルが共同資本で新たな付加価値サービス（独居
老人や高齢者向けサービスなど）に参入するなど
• OTTサービスでのライブコンテンツ配信が年々増加している。通信障害／環境の不安定さと比較す
ると放送の安定感や録画可能など、まだまだ放送に有利な点は多いので、ハイブリッドでの共存共
栄に持ち込みたい
• 自社ＯＴＴを運営しているため特にナシ。他のＯＴＴ事業者についてはアライアンスのパートナー
と捉えている
• ここでしか見れない魅力的なコンテンツを制作し、ライト層にも響くコンテンツの調達を心がけ、
バランスの取れた編成を目指す
• ザッピングで目を引くタイトルを取り入れることで、ライト層の視聴者にも楽しんで頂ける編成を
目指す（同 4件）
• 戦略は「Vパラダイスでしか観れないオリジナル番組」を数多く制作し、視聴者に届けることです。
Vシネが好きな男性視聴者との親和性の高いパチンコ、麻雀、ボートレースに加えて、格闘技や音
楽番組、グラビアイメージ、セクシーバラエティなど、幅広いジャンルのコンテンツを自社制作し、
「ここでしか観れない」を増やし続けています。
• 自社のオリジナリティを発揮できる編成を意識している。自社コンテンツの価値を高めるとともに、
魅力ある番組の発信や見せ方にも工夫している
• OTT サービスの台頭による多様な視聴環境の中で、自社ならではの個性や強みを生かした編成を重
視している。オリジナルコンテンツの価値向上を図るとともに、優れたコンテンツが埋もれないよ
う訴求力のある展開を心がけている
• オリジナルコンテンツの開発
• 対抗できる術を思いつかないです
• 動画配信サービスのフロントには出てこないライブラリーコンテンツを重点的に編成する
• 大手 OTTにはない作品で質の高いものをセレクトする
• 大手 OTTにはない、あってもレンタル。という作品で質の高いものをセレクトする
• メジャー作品のヒットタイトルであっても、大手OTT でレンタルとなっていたり、配信が期間終
了しているものがある状況を注視しつつ作品を調達する
• 配信プラットフォームとの競争激化により、放送の優位は失われつつある。そのため、リニア配信
等を行いたい考えはあるが、著作権料負担が重くなるため容易に手が出せない状況である
• 自社制作番組やライブ放送に関しては、できるだけ配信権を獲得し、視聴者の利便性向上を心掛ける
• OTT がやらないものをやる。独自の手をかける。一緒にやる
• 「OTT には真似できないライブ感と熱狂、そしてコミュニティ性」を最大限に活用することに集約
されます。OTTサービスの「観たいときに観られる（オンデマンド）」という利便性とは異なる、「そ
の瞬間にしか得られない価値」を提供することが重要
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増えた
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51.3％

N=76

図表 88　純広告費の昨年度比

ᶟ � ͍ͯͭʹಈ׆ഔମϚʔέςΟϯάߘग़ࠂ޿

ᶃ各媒体の純広告費の増減（ࡢ೥౓ର比）
各媒体の純広告費について昨年度比での増減および今後の予定について訊ねた。「増え
た」との回答は昨年度の 9.1％から 9.2％となり同水準､「減った」との回答は 44.2％から
39.5％となり約 5％の減少となった。また､「変わらない」と回答した事業者は 46.8％から
51.3％に増加した。昨年度と「変わらない」と言う回答が約半数を占めたものの､ 全体と
して「減った」と回答した事業者が減少する結果となった。

ᶄ各媒体の純広告費について（今後の予ఆ）
今後の広告費の見通しについては､「増やす」との回答の合計は昨年度の 13.0％から
11.8％となり約 1％の減少､「減らす」との回答の合計は昨年度の 27.3％から 26.3％となり

N=76

現状維持
61.8％

積極的に増やす2.6％
積極的に減らす6.6％ やや増やす9.2％

やや減らす
19.7％

図表 89　純広告費の今後の予定
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約 2％減少した。「現状維持」との回答は昨年度の 59.7％から 61.8％となり約 2％の増加と
なった。純広告費については現状維持の事業者が 6割を占め､ 純広告費を増やす事業者は
減少し､減らす事業者は増加した。今後の計画については各社で方針が分かれる結果となっ
た。

ᶠ � ϚʔέςΟϯάɾએ఻ൢଅઓུ

ᶃ視聴者への重視項目
重視項目として最も多く回答されたのが「パブリシティ」次いで「自社メディア運営」「広
告宣伝」の順となった。昨年度比較で今年は「パブリシティ」が「自社メディア運営」「広
告宣伝」の順位を上回る結果となった。「パブリシティ」は昨年度の 52.4％から 63.4％と
なり増加､「自社メディア運営」は昨年度の 57.3％から変動なし。「広告宣伝」は昨年度の
64.6％から 51.2％と約 13％と大幅に減少した。「イベント」については､ 昨年度の 34.1％
から 35.4％となり約 1％の微増､「販促キャンペーン」は昨年度の 34.1％から 39.0％とな
り約 5％増加した。「パブリシティ」「自社メディア運営」「イベント」を活用したマーケティ
ング・宣伝販促を重視する傾向がうかがえる。

0 20 40 60
（件／回答が占める割合）N=82（複数回答あり）
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広告宣伝
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（件）
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（63.4％）

42（51.2％）

（39.0％）

（35.4％）

（57.3％）

1

（11.0％）

（1.2％）

6（7.3％）

図表 90　重視するマーケティングツール

その他の回答
• SNS

ᶄ視聴者への重視媒体について
昨年度同様に「WEB」と「SNS」に回答が集中した。重視媒体の上位「WEB」「SNS」
に大きな変化は見られず､ 他のすべての項目は昨年度と同じ割合となった。
回答数については「TV」「興行場」「DM／チラシ」が減少し､「新聞」「雑誌」が微増
した。今年度の調査では「WEB」「SNS」の活用を中心に､「TV」「雑誌」をマーケティ
ング・宣伝販促戦略に活用する動きがみられた。
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ᶅະܖ約者との઀৮ස౓Λ増やす͏͑Ͱの課題
「未契約者（未視聴者）との接触頻度を増やすうえでの課題」について､ 自由記述で尋ね
た。未契約者（未加入者）にリーチする方法に課題があると考える意見には､ ターゲット
の定め方から PRの手法やコストパフォーマンスなど､ 様々な視点からの回答が寄せられ
た。加入候補者や潜在的テレビ視聴者が接触する媒体・情報が多様化していることに伴い
､ それに見合うマーケティング予算や割くリソースの問題への指摘もあった。また､ 視聴
環境を整える必要があることや､ 加入手続きの煩雑さが加入障壁であるという声は引き続
き上がっている。
具体的な回答内容を以下に記す。

• 加入する可能性のある未契約者が接触する媒体の選別とコストが見合うかが課題
• スカパーの開放日やCATVの多チャンネルキャンペーンでの協力で未契約者への接触のみで、それ以外が
無い状況
• 衛星放送受信可能な世帯と接触することが難しくなっている
• 視聴者と直接触れ合える機会が少ない
• 競合他社との差別化と価格差
• 弊社が運営している他チャンネルとのすみ分け
• 4K チャンネルの認知
• コンテンツごとの潜在視聴者の属性を的確に捉えること、並びに加入方法の理解促進を図ることが大きな
課題です
• ターゲット視聴者の絞り込みおよび告知メディア、メニューの選定から、加入時のフロー理解をいかに促
進できるかが課題です
• ターゲットの接触媒体の多様化、および高年齢化への対応（WEB・SNSと合わせて新聞などの広告も併
用し効果測定）
• 地上波やOTTと比べ、CS放送は認知度の低さ、マーケティング予算の不足、視聴方法や加入手続きの煩
雑さが課題である

0 20 40 60 80
（件／回答が占める割合）N=82（複数回答あり）

TV

ラジオ

新聞

雑誌

WEB

SNS

興行場

DM/チラシ

その他

特にない

（件）

18

15

11

70

7

（30.5％）

1（0％）

（8.5％）

（12.2％）

（90.2％）

68（87.8％）

12

（20.7％）

（31.7％）

1（1.2％）

3（2.4％）

図表 91　重視している媒体

その他の回答
• 対面販売
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ᶆޮՌ測ఆͰの重要項目
「加入獲得件数」が､『重視していること』も『最重要と考えていること』も共に 86.6%
と 62.2% で､ 昨年度より引き続き重要視項目である傾向は続いている。変化があったのは
「視聴率」の『最重要と考えていること』で､ 昨年の 17.1% から 22.0% への 4.9p アップし
た。また､特徴的な変化があったのは「その他」で､昨年度は『重視していること』と『最
重要と考えていること』がそれぞれ４件と２件で３回答（視聴者アンケート／購入客数／
商品購入頻度や新規顧客数）だったが､ 今年度はそれぞれ 7件と 4件にアップし､“自社

• 大会自体の盛り上がりに大きく左右される
• チャンネル認知度
• リーチ拡大
• ・ターゲティング精度
• CS 放送加入のハードルの高さ
• Instagram、TikTok など SNSの活用（同 1件）
• F1 層向けのマーケティング戦略強化（同 1件）
• 動物好きが多くてもCSチャンネルの契約に結びつかない。 PF加入（CS契約）の手続きが面倒で、加
入障壁が高いまま改善されない 接触手段が限られており、未契約者にリーチしづらい
• 視聴者層の高年齢化と、新規層の開拓
• 企画ごとにターゲットを絞り、施策を分けて展開すること
• チャンネルターゲット層の行動パターンや特性に合った認知拡大方法の模索
• 視聴者予備群の存在するターゲティンググループの見極め。 安価かつ有効的なPRツールの研究
• コストパフォーマンス
• 既存の出稿媒体では接触頻度などの効果が減りつつあること
• 未契約者との接触機会や訴求手段が限られており、効果的な露出機会や導線設計、接触経路の多様化が今
後さらに強化すべき課題です
• コストを抑えながらチャンネルおよび番組の認知を高めることが課題となっている
• アダルトジャンルの為、宣伝が出来ない
• SNS以外に効果的なリーチ手法がまだ十分に見出せていない。イベントは直接的な接点を持てる有効な手
段ではあるが、コストやリソースの面で負担が大きいことが課題となっている
• 加入方法（チャンネルで直接加入手続きができない）
• 子どもが有料放送を見る環境になく、その動機付けも厳しい
• そもそも未契約者があえて有料放送へ接触する必要性が高くない中、課題も顕在化できていない
• オウンドメディアの価値向上（同 1件）
• 興味喚起からアクションへつなげること
• ターゲット（興味層、ライト視聴層）の絞り込み
• 視聴環境を整えるまでのハードル
• チャンネルの認知度
• 配信プラットフォームとの差別化
• SNS戦略、Web 戦略が遅れている
• 地上波のチャンネルと異なり、未契約者は日常的にテレビでコンテンツに触れる機会が基本的にありません。
未契約者への接触は、地上波のような大規模な広告宣伝費を投じることが難しく、テレビではなくインター
ネット（Web、SNS、YouTube）や、紙媒体、イベントなど、外部のプラットフォームに頼らざるを得ず、リー
チ手段が間接的になる、権利の問題もあり十分なPRが展開することが難しいというのが課題
• 有料チャンネルと認識された時点でコンバージョンが減ること
• SNSアカウントの運営、情報の拡散
• 幅広い世代が楽しめる番組作り
• ザッピング以外での視聴者数拡大
• チャンネルポジション故の認知度の低さ
• チャンネル認知度
• 認知を広げるためのプロモーション・PR施策の多様化と、予算配分の複雑化
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SNS の登録ユーザー数”や“継続率※解約防止”等､ 昨年にはない回答が寄せられた。
一方でダウン傾向にあったのは『自社HPへのアクセス数（対昨年 9.8p ダウン）』『自
社 SNS へのエンゲージメント率（対昨年 13.5p ダウン）』『SNS での反応（対昨年 18.3p
ダウン）』と､ WEB・SNS 関連の項目に集中していた。
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図表 92　マーケティングの効果測定

その他の回答
• 自社 SNSの登録ユーザー数
• 継続率　※解約防止
• 視聴者アンケート
• 顧客数
• 通販売上
• コンバージョン数

ᶇ視聴者の意見Λ൓映するҝのऔΓ組Έ
『取り組んでいること』の上位は､ 1 位「SNS 等との連携」67 件､ 2 位「プラットフォー
ムとの連携」49 件､ 3 位「視聴者プロフィールの把握」48 件､ 4 位「同ジャンル（潜在）
視聴者についてのマーケティング」44 件。ただし 1位の「SNS 等との連携」以外は､ 昨
年より件数がダウンした。「SNS 等との連携」は､『取り組んでいること』の件数は横ば
いながら､『最重要と考えていること』が昨年より＋ 10 件で重視される傾向が強まってい
る。一方､ 多くの項目で「取り組んでいること」の件数が昨年よりダウン。特に『コール
センターの拡充』が－ 10 件､『他媒体との連携』が－ 11 件と大きく件数を下げた。
これらの結果から､「視聴者の意見との接点」が SNSに集中する傾向が強くなっている
と考えられる。
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ᶈιーγャルϝσィアの活用について
本年度の特徴的事象は､ YouTube に対する「今後も注力」意向が急伸し､ X（旧
Twitter）を抜いてトップに立ったことである。前年の「今後も注力」は 54.9% なので一
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（％）
N=82 対応済み 今後も注力 対応済み 現状で十分 未対応 対応予定 未対応 対応予定なし
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図表 94　活用しているソーシャルメディア

その他の回答
• メルマガ
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図表 93　視聴者意見の反映体制への取り組み

その他の回答
• リクエストフォーム
• 公式 HPのWeb 問い合わせ
• QR コード活用、アンケート実施
• 利用者アンケート
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挙に 18.3pt も増加。昨年「現状で十分」と回答していた層の多くが「注力」に変わった（「現
状で十分」から「対応予定なし」への移行は 3.6pt）。チャンネルおよび番組視聴につなげ
る興味喚起にしっかりと映像を見せるという意識が高くなっていることがうかがえる結果
となった。

ᶉ各ιーγャルϝσィアの活用目త
全体的に昨年よりも各目的への回答件数は減少。その中でも､ チャンネルが各年齢層に

期待する動きに沿ったソーシャルメディアの活用､「ファンの育成」はFacebookと X（旧
Twitter）､「新規層の獲得」はLINEと Instagramなど､ の状況が見えている。依然として
各ソーシャルメディア活用目的の件数トップは､「チャンネル認知の拡大」にあるため、ど
んな情報をどの層にどのメディアを使って当てるかという取捨選択が大事になっている。

図表 95　ソーシャルメディア活用の目的
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図表 96　マーケティング担当者の抱えている課題

ᶊマーケティング୲౰者の๊͑ている課題
担当者が抱える課題はより多く､ 複雑化していて 10 項目中 8つで数値が昨年を上回っ
た。下回った 2つは､ 昨年は課題の 2番手だった「若年層への認知拡大・アプローチ」と
「プラットフォームとの連携強化」。昨年から大きくポイントを伸ばしたのは､「多チャン
ネル視聴者の高齢化」と「各種 SNS におけるプロモーションの効果測定」で､ それぞれ
13.4pt､ 15.9pt。
限られたマーケティング予算､ 展開するメディア利用者層と多チャンネルの主視聴者層
とのギャップへの対応が課題感として大きくなっている。

0 20 40 60 80
（件／回答が占める割合）N=82（複数回答あり）

新規加入獲得

多チャンネル視聴者の高齢化

視聴者属性の把握

若年層への認知拡大・アプローチ

多様化する媒体への対応

プラットフォームとの連携強化

マーケテイング予算の確保

自社メディアの活用

その他

特にない

（件）

多様化する映像サービスへの
マーケティング対応

各種SNSにおける
プロモーションの効果測定

71

46

41

19

（86.6％）

45（54.9％）

（56.1％）

（50.0％）

44（53.7％）

41（50.0％）

34

（23.2％）

（41.5％）

46（56.1％）

26（31.7％）

（1.2％）1

（0％）0

その他の回答
• 広告宣伝費の減少
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ᶋ今後のマーケティング活動に求められること
昨年度から上昇 pt が高いものは､ ①ソーシャルメディアなど新しいメディアの積極的な

活用＋18.3pt ②放送のみに頼らない新規ビジネス開発＋13.2pt ③ターゲットを絞ったマー
ケティング＋9.8pt ④視聴者とのコミュニケーション強化（イベント､SNSの活用等）＋ 8.5pt
⑤自社メディア（ウェブサイト､ スマホサイト､ アプリ等）の（より一層の）活用＋ 6.1pt。
下がったのは､ ①プラットフォームとの連携強化－ 4.9pt ②チャンネルをまたいだ横断的な
プロモーション－ 4.8pt。マーケティング活動の最大目標が「視聴者層拡大」であることに
変化はないものの､ その「拡大」ターゲットの定義に変化が見える結果となった。

図表 97　今後のマーケティング活動に求められること

（件／回答が占める割合）N=82（複数回答あり）
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‡ � Ճೖऀ਺ͷ༧ଌ
�. 今後重視するプラットフォームの順位（全体）

図表 98　今後重視するプラットフォームの順位（全体）
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この質問では各チャンネルのマネジメントあるいは経営企画業務者など､ ビジネス全体
を理解している担当者に､「1. スカパー！プレミアム（124 ／ 128 度）」､「2. スカパー！（110
度）」､「3. スカパー！プレミアム光」､「4.CATV」､「5.IPTV」､「6.OTTプラットフォーム」
の計 6プラットフォームについて､ 経営視点からの優先順位に基づいて 1〜 6位を選択い
ただき､ さらに 1位を選んだプラットフォームについては､ その理由を自由記述式回答し
てもらった。

ᶃ全体
「1位」と回答されたプラットフォームの割合を見ていくと､ 最も多く挙げられているも
のは､ CATVの 31 件（40.8％）､ 2 番目は､ スカパー！（110 度）が 24 件（31.6％）､ 3 番
目は OTTプラットフォームで 17 件（22.4％）､ 以下スカパー！（124 ／ 128 度）が 3 件
（3.9％）､ IPTVが 1 件（1.3％）､ スカパー！プレミアム光が 0件となった。前回調査時比
べ､ CATVが上がった一方､ スカパー！（110 度）､ スカパー！（124 ／ 128 度）､ IPTV
は下がる結果となった。OTTプラットフォームとスカパー！プレミアム光は変わらない
結果となった。
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図表 99　経年比較
0 20 40 60 80 100（％）
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2023

2024

2025

2023

2024

2025

2023

2024

2025

2023

2024

2025
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2025

スカパー！
（110度）

スカパー！
プレミアム
サービス光

CATV

IPTV

OTTプラット
フォーム

4位 5位 6位

ᶄスカパー！（��� ʗ ��� ౓）
スカパー！プレミアム（124 ／ 128 度）を最も重視するとした事業者は 3件（3.9％）に
留まり､昨年の5.2％から減少した。最多だったのは「3位」と回答した事業者で26件（34.2％）
であった。
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� 位ΛબΜͩཧ༝・
• チャンネルの事業収支に及ぼす影響が高いため
• 当社の主力事業である衛星基幹放送のため

• PFとしてチャンネルの事業収支に最も影響を
及ぼすため
• 売上順です

図表 101　「スカパー !（110 度）」の順位
���� ೥調ࠪ���� ೥調ࠪ

1位 35.1％

5位
5.2％

6位
13.0％

3位
7.8％

2位
31.2％

N=77

4位 7.8％

1位 31.6％

5位 2.6％ 6位
9.2％

3位
13.2％

2位
35.5％

N=76

4位
7.9％

ᶅスカパー！（��� ౓）
スカパー！（110 度）を最も重視するとした事業者は､ 24 件（31.6％）となり昨年度の
32.9％から減少した。2位までの回答を含めると全体の 67.1％を占め､ 多くの事業者が重
要視するプラットフォームであることが見て取れる。「1位」に選んだ理由としては､「加
入件数や視聴可能数など市場の大きさ」「事業収支への影響が大きい」「主力のプラット
フォーム」「伸びしろの大きさ」など､ これまでの実績や今後の収入面での期待の大きさ
が見られる結果となった。

� 位ΛબΜͩཧ༝ • NA

図表 100　「スカパー！（124/128 度）」の順位

1位
5.2％

5位
26.0％

3位
29.9％

6位 
15.6％

2位
9.1％

N=77

4位
14.3％

1位
3.9％

5位
22.4％ 3位

24.2％

6位 
14.5％

2位
9.2％

N=76

4位
15.8％

���� ೥調ࠪ���� ೥調ࠪ
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ᶆスカパー！プレϛアムサービスޫ
スカパー！プレミアムサービス光を最も重視するとした「1位」の回答は 0件となった。

「4位」以下とする回答が約 8割を超えた。

図表 102　「スカパー ! プレミアム光」の順位

3位
13.0％

5位
31.2％

6位
27.3％

2位
5.2％

N=77

1位 0％

4位
23.4％

3位
6.6％

5位
34.2％

6位
36.8％

2位
2.6％

N=76

1位 0％

4位
19.7％

���� ೥調ࠪ���� ೥調ࠪ

ᶇ CATV
CATVを最も重視するとした事業者は 31 件（40.8％）となり､ 昨年度の 35.1％から増
加した。2位までの回答を含めると約 77％となり､ 多くの事業者が重要視するプラット
フォームであることが見て取れる。「1位」に選んだ理由として「売上規模が大きい」「収
入の大部分を占めている」などのこれまでの実績の安定性が挙げられたほか､「他 PFに
比べ販促の余地がある」や「開拓の余地あり」といった意見も見られた。

• 現在、主力のプラットフォームである。今後も
急速に落ち込む事は無いと考えられる
• 現在の主力プラットフォームであり、当分は
主戦場となると思われる。その他のプラット
フォームは今後大きく変化していくと思われる
• 弊社の加入者において多数を占めている為
• クオーター毎のアロケーション変動で、大きな
収益を得られるチャンスがあるため
• 市場規模
• 市場規模
• コンテンツによる収入変動があること、今後
ケーブルテレビエリアでのFTTHを使ったパス
スルーの拡大の可能性

• 売り上げに占める割合が最も大きいため
• 売上に占める割合が最も大きいため
• 弊社で最大の売上があり、かつ、パックの加入
増やアロケの向上により伸長の可能性がある
• 依然として加入者が多く、プロモーションの効
果が他プラットフォームよりもあるため
• 多数の顧客を抱え生命線となるプラットフォー
ムだから
• 現在の収入源として重要なため
• 現在の収益源として重要なため
• 現在の収入源として重要なため
• スカパーの収入が多いため
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ᶈ IPTV
「4位」と選択した事業者の割合が最も多く 25 件（32.9％）。「1位」と「2位」の合算し
た割合は､ 昨年の 6.5％から今年は 2.6％までに減少した。

図表 104　「IPTV」の順位

2位 3.9％

3位
26.0％

1位 2.6％

6位
9.1％

5位
24.7％

N=77

4位
33.8％

2位 1.3％

3位
28.9％

1位 1.3％

6位
7.9％

5位
27.6％

N=76

4位
32.9％

���� ೥調ࠪ���� ೥調ࠪ

図表 103　「CATV」の順位

2位 41.6％

3位
7.8％ 1位 35.1％

5位
7.8％

6位
6.5％

N=77

4位
1.3％

2位 36.8％

3位
10.5％

1位 40.8％

5位
7.9％

6位
3.9％

N=76

4位
0％

���� ೥調ࠪ���� ೥調ࠪ

� 位ΛબΜͩཧ༝
• 弊社的には伸びしろがあるため
• 収益の割合順
• まだ、伸びしろがありそうなため
• 売上順
• 売上規模が最大のPF
• 売上実績が１番高いので
• 減少傾向だが、それでも加入者が一番多く収入
の大部分を占めているため

• 他PFに比べて販促の余地があるため
• 最も大きな売上規模のプラットフォームのため
（同5）
• 売上メインのCATVを重視、時点はまだ伸び
しろがあるOTT
• マーケットに開拓余地あり
• 収入規模と成長の可能性
• 現在の加入者状況による

� 位ΛબΜͩཧ༝ • NA
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ᶉ OTT プラットフォーム
最も重視するとした事業者は 17 件（22.4％）となり前回から 0.3％増加した。更に「2
位の選択率は 11 件（14.5％）となり前回から 5.4％増加した。「1位」から「3位」までを
合算した割合は､ 昨年の 46.8％から今年は 43.5％となり､ 3.3％の減少となったものの､ 昨
年に引き続きOTTプラットフォームを重視する傾向が見て取れる。「1位」の選択理由と
しては「市場動向」「将来性が見込めるため」「放送収入減をカバーするため」など更なる
市場の将来性を期待した声が多い結果となった。

図表 105　「OTTプラットフォーム」の順位

2位 9.1％

3位
15.6％

1位
22.1％

5位
5.2％

6位
28.6％

N=77

4位
19.5％

2位
14.5％

3位
6.6％

1位
22.4％

5位
5.3％

6位
27.6％

N=76

4位
23.7％

���� ೥調ࠪ���� ೥調ࠪ

� 位ΛબΜͩཧ༝
• プラットフォームとして伸びている分野であるから
• スカパー関連売上の減少が止まらず、解決策も
現状ないため、WEB配信関連を重視
• 市場動向
• 将来性が見込めるため
• 配信市場へのリーチ
• 経済合理性の観点から
• 放送収入減をカバーすることをしっかり考えて
いかないといけないため
• 将来的に伸長が期待できるPFだから
• 加入者、売上の伸びしろがあると感じられるため

• 今後重要視するプラットフォームは、短期的には
IPTVとCATV（ケーブルテレビ）、中長期的な成
長の核としてはOTTプラットフォームであると
考えている。CATVとスカパー！で既存の安定収
益を維持しつつ、IPTVを主戦場として放送と配
信の融合（ハイブリッド）ができればよい。OTT
プラットフォームを将来の成長エンジンおよび新
規顧客の獲得窓口として位置づけるのが、最も現
実的であると考えてはいます
• 自社制作のオリジナルコンテンツの有効活用を
最重要課題としているため
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自社の経営課題について「各チャネル等との関係」を聞いた。各種放送サービスやプラッ
トフォーム､ 配信系映像サービス､ リアルなエンターテインメント､ SNS などについて､
各事業者がそれらをパートナーとして認識しているのか､ あるいは競合として捉えている
のか､ その意識を明らかにしていく。

図表 106　各チャネル等との関係

Ⅻ � ͍ͯͭʹӦ՝୊ܦ

�. 自社の経営課題
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リアルイベント

オンラインゲームなど
WEB上の娯楽

スマートフォン・
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21.1 22.4 30.3 23.7

1.3
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「最も重要なビジネスパートナー」では､ 昨年 1 位のスカパー！が昨年度比 10.1％増、
CATVも 8.8％増と大きく伸長し､ 上位の構成に変化が見られた。その他､ IPTV､ 有料
動画配信サービス､ オンラインゲームなどWEB上の娯楽なども昨年より割合を拡大して
いる。
「直接的な競合サービス」では有料動画配信サービスが 1位､ 無料動画配信サービスが 2
位と順位に変動はなく､ 例年通りの結果となった。
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�. IPTV

�. CATV
• 弊社的に伸びしろがある
• 放送事業を運営する上で利用しているPFのため
• 放送事業を行う上でのプラットフォーマーなので
• 当社収入の柱であるため
• 売上実績より
• メインの収入源である（同 1件）
• 番組を提供しているプラットフォームだから
• 収益構造
• 弊社は CATV かスカパー！いずれかの加入者に
よって維持している為
• 売上および成長率の最大カテゴリー
• 当社の売上の多くを占める業者であるから

• 主要な加入ルート
• 市場規模（同 1件）
• 収入源のため
• 有料放送の根幹であるため
• 売上構成比が高く、衛星放送と比べ収縮が少ない
• 収益の大部分を占めるため
• 視聴料収入が現状まだ最大の収入源であるため
• 売上 ･利益の源泉（同 1件）
• 売上規模の多いプラットフォームのため（同3件）
• 売上規模の多いプラットフォームのため。チャンネ
ルとして放送外以外の事業として重要視している
• 売上の 70%を占めるため

各チャネル等との関係（実数）
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1.IPTV 76 25 43 6 2 0

2.CATV 76 55 16 2 3 0

3. スカパー！ 76 56 19 1 0 0

4. 地上波 TV 76 3 14 42 16 1

5. 無料 BSTV 76 1 16 37 19 3

6. レンタルビデオ 76 0 1 60 12 3

7. 有料動画配信サービス 76 9 19 13 8 27

8. 無料動画配信サービス 76 2 16 17 23 18

9.スポーツ・ライブなどのリアルイベント 76 8 14 48 6 0
10. オンラインゲームなどWEB上の娯
楽（モバゲー、GREEなど） 76 0 2 61 13 0

11.スマートフォン・タブレットのアプリ 76 1 9 53 13 0

12.SNS 76 5 33 34 4 0

最も重要なパートナーと考えた理由について､ 自由回答形式で聞いた。市場規模や加入
ルートとしての重要性から､ 自社の収益の柱として「スカパー！」「CATV」「IPTV」な
どを最重要ととらえていることは､ 従来と同様の結果となった。

①最も重要なパートナー

• 市場規模
• 収入源のため
• 有料放送の根幹であるため
• 売上 ･利益の源泉（同 1件）
• 売上規模の多いプラットフォームのため（同3件）

• 有料放送ビジネスの根幹であるため
• 売上比率の多くを占める、あるいは伸びしろがあ
ると思われるため。
• 主要収益のPF、であるため
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�. スカパー！

�. ஍্೾ TV

�. ແྉ #4TV

�. ༗ྉ動画配信サービス

�. ແྉ動画配信サービス

�. スポーツ・ライϒͳͲのリアルイϕント

��. スマートフォン・タϒレットのアプリ

��. 4/4

• 最大の収益源だから（同 1件）
• 放送事業を運営する上で利用しているPFのため
• 放送事業を行う上でのプラットフォーマーなので
• 当社収入の柱であるため
• 売上実績より
• メインの収入源である（同 1件）
• 番組を提供しているプラットフォームだから
• 弊社は CATV かスカパー！いずれかの加入者に
よって維持している為
• 当社の売上の多くを占める業者であるから
• 市場規模（同 1件）
• 有料放送の根幹であるため
• 視聴料収入が現状まだ最大の収入源であるため
• 売上 ･利益の源泉

• 自社チャンネルの収益増の可能性あり
• 売上 ･利益の源泉
• 売上規模の多いプラットフォームのため
• 売上規模の多いプラットフォームのため。チャンネ
ルとして放送外以外の事業として重要視している
• 売上規模の多いプラットフォームのため（同2件）
• 有料放送ビジネスの根幹であるから（同 1件）
• 収入の割合が大きいから
• 売上比率の多くを占める、あるいは伸びしろがあ
ると思われるため
• 重要な売上先であるため
• 放送事業に直接関与し依存しているため
• 主要収益のPFであるため
• 有料放送のPFであるため（同 1件）

• 有料放送ビジネスの根幹であるから（同 1件）
• 収入の割合が大きいから
• 売上比率の多くを占める、あるいは伸びしろがあ
ると思われるため
• 重要な売上先であるため
• 放送事業に直接関与し依存しているため
• 主要収益のPF、であるため
• 売上の占める割合が多い

• CATV は多チャンネル放送市場で最大の契約者数
を維持しており、最も重要な収益源の一つ。「安
定した顧客基盤」「強固な地域密着性」と基盤が
しっかりしていて、新規顧客獲得の主軸というよ
りは、多チャンネル放送事業の収益基盤と安定性
を支える、極めて重要なパートナーであると位置
づけています

• 当社収入の柱であるため
• 市場規模
• 自社主催のリアルイベントの拡大を重視しているため。市場が拡大しているため
• 売上規模の多いプラットフォームのため。チャンネルとして放送外以外の事業として重要視している

• 売上および成長率の最大カテゴリー
• 市場規模（同 1件）
• 収益の大部分を占めるため
• 市場拡大の可能性あり
• 有料放送ビジネスの根幹であるため

• 自社主催のリアルイベントの拡大を重視している
ため。市場が拡大しているため
• 売上比率の多くを占める、あるいは伸びしろがあ
ると思われるため

• 主要収益のPFであるため • 有料放送のPFであるため

• 主要収益のPFであるため

• 市場規模（同 1件）

• 売上および成長率の最大カテゴリー

• 売上および成長率の最大カテゴリー
• 市場規模（同 1件）
• 売上規模の多いプラットフォームのため。チャンネルとして放送外以外の事業として重要視している
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�. ஍্೾ TV

�. ແྉ #4TV

�. レンタルビσΦ

�. ༗ྉ動画配信サービス

�. ແྉ動画配信サービス

• 時間を奪っていることには変わりがないため
• サービス利用者の移行が進行しているため
• サービス利用者の移行が進んでいるため（加入者
減の主要因）
• 顧客が流れている。コンテンツ調達時の競合先で
もある
• 収益構造
• コンテンツ、サービス競合
• 同ジャンルコンテンツの放送／配信を行っている
ため、関係性は競合

• 放映権で競合となっているため
• 顧客の奪い合い（同 1件）
• 有料衛星放送事業の会員数が減少している要因の
1つとして配信サービスの台頭があるため（同4件）
• 収益に影響し、権利関係でも競合するから
• 多チャンネルサービス加入減少の大きな要因と思
われるから
• アニメ配信サービス等、弊社の事業収益に多大な
る減益をもたらすため
• 顧客とコンテンツを直接奪われているから

• 時間を奪っていることには変わりがないため
• 我々の利益を損ねる存在だから
• 我々のサービスを棄損するものだから
• サービス利用者の移行が進行しているため
• サービス利用者の移行が進んでいるため（加入者
減の主要因）
• 顧客が流れている。コンテンツ調達時の競合先で
もある
• 無料でリッチなコンテンツが年々増加しており、
有料動画市場自体の減少につながっていると考え

ているため
• 放映権で競合となっているため
• 手軽に無料でコンテンツが視聴できるため
• 顧客の奪い合い（同 1件）
• 同ジャンルの無料広告モデル配信であるため
• 多チャンネルサービス加入減少の大きな要因と思
われるから
• アニメ配信サービス等、弊社の事業収益に多大な
る減益をもたらすため
• 顧客とコンテンツを直接奪われているから

②直接的な競合サービス
最も回答が多かったのは昨年と同じく「有料動画配信サービス」で､ 35.3% を占めた。
次いで「無料動画配信サービス」が 23.7% となり､ 両者とも昨年同様､ コンテンツの獲得
競争に加え､ 視聴時間や視聴料金の面でも競合しているという意見が多かった。

• 同ジャンルコンテンツの放送／配信を行っているため、関係性は競合

• ターゲットが近いことで、コンテンツが競合し合う
• 同ジャンルコンテンツの放送／配信を行っているため、関係性は競合
• アニメ配信サービス等、弊社の事業収益に多大なる減益をもたらすため

• コンテンツ、サービス競合
• 同ジャンルコンテンツの放送／配信を行っているため、関係性は競合
• 多チャンネルサービス加入減少の大きな要因と思われるから
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続いて､ 現状の経営戦略上における重要事項について､「コンテンツ」「加入者獲得・加
入者サービス」「コスト・収入」の順に聞いた。さらに､ 市場拡大の観点から､ 成長余地
の大きい「30 代以下の視聴者獲得」に向けた具体的な施策についてもヒアリングを実施
した。

ᶃ コンテンツ
「コンテンツ」の現状課題について､ グラフ内の 11 項目から､ 重要度が高いものを最大
3つ選択してもらった。昨年同様に 1位は「視聴者ニーズ」で約 8割､ 2 位は「オリジナ
リティ」で約 6割を事業者が挙げ､ 大多数を占めた。これらの結果から､ 事業者は視聴者
の要望や､ コンテンツの独自性に関する課題意識を強く持っていることが示されている。
3位以下の「最新コンテンツ」「放送外権利の獲得」「制作能力」で､ 順位に大きな変動は
なく､ 事業者にとっての継続課題となっている。

�. 自社における経営戦略্の重要ࣄ項

図表 107　コンテンツの現状課題（重要事項）

（N=76 複数回答） （件）0 10 20 30 40 50 60 70

重要事項はない

その他

過去コンテンツの手当

ライブラリーの充実

放送外権利の獲得

VODコンテンツ

多様化と安定性

制作能力

オリジナリティ

最新コンテンツ

視聴者ニーズ 62

19

49

14

18

8

16

9

4

1

1

その他の回答
• CS以外の柱となる事業の創出
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（件）

各事業者との
タイアップ強化

加入者対象の
付加的なサービス

単チャンネル加入者向け
サービス

0 10 20 30 40 50

重要事項はない

その他

チャンネル認知度の向上

定期的な加入者ニーズ把握

自社独自の販促活動

（N=76 複数回答）
33

13

12

36

40

51

2

2

図表 108　加入者獲得・加入者サービスの現状課題

ᶅ コスト・収入（ࡒ຿体࣭）
「コスト・収入」の現状課題について､ 下表の 11 項目から､ 重要度が高いものを最大 3
つ選択してもらった。前回調査で最多であった「費用の効率的な抑制」は順位変動なく 1
位を維持し､ 既存コスト圧縮の優先度が引き続き高いことが示された。一方 2位には､ 昨
年 4位だった「放送外事業収入のための体制確立」が浮上。同率 3位には「投資の拡大」
（昨年 2位）と「広告事業のための体制強化」（順位変動なし）が並んだ。順位に多少の
変動は見られるものの､ 動画配信サービスをはじめとするコンテンツ視聴環境の変化に対
応し､ 放送に次ぐ新たな収入源の確立を模索する動きが続いていることがうかがえる。

ᶄ加入者֫ಘ・加入者サービス
「加入者獲得・加入者サービス」の現状課題について､ 自社独自の取り組みとして､「自
社独自の販促活動」から「チャンネル認知度の向上」までの 5項目に加え､「各事業者と
のタイアップ強化」を含む､ 計 6つの課題の重要度を調査した。
昨年に引き続き､ 1 位は「各事業者とのタイアップ強化」､ 2 位は「チャンネル認知度の
向上」が選ばれた。これらの結果から､ 自社独自の販促活動による認知度向上を重要な課
題と捉えつつも､ プラットフォームでのスケールを活かした販促や加入獲得の重要性が一
層高まっていることがうかがえる。昨年と比較して､大きな順位変動はないものの､「単チャ
ンネル加入者向けサービス」の回答数が半数以下となり､ このことからもプラットフォー
ムを活用した販促の重要性が増している傾向が見て取れる。

その他の回答
• 多チャンネルサービス自体の認知向上

• SNSほか
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図表 109　コスト・収入（財務体質）の現状課題

（件）0 20 40 60

重要事項はない

その他

新規コンテンツへの投資

投資の拡大

広告事業のための体制強化

費用の効率的抑制

財務体質の健全化

字幕放送・リピート率
規制・CM規制等の対策

効率的
放送送出システムの導入

マーケティングコストの
拡大あるいは抑制

放送外事業収入のための
体制確立

（N=76 複数回答）

11

50

31

31

39

13

5

10

1

1

0

ᶆ視聴者֫ಘへのऔΓ組Έ
下記の図表の通り､ 現在のメイン視聴者は 50 〜 64 歳が最も多く､ 次いで 65 歳以上、
35 〜 49 歳となっている。男女別では､ いずれの年代でも男性が多くなった。今後拡大し
たい視聴者層としては､ 35 〜 49 歳が最も多く､ 次いで 20 〜 34 歳が多く挙がっており､
現在のメイン視聴者よりも若い視聴者の獲得が課題とされていることがうかがえる。趣味
や消費価値の多様化が進む中､視聴者層の変化に対応することが今後も重要な課題である。
また、今後拡大したい視聴者層として多く挙がった、若年層（30 代以下）の視聴者獲
得のための取り組み有無については､「取り組んでいる」事業者が 54.9％と半数を超え､
昨年から大きく増加した。若年層への取り組みが見直され､ アプローチが強化されつつあ
る傾向がうかがえる。

その他の回答
• 送出コストの低減
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図表 111　若年層への取り組みの有無

取り組んでいる
54.9％

取り組んで
いない
45.1％

N=82

図表 110　視聴者年齢の現状と拡大したい層

0 10 20 30 40 50 60 70

キ ッ ズ

ティーン

M1

F1

M2

F2

M3

F3

M4

F4

あてはまるものはない

（4～12歳男女）

（20～34歳男性）

（20～34歳女性）

（35～49歳男性）

（35～49歳女性）

（50～64歳男性）

（50～64歳女性）

（65歳以上男性）

（65歳以上女性）

（13～19歳男女）

3
4

11

31

34

51

55

24

37

19

20

1

1

11

10

29

21

64

43

55

37

0

現状の主な視聴者
今後拡大したい視聴者

（N=82）（件）
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• 若年層にうけるコンテンツ確保
• 若年層にうけるコンテンツの調達
• 学生スポーツに関する取り組み
• ABEMA　TVとの連携
• 系列局とのつながりの強化、配信プラットフォー
ムとの連携、見やすく分かりやすいニュース制作
• アイドル番組の制作や人気アニメ番組、KPOP
の編成
• SNS等
• 廉価な動画配信サービスからTAKARAZUKA
SKY STAGE加入への誘導策実施
• SNSの積極的活用
• SNSでの積極的展開
• k-pop
• インタビュー番組
• アジアドラマの人気コンテンツ獲得と出演俳優
の稼働獲得
• ターゲット別のコンテンツ強化
• 若年層向けの番組制作ならびに無料放送（無料
配信）

• ライブコンテンツの拡充
• 舞台、ライブコンテンツの拡充
• アイドルを起用した番組やファミリーでも見ら
れるコンテンツの制作
• スカパー単チャンネル獲得施策としての若手芸
人･アーティストのオリジナル番組制作
• キッズ～高校生が出演する（をターゲットとす
る）コンテンツの制作と販促活動
• SNS施策の強化（同 4件）
• 配信サービス運用。SNSでの告知
• チャンネルコンテンツ情報のSNS発信
• SNSの強化
• 若年層が使用するSNS等の宣伝活動
• 響くコンテンツの制作・調達・放送（同 2件）
• オンデマンドサービス展開若年層向け番組
• アイドルを起用した番組やSNSで話題のジャ
ンルをテーマとした番組を制作中
• 若年層の関心度が高いコンテンツの開発
• 麻雀Mリーグへのチーム参加及び、生放送対局や
応援番組の放送  ・スポーツ中継の積極的な実施

ᶇ �� ୅ҎԼ視聴者֫ಘのҝの۩体తͳऔΓ組Έ
具体的な取り組み内容を聞いたところ､ SNS を中心とした若年層にリーチする媒体で
のプロモーション・情報発信による認知拡大が多く挙げられた。また､ 30 代以下の視聴
者をターゲットとした人気アイドルや若手芸人・アーティストを起用したコンテンツの獲
得に注力する事業者も多く目立った。さらに､ 学生スポーツやキッズ ~高校生が出演する
コンテンツ制作など､ 教育市場へのアプローチも取り組みの一例として挙げられた。

ᶈͦのଞの経営課題
これまでに挙げられた課題に加え､ その他各社が抱えている経営課題について自由回答
形式でヒアリングを行った。例年と同様に､ 加入者の減少や高齢化の進行が指摘されるな
か､ 放送外の新規事業拡大や既存コストの圧縮､ OTTとの差別化などを通じて､ 収益確
保に向けた突破口を模索する事業者の意識が浮き彫りとなった。

• コストカットだけでなくコンテンツに投資して
いかなくてはいけない
• コストカットばかりを追いかけない
• 視聴料収入の減少と固定比率の増加による収益
確保が難しくなってきている
• スカパー（PF）の加入者減とケーブルテレビ局
の契約者の減少による売上高の伸び悩みと増大
する固定比率
• DTH、CATVに続く収益の柱の確立次期放送マ
スター設備

• 類似の他社サービスとの差別化
• コンテンツ獲得にかかっているため、費用等総合的
に判断しメリハリをつけたチャンネル運営を目指す
• 24時間ニュースのあり方 報道の使命とビジネ
スの両立
• 放送外収入、事業収入の強化、配信との連携
• 放送事業減衰を補うための新規ビジネス開発
• OTTの強化
• 減収見通しのもと、黒字で終えるためすべての
支出項目を見直している
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• 若年層のテレビ離れ防止策
• 人材育成
• 広告事業・制作の拡大、配信事業の拡大、新た
な収入源の確立
• 配信サービスへの顧客シフト
• 人材不足
• トラポンのコスト
• トラポン代
• 新規ビジネス、放送以外の権利獲得の拡大
• 有料放送収入に頼っている状態が続いており、
新たな新規ビジネス確立の途上にある
• 経済合理性の更なる追及
• CATV収入のダウントレンドをいち早く回復させる
• 放送PFを中心に売上が漸減しているが、配信
など他事業でそれをカバーするだけの収入増に
つながっていない。放送PFは、加入者減で売
上は減っても、送信コストが低減されず収益が
減少している
• トラポン･送出などインフラコストの高さ
• 視聴者の拡大と収益の確保
• ミドル層のお客様を中心としたチャンネルの認
知度向上及び放送外事業の創出（同 4件）
• 視聴者の拡大
• 放送領域での収入源を補えていない
• 加入者減少対策

• 減少する放送収入を補完する他事業の拡充。若
年層視聴者の増加
• 全プラットフォームにおいて、視聴者数が減少
していること
• 有料放送マーケット縮小による売上げ減少と衛
星回線費など固定費の高止まり
• 為替変動（円安）による海外コンテンツ調達費
の不安定化（価格高騰）
• OTTという強力な競合に囲まれながら、視聴料収
入は減少傾向、コンテンツ費用が上がり続け、古
いビジネスモデルからの脱却が進んでいないこと
が最大の課題です。新規事業の開発が必要になっ
ているがまだ、全社的に自分事になっていない
• 歯止めがかからない収益減
• スカパー！プレミアムサービスの会員減少によ
る安定収入の減少
• 加入者の減少傾向に歯止めをかけ反転攻勢する
こと
• 広告収入及び二次利用収入の拡大
• TV離れの加速、顧客の高年齢化、デジタル対応
• チャンネル認知拡大（視聴者様向け）視聴デー
タの整備（広告スポンサー様向け）
• 顧客ターゲットの若年層化
• 新規顧客の獲得
• 視聴習慣の獲得
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ʙ多チャンネル放送業界のൃ展のҝにऔΓ組Ή΂͖と思われること、期待͞れることʙ
ᶃ 加入者֫ಘ・加入者サービス
先ずは【加入者獲得・加入者サービス】について、下記 11 項目から重要と思われる項
目を最大３つ選択してもらった。
・放送事業者とプラットフォームの共同プロモーションの強化
・プラットフォームによる新規加入獲得キャンペーンの積極的実施と予算投下
・新規加入者特典（インセンティブ）の拡充
・新規加入増に直結する加入促進プランの構築と効率的なコスト運用
・スカパー！（110°）の更なる認知・普及
・多様な課金決済方法の提供（コンビニ決済、プリペイドカード、WEBマネー等）
・カスタマーサービスの充実（コールセンター拡充、有料宅訪設置サポート等）
・コンテンツの多様性確保とその質的向上に対するプラットフォームの理解と促進
・多様な顧客のニーズに適合した、わかりやすく、選択自由なセット・パックメニューの
開発と拡充

・マルチスクリーンなど次世代放送サービスに対応するインフラ /サービスの提供
・携帯電話など他のサービスとのバンドル販促、販売拠点の拡充

�. 業界の課題

図表 112　加入者獲得・加入者サービス　業界としての課題

（N=82） （件）0 10 20 30 40 50

その他

プラットフォームの理解と促進

カスタマーサービスの充実

多様な課金決済方法の提供

スカパー！の認知・普及

新規加入者特典の拡充

PFの新規加入獲得キャンペーン

共同プロモーションの強化

新規加入増への
効率的なコスト運用

セット・パックメニューの
開発と拡充

取り組むべきこと、
期待されることはない

次世代放送に対応する
インフラ/サービスの提供
携帯電話などとの販促、

販売拠点の拡充

50

51

10

34

9

3

1

31

16

7

3

0

3
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ᶄղ約๷ࡦࢭ
次に【解約防止策】について、下記 4項目から特に重要と思われるものを最大 3項目、
選択してもらった。
・解約防止として既加入者サービスの充実（マイレージ、ポイント制など長期契約インセ
ンティブプランの組成）

・定期的な市場調査による顧客ニーズの把握と各社へのフィードバック
・2年固定割、友達割、家族割など多様な長期契約プランの組成と提供
・解約理由に対する詳細な調査分析及び対策の立案

課題として各事業者が挙げた上位の項目は、昨年と全く変わらなかった。「プラット
フォームの新規加入獲得キャンペーン」は 51 件 62.2% と､ 昨年よりプラス 4.9% で引き続
きトップ。そして 2位は 50 件､昨年より 14.7% 増 61.0% の「共同プロモーションの強化」。
以下､「新規加入増への効率的なコスト運用」が 34 件､ 41.5% で 3 位､「コンテンツの多
様性確保と質的向上に対するプラットフォームの理解と促進」が 31 件､ 37.8% で 4 位と
続いた。新規獲得やプロモーションに､ プラットフォームや他事業者との連携が不可欠と
各事業者は考える。

今年､ 一番選ばれたのは「定期的な市場調査による顧客ニーズの把握と各社へのフィー
ドバック」で 54 件､ 71.1% で昨年より 10.1% 増えた。次いで､「解約理由に対する詳細な
調査分析及び対策の立案」の 47 件､ 61.8%。そして「解約防止としての既加入者サービス
の充実」の 41 件､ 53.9% と続いた。昨年の 2位､ 3 位が入れ替わったものの大差はない。
解約防止に関しても各社ともに苦慮しており､ プラットフォームとのより強固な連携､ 事
業者の協力が欠かせない。

図表 113　 解約防止対策　業界としての課題

（N=76） （件）

取り組むべきこと、
期待されることはない

多様な長期契約
プランの組成と提供

顧客ニーズの把握と
フィードバック

0 20 40 60

その他

解約理由の分析と対策

既加入者サービスの充実 41

54

28

47

1

0
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ᶅ コスト
次に、【コスト】について、下記 5項目から特に重要と思われるものを最大 3項目、選
択してもらった。
・衛星トラポン料、送信業務委託料の低減。
・プラットフォーム手数料の低減あるいは実勢にあった柔軟な料金メニュー
・CATV、IPTV向け配信コストの低減あるいは実勢にあった柔軟な料金メニュー
・緊急災害放送、聴覚障害者向けの字幕放送、高画質化（4K）対応などの対応に関わる政
府の対策費用支援策

・著作権・著作隣接権料率の適正なガイドライン作り

最多数の回答を集めたのは､「衛星トラポン料､ 送信業務委託料の低減」の 73 件 89.0%。
次いで「プラットフォーム手数料の低減あるいは実勢にあった柔軟な料金メニュー」の
66 件 80.5% と､ いずれも昨年とほぼ同スコアーで 3位以下を大きく引き離した。特に「衛
星トラポン料…」に関しては 9割近い事業者が重要と捉えており､ 放送及び配信コストや
PF手数料の逓減は､ ここ数年上位で事業者にとって大きな課題となっている。

図表 114　 コスト　業界としての課題
（N=82） （件）

取り組むべきこと、
期待されることはない

著作権等の適正な
ガイドライン作り

CATV、IPTV向け
配信コストの低減

0 20 40 60 80

その他

政府の対策費用支援策

PF手数料の低減

衛星トラポン料等の低減 73

66

47

9

9

1

0

その他の回答
• 権利制作費抑制

ᶆͦのଞ、多チャンネルの放送業界の経営課題
最後に､ 多チャンネル放送業界の経営課題についてフリーで回答してもらった。
昨年同様､テレビ離れ・加入者減・高齢化への施策､収支面､コンテンツの調達､OTTサー
ビスとの差別化等各事業者が様々な課題を挙げた。回答を原文のまま大まかなグループに
分け以下に列記した。

▶テレビ離れ・加入者減
• 有料放送加入者の拡大 ( 現状の低減傾向継続を止めること )
• 右肩下がりの業界の視聴者離れへの歯止め、制作、営業活動の効率化、各種運用のDX化等　
• 多チャンネル加入者の多くが高齢化しつつあり、若年単身世帯、働き盛り世代を呼び込み、定着させな
い限り、減少ペースの加速に歯止めがかからないのではないか
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• 視聴できるプラットフォームが増えて視聴者の獲得が難しくなってきている。 ニュース・番組の費用対
効果。 若い層のテレビ離れ
• 若年層の解約防止策
• 放送事業全体の減衰
• 世帯数の低減、単価減による放送収入減収がコスト削減につながり、番組の質の低下、解約が増加する
負の連鎖から抜け出せない状態となること
• 視聴者数が全体的に減少するなか、いかに全体を底上げしていくかというビジョンが見えない。また、
放送と配信の境があいまいになるなか、著作権等の法整備を早急に進めていただかなければならないと
考えている

▶収支面
• トラポン、送信料等のインフラコストの削減（売上減が進む中で固定費の削減が急務）
• 収益が伸び悩む一方、コストは高い水準が続いている（トラポン代など）
• 会員数・視聴者数の低減が進んでいるので、トラポン等の固定コスト低減・有料衛星放送事業自体の盛
り上げ
• 110CS の送出コストが高すぎる。パッケージでボーナスがつく順位であっても、黒字にならない。
110CS事業単体で黒字にならなければ、チャンネルやコンテンツの質を維持するのが厳しくなり、サー
ビス価値の低下につながる
• PF の加入者数が減っているにも関わらず、送出費用が下がらないため、利益がでにくい構造にますま
すなっていて、事業を続けられない事業者が増えると思われる
• ユニバースが減少している中で、固定費を抑制したい
• 放送領域のコスト削減
• トラポンや送信料等の固定費の削減
• トラポンのコスト
• トラポン代
• 衛星使用料・アップリンク費用の下方硬直性
• 競争力を維持するために質の高いオリジナル番組や独占コンテンツを制作・調達する必要がありますが、
制作コスト全般が上昇傾向にあり。コスト増を収益で吸収しきれなくなっています。 従来の放送インフ
ラは、維持管理に高額な費用がかかります。加入者数が減少し続ける中で、固定費の回収が困難になっ
ています
• 放送収益の逓減
• ユニバースが下がっていく中で、これ以上コストカットは厳しい
• 売上は下がり続けているが、インフラコストは変わっていないことで利益を圧迫し、コンテンツに投下
できなくなっている
• 市場の縮小に対して他分野で補いていない事
• ビジネスとしての長期的拡大が認められない以上、各社が視聴料収入以外の収入源を確保する必要に迫
られている点
• 低コストで運営できる体制の整備

▶コンテンツ調達に関して
• 継続的なコンテンツ調達の推進
• ドラマ業界でのOTTサービスのコンテンツ囲い込みによる価格高騰が懸念される。
• 同作品がチャンネル間で順次繰り返し放送されるループを脱却する術を模索したい

▶対OTTサービス
• OTT サービスとの共存共栄
• OTT に負けない付加価値の提供及び告知と、送出料金の値下げ
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ᶃ各プラットフォームへのऔΓ組Έ

各プラットフォームの取り組みについて、既に実施していると答えた割合は「スカパー！
番組配信」は前年比横ばいの 47.6％､「CATV」は前年度 46.3％から今年度は 59.8％に大
幅に増加。既に半数近く､ あるいは過半数の事業者が実施しており､ 既存の放送インフラ
を活かした配信展開が主流となっていると見られる。
「AmazonPrimeVideo チャンネル」は 30.5％の横ばい､「自社」については前年度 35.4％
から今年度は 34.1％に微減しているものの､ 3 割を超えており､ 大手プラットフォームの
活用や独自の窓口での取り組みが進んでいる。
一方で「SPOOX」（35.4％）や「自社」（35.4％）については､ 検討したことがないとす
る回答も一定数存在する。
また前年度には､ 現在実施を検討している、の割合が増加したプラットフォームも見ら
れたが､ 今年度は「CATV」以外のプラットフォームで､ 実施を検討したがやめた､ もし
くは､ 実施したがやめた、の割合が増加し､ 取り組みに対してやや消極的な状況が伺える
結果となった。

ᶄ各プラットϗームへのఏڙʗݕ౼
有料での提供は､「CATV」では「放送サイマル（リニア）」が 20 件（前年 17 件）､「コ
ンテンツごと（SVOD）」が 18 件（前年 9件）と突出して伸びており､ 放送の補完として
の役割が強いと見られる。
「AmazonPrimeVideo チャンネル」では「コンテンツごと（SVOD）」が 25 件（前年 18 件）

図表 115　各プラットホームの取り組み

ᶙf � ଟνϟϯωϧ์ૹͷ՝୊ʹ͍ͭͯ
�.「配信展開」について

（％）N=82

スカパー!番組配信
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実施を検討したが
やめた

検討したことが
ない

実施したが
やめた

その他のプラットフォーム
• ABEMA TV
• TVer

• YouTube
• FOD
• 別会社としての配信事業

• U-NEXT
• 諸配信PF
• テレビメーカーアプリ
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図表 116　提供（検討）方法／有料プラットフォーム

各プラットフォームへのఏํڙ๏（༗ྉ � ແྉ）について

図表 117　提供（検討）方法／無料プラットフォーム

• その他の提供方法
▶スカパー！番組配信
・配信縮小の影響注視
▶ SPOOX
・配信縮小（中止）後の
 動向注視

その他の提供方法
▶その他
・棚置き
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実施したがやめた､ 実施を検討したがやめた、と答えたプラットフォームにおいて､「費
用対効果／収支がみあわない」（スカパー番組配信 :10 件､ SPOOX:14 件､ 自社 :10 件）や
「必要性が低い」（スカパー番組配信 :11 件､ SPOOX:13 件､ 自社 :9 件）がやめた理由とし
て上位を占めた。
「AmazonPrimeVideo チャンネル」は､「映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい」
4件（前年 7件）､「映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い」4件（6件）､「配
信権の処理の仕方がわかりにくい」0件（前年 2件）といった権利面を問題とする回答が
前年より減少し､「収支がみあわない」5件（前年 5件）､「必要性が低い」6件（前年 3件）
がやめた理由として多くなった。

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難

番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない

配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる

配信運用のコストが高い

加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない

必要性が低い

その他

0 5 10 15◎スカパー！番組配信
N-23（複数回答あり）

10

2

2

11

3

0
0
0
0

1

1

2

2
1

図表 118　提供／実施をやめた理由

と非常に多く､ サブスクリブション型のオンデマンド提供が中心となっている。
「スカパー！番組配信」では､「放送サイマル（リニア）」が 12 件（前年 18 件）､「コン
テンツごと（SVOD）」が 2件（前年 7件）､「SPOOX」では「コンテンツごと（SVOD）」
が 3件（前年 13 件）と特に下げ幅が大きかった。
無料での提供は全般的に有料と比べて少ないものの､「コンテンツごと（SVOD）」にお
いて「CATV」が 13 件（前年 10 件）､「スカパー！番組配信」が 12 件（前年 9件）と伸
ばしており､ オンデマンド形式が活用されているといえる。

ఏڙ � Λやめͨཧ༝についてࢪ࣮

その他
• 先方様都合
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（件）

映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難

番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない

配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる

配信運用のコストが高い

加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない

必要性が低い

その他

0 5 10◎CATV N-5（複数回答あり）

1

0
1

1
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2
0

0
0
0
0
0
0
0

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難

番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない

配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる

配信運用のコストが高い

加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない

必要性が低い

その他

0 5 10 15◎SPOOX N-33（複数回答あり）

3
3

2
2

5

13
14

0
0
0
0

4
2

4 その他
• 契約の問題
• コンテンツの配信権を持っていない
• 先方様都合
• PF 側で終了したため
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（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難

番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない

配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる

配信運用のコストが高い

加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない

必要性が低い

その他

0 5 10
◎Amazon Prime Videoチャンネル

N-22（複数回答あり）

4
4

2

1
1

5

3

0

0
0

1

6
5

0

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難

番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない

配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる

配信運用のコストが高い

加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない

必要性が低い

その他

0 5 10◎その他 N-2

0
0
0

0
0
0

0

1

1

0
0

0

0
0

映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難

コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難

番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない

配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる

配信運用のコストが高い

加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない

必要性が低い

その他

0 5 10◎自社 N-21（複数回答あり）（件）
2

5

5
4

1

1

10

4

5

9

3

1

1

0

その他
• 先方都合で契約破棄
• 希望したが入れなかった
• 先方様都合
• 権利的な理由（全 2件）

その他
• 旧 BS松竹時代のため詳細経緯不明
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（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難
番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない
配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる
配信運用のコストが高い
加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない
必要性が低い

その他
障壁は特にない

0 10 20 30◎スカパー！番組配信 N-82（複数回答あり）

18
18

9

7

11
31

11

3
0
1

7
0

17
3

4

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難
番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない
配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる
配信運用のコストが高い
加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない
必要性が低い

その他
障壁は特にない

0 10 20 30◎SPOOX　N-82（複数回答あり）
18

16
9

7

9
33

10

3
2
2

5
1

20
4

2

その他
• 海外本社の方針
• 配信縮小の影響（全 2件）
• 権利的な理由

その他
• サービス終了に伴い回答不要
• 海外本社の方針
• 配信縮小（終了）の影響（全 2件）

ᶅコンテンツఏڙへのোน
ఏڙへのোนについて
提供への障壁では､「非費用対効果／収支がみあわない」（スカパー番組配信 31 件
､ SPOOX:33 件､ CATV:24 件､ AmazonPrimeVideo チャンネル :21 件､ 自社 :26 件）が最
も多く､ 配信に踏み切れない理由には収支の問題が根強く存在している。
また､「映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい」（スカパー番組配信 :18 件
､SPOOX:18 件､自社 :18 件）､「映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い」（ス
カパー番組配信 :18 件､ SPOOX:16 件､ 自社 :16 件）といった権利面の問題も全方位的に
一定の障壁になっている。

図表 119　提供への障壁
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（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難
番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない
配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる
配信運用のコストが高い
加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない
必要性が低い

その他
障壁は特にない

0 10 20 30◎CATV N-82（複数回答あり）
13
12

7

5

6
24

17

2
1
2

6
0

18
1

2

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難
番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない
配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる
配信運用のコストが高い
加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない
必要性が低い

その他
障壁は特にない

0 10 20 30
◎Amazon Prime Videoチャンネル

N-82（複数回答あり）

14
13

9

9

6
21

21

4
2
2

7
1

14
4

3

その他
• 海外本社の方針

その他
• 別部署対応
• 取引先としての信
用度が問題

• 別会社として実施
• 海外本社の方針



135

ᶙf . ଟνϟϯωϧ์ૹͷ՝୊について

2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3月

ᶆ今後の視聴サービス展開

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難
番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない
配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる
配信運用のコストが高い
加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない
必要性が低い

その他
障壁は特にない

0 10 20 30◎自社 N-82（複数回答あり）
18

16
9

9

8
26

22

4
2
3

6
1

12
2

11

（件）
映像コンテンツ（番組）の配信権が得にくい

映像コンテンツ（番組）の配信権の獲得コストが高い
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権処理が困難
コンテンツ（番組）に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

番宣に付随する音楽の配信権処理が困難
番宣に付随する音楽の配信権の獲得コストが高い

CMの配信権がクリアされていない
配信権の処理の仕方がわかりにくい

配信運用に手間がかかる
配信運用のコストが高い
加入数があまりとれない

費用対効果／収支がみあわない
必要性が低い

その他
障壁は特にない

0 20 40 60 80◎その他 N-82（複数回答あり）
5

1

2
3

71

1
1

6
1

0
0
2

1
0

1

今後の IP リニア配信の展๬
「費用対効果／収支で方針を検討」が 37 件（前年 35 件）と最も多く､「費用対効果／収
支が悪いものは停止を検討」10 件（前年 3件）が前年より増加しており､ 利益が出るか
を厳格に見定め､ その如何によって撤退や縮小を視野に入れた動きが見られる。
「優先課題として強化・拡大」10 件（前年 15 件）､「権利の獲得を含め積極的な投資を行う」
3件（前年 9件）が前年より減少し､ IP リニア配信の展望について､ 極めて慎重な姿勢が
浮かび上がった。
「他社のプラットフォームサービスを行う」33 件（前年 29 件）が､「自社の独自のサー
ビスを行う」7件（前年 14 件）を大幅に上回っており､ 莫大な開発・維持費がかかる独
自のシステムよりも､既存の巨大エコシステム（Amazon 等）に乗る戦略が主流と見られる。

その他
• 別会社として実施
• 海外本社の方針
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「放送契約に付帯したサービスを継続・強化」23 件（前年 31 件）についても上位にある
ことから､ 配信単体での収益化よりも､ 既存の放送会員の解約防止（リテンション）とし
ての役割を重視しているのではないか。

（件）
放送契約に付帯したサービスを継続・強化

放送契約とは連動しない事業を拡大

他社のプラットフォームサービスを行う

自社の独自のサービスを行う

権利の獲得を含め積極的な投資を行う

費用対効果/収支で方針を検討

費用対効果/収支が悪いものは停止を検討

優先課題として強化・拡大

必要性が低く優先順位は低い

その他

当てはまるものはない

0 10 20 30 40N-82（複数回答あり）

23

12

33

7

3

10

37

10

9

0

7

図表 120　今後の IP リニア配信の展望

�. 放送のߴ౓化について
ᶃテレビにおける視聴環境やスタイルに関࿈する ���� ೥࣌఺のීٴ౓߹い
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12.2
0

62.2 20.7 4.9

51.2 35.4 2.4 11.0

79.3 11.0
2.4 7.3

81.7 12.21.24.9

82.9

4.9 43.9 37.8 13.4

11.0
2.4

3.7

53.7 25.6 4.9 15.9

75.6 14.6 2.4 7.3

64.6 25.6 4.9
4.9

15.9 78.0 6.1

広く普及 あまり普及
していない

まったく普及
していない

（％）N=82
わからない

図表 121　2026 年度の放送サービスについて
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「モバイルデバイス視聴の普及」（82.9％）､「見逃し視聴の普及」（81.7％）､「録画視聴に
よるタイムシフト化」（79.3％）は広く普及すると見られている一方で､「一般家庭におけ
る 8K普及」（まったく普及していない 78.0%）､「一般家庭における 4K普及」（あまり普
及していない 62.2%）､「VR映像の普及」（まったく普及していない 37.8％）については､サー
ビス開始から依然として普及が進まない現状からネガティブな回答が多く見られた。

取り組む予定である
2.6％

その他0％

関心がない
46.1％

関心はある
38.2％

すでに
取り組んでいる
13.2％

N=76

0 20 40 60 80 100

2020

2021

2022

2023

2024

2025

N=84

N=78

N=79

N=79

N=77

N=76

（％）

すでに
取り組んでいる 取り組む予定 関心はある 関心がない その他

7.1 2.4 59.5 29.8 1.2

6.4 6.4 56.4 28.2 2.6

7.6 5.1 55.7 30.4 1.3

8.9 5.1 46.8 39.2 0

5.2 3.9 49.4 41.6 0

13.2 2.6 38.2 46.1 0

図表 122　VR映像や縦型動画等のコンテンツ製作状況

参考　「VR等コンテンツ製作状況」経年比較

ᶄ VR 映像や縦型動画等のコンテンツ製作状況
「すでに取り組んでいる」13.2％（前年 5.2％）､「取り組む予定である」2.6％（前年 3.9％）
､「関心はある」38.2％（前年 49.4%）が過半数を占める一方で「関心がない」も 46.1％（前
年 41.6％）存在し､ 新たな映像領域への取り組みに対して両極端といえる。
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• 著作権の侵害が懸念される（同1件）
• コスト削減につながり実用性が高まってきたときには検討に値する（同1件）
• 業務効率化やコスト削減だけでなく、視聴データの分析による新たな収益機会の創出にも活用できると
思います
• 字幕生成については、精度も高まってきており技術として関心がある
• 費用面では期待したいが、まだ主だった実績が無いため判断できる状況ではない
• 業界の発展に寄与すると期待している。 制作の効率化、費用削減が期待できる。 マーケティングで期
待できる
• 業界の発展に寄与すると期待している。 映像制作の効率化、人的リソースの有効活用（煩雑な作業を
任せることによる）が期待できる。マーケティングへの活用
• まだ未知数である
• 検討していく
• 作業の効率化、並びに人智を超えた発想が期待できる存在であると思われる
• 発展に寄与する分野では、大いに活用すべきと考えている
• 字幕制作やボイスオーバーでの使用は実用的なレベルにまで達しているので、今後さらに利用状況は拡
大するものと思われる
• 制作費用削減に直結
• 運行管理（同1件）
• 業務への影響は不明だが、関心はある（同1件）
• ＡＩの活用は多チャンネル業界においても有用である。業務効率化の観点からは積極利用を検討してお
ります
• 制作のコストカット面において広く活用されていくと思う
• 業務効率化につながるツールを期待している（メタ･サムネ作成、編成、線引きなど）
• 字幕生成ではAI技術がかなり取り入れられているのではないか。AI活用による経費の効率化、抑制は
経営の安定化につながるので普及に期待したい。一方で、映像制作においえてゃ、著作権の問題や、人
間の制作力の低下などの問題もあり、導入の課題などを整理、対応した上で取り組むべきと考える
• 業務効率化につながるツールを期待している（メタ･サムネ作成、編成、線引きなど）
• 字幕生成はすでにかなり取り入れられているのではないか。AI活用による経費の効率化、抑制は、経
営の安定化につながるので、普及に期待したい。一方で、映像制作においては、著作権の問題や、人間
の制作力の低下などの課題もあり、導入の課題などを整理、対応した上で取り組むべきと考える
• 字幕やEPG等で活用できる可能性があります（同4件）
• AIによる字幕生成は取り組んでいる
• 映像制作、編集技術、字幕制作において、AI活用が普及していく
• コストダウンにつながるようにAI活用を検討する必要がある
• 業務の効率化には期待できるが、字幕やコンテンツとして不確かな物を放送してよいのかの懸念がある
• 字幕生成などはかなり省力化できる。逆に言えば海外産の初上陸コンテンツの障壁も低くなる点は脅威
ともなりうる
• 字幕生成のほか、マーケティング活動にも可能性ありと考えている
• 不明な部分が多いが、関心はある
• 多チャンネル業務における今後の可能性は不明コスト削減には有効であると考えています 生放送の字
幕生成や多言語翻訳を高速化し、制作コストを削減できる膨大なアーカイブの映像内容をAIが解析し、
タグ付けや検索を自動化することで、編集・制作時間を短縮できる SNS投稿用のハイライトやダイジェ
スト映像をAIが自動で切り出し、制作負荷を軽減できる

ᶅ人工知能（AI）の可能性について
AI 技術への関心､ 字幕生成の効率化やコスト削減への期待がある一方､ 著作権侵害へ
の懸念も示されている。
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図表 123　eスポーツ映像コンテンツの制作

関心がない
48.7％

関心はある
28.9％

すでに
取り組んで
いる

取り組む予定である
2.6％

N=76

19.7％

ᶆ e スポーツコンテンツについての経営戦略
「eスポーツの映像コンテンツの制作」については､「すでに取り組んでいる」は 19.7％
（前年 11.7％）に留まるが､「eスポーツのイベント・大会運営」については「関心はある」
を含めると一定の注目を集めている。
eスポーツのイベント大会運営について、「業界の発展に寄与すると期待している」が
35.1％､「業務への影響は不明だが､ 関心はある」が 49.4％とポジティブな回答が見受け
られ､ 多くの事業者が eスポーツに何らかの可能性を感じているものの､ 実際の番組制作
などの具体的なアクションは一部の事業者に限られている。

• 制作の効率化・制作費の削減（同1件）
• 番組制作過程において背景制作や編集にAIが積極的に導入されると思う
• 古いコンテンツのAIリマスターや番組制作現場におけるコスト削減の実現などがあると考えます
• 視聴者の行動の変化をAI技術で活用することで、視聴者層の傾向が分かるので、人気コンテンツを生
み出す可能性が高くなるのではないか
• 動作制作のコスト減
• 当社では、字幕生成では既にAIを活用してサービス提供を開始しております。今後、多チャンネル業
界でも活用されていうものと推測致します。
• 生成された動画や画像等の著作権整備は必要性が出てくるかと考えます
• 今更感がありますが、精度レベルが上がればやるべきだと思う
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今のところ
関心は無い
15.6％

その他0％

業務への影響は不明だが、
関心はある
49.4％

業界の発展に
寄与すると
期待している
35.1％

N=77

図表 124　eスポーツイベント・大会の運営
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2020
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2023
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2025

N=84

N=78

N=79

N=7

N=77

N=76

（％）

すでに
取り組んでいる 取り組む予定 関心はある 関心がない

17.9 1.2 35.7 45.2

11.5 1.3 44.9 42.3

20.3 0 36.7 43.0

16.5 0 32.9 50.6

11.7 0 37.7 50.6

19.7 2.6 28.9 48.7

参考　「eスポーツ映像コンテンツの制作」経年比較
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2025

N=84
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N=79

N=7

N=77

N=76

（％）

すでに
取り組んでいる 取り組む予定 関心はある 関心がない

15.5 2.4 35.7 46.4

12.8 5.1 38.5 43.6

17.7 0 32.9 49.4

19.0 0 24.1 56.9

11.7 0 31.2 57.1

13.2 2.6 32.9 51.3

参考　「eスポーツイベント・大会の運営」経年比較

�ɽ多チャンネル放送研究所への期待
業界についての現状把握と課題抽出に留まらず､ 業界全体の持続的な発展に向け､ 調査
の継続と具体的かつ効果的な提言や実務に向けた活動の強化を求める声が多く見られた。

• 継続していくことが重要だと思います。これからもよろしくお願いします
• 調査資料、業界予測資料等を定期的に発行してほしい
• 調査資料、業界予測資料の充実
• 市場動向
• 市場動向
• 業界全体に向け、更なる活動強化・継続を期待しております。
• 研究するだけではなく、実施してほしい。
• CATVはまだしも、CSに関しては明るい兆しが見えない。124/8、110CS事業の中長期的な課題の
整理と対策、将来の可能性について提言してほしい
• 会員数・視聴者数の低減が進んでいるので、トラポン等の固定コスト低減。有料衛星放送事業自体の盛
り上げを期待しております
• より効果的な提言をいただけると幸いです
• 競合サービスとの比較、諸外国の動向レポート
• 配信と放送に関する著作権法整備を進めるよう各関係省庁にプレッシャーをかけ続けてほしい。
• 業界の現状把握・課題抽出などへのご尽力に期待しております
• 多チャンネル業界は契約者の減少で収益も悪化、同じ業界内でも各社方針や戦略はバラバラなので、こ
の辺りを収益安定化、コスト防衛を共同でできないか検討するというようなフェーズに来ているのでな
いか
• 地上波、BS、CS等の放送のほか、サブスクなど、自宅のテレビモニター利用時間やメディアパワーの
実態・推移、比較を研究頂きたいと考えます。
• もっと視聴者数を伸ばす努力をしてほしい
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トップページ

2025年多チャンネル放送実態調査ご協⼒のお願い

【ご§¨】
_�は多チャンネル放送研究所の活動にご協⼒¦りまして にありがとうございます。
この度、当研究所では「202	年多チャンネル放送実態調査」を実施させていただくこととなりました。
本調査は、200
年以来ご協⼒いただきA回で17回⽬を�えるものです。

2013年調査から、1.　回答者の皆様のy担�e、2.　回答データの速やかな集計を実現することにより、
分析・報告を従来以上に向上させることを⽬的として、W��を活⽤した調査⼿Bを�⽤いたしました。

会員各社の皆様からご協⼒いただいた回答のおかげをもÈまして、201	年以�、
従来以上に精©かつ多�的な調査データの分析を⾏うことができました。

A回も引き続き、皆様のご参考になるような分析と報告の作成を⽬指しております。
調査主旨・⽬的、そして�定する結果報告のイメージなどを下kに説明して参りますのでgめてご参�いただき、
A8とも変わらÐ皆様のご理解とご協⼒を¦りたく、お願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多チャンネル放送研究所所⻑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�　�£

【お問い/わせ】
W��を活⽤した調査について、ご対応が��な4/、下kまでお問い/わせください。
�の質問�にご回答いただく⽅Bもご案内しております。

本調査に関するごL明な点、ご要�、お問い/わせもお⼿数ですが、下kへご連�ください。

【ご回答N{】
202	年1107#（+）　237	
分

多チャンネル放送研究所事務局­（⼀社）衛星放送協会内®
"107�00	2�3Pa�q��2�8�2��çル4�
����03�6441�0		0

担当�︓¡¢　~
�����︓���b�
��e��e�����.��


トップページ

【調査主旨の説明】
本調査の⽬的は以下の2点です。

　・1つには、多チャンネル放送事業全体の現況を、内外から信頼される公式の定点調査として集計し、
　　⾼質な分析と報告の実現を⽬指します。
　・2つ⽬は、現在各社の関⼼が⾼いトピックスについて、業界全体が現在どのように対応し、将来
　　どのように対策しようと考えているのかを、総括して業界内の実態として報告します。

【データの秘匿性確保に対する対応】
多チャンネル放送研究所では、会員各社よりご⼊⼒頂いた回答データの管理について、従来同様に
その秘匿性の担保に配慮しております。具体的には、

・1.当研究所から独⽴した外部の第三者機関（Web調査会社︓MSS社）のみで集計・
　　管理し、ご回答頂いた⽣データが回答者以外の会員各社は元より当研究所の所⻑、研究員、
　　事務局の⽬に触れることがないように確実に対処いたします。

・2.研究所としては、調査結果については飽くまでもWeb調査会社より集計し、提供された
　　集計結果のみを分析し、報告いたします。

・3.以上2点をより確実なものとするためにデータの回収、集計作業の発注にあたっては、
　　多チャンネル放送研究所とWeb調査会社（MSS社）間で、秘密保持契約（ＮＤＡ）を締結し、
　　回答データの管理についても契約書内で明確に規定いたします。

・4.前回に引き続き質問内容の精査において、複数回答の関連付けから回答者の特定につながる
　　可能性のある設問を排除しております。社内規定など会社実績情報などの秘匿
　　性保持の観点から、無回答で対応される会員各社の皆様へ、研究所としても可能な配慮
　　をする努⼒を⾏うことで、本調査結果が業界内外から公式の調査報告と信頼される
　　完成度を⽬指しております。

会員各社様のご理解とご協⼒をお願い申し上げます。

【「調査アウトプットイメージ」と業界への貢献】
衛星放送協会も設⽴27年となり、これまでの蓄積を踏まえつつ将来に向けた事業活動の必要に
迫られていることは疑いようもありません。こうした状況に鑑み、将来にわたる衛星放送事業の
健全な発展に向けて、2008年に当研究所が設⽴されたことは既にご案内のとおりです。

当研究所では激変するメディア環境に迅速に対応し、多チャンネル放送が発展するための具体的
な提⾔を⾏って参りたいと考えております。そのために、多チャンネル放送事業全体の実態を
つかむことが必須であると考え本調査を企画いたしました。

調査結果につきましては、引き続きご協⼒いただいた会員各社にフィードバックさせていただくほか、
業界発展のためのさまざまな提⾔の基礎として活⽤するべく予定しております。
過去16回に渡り実施した調査は、すでに官庁や事業者、関連業界、メディア等で引⽤され、
多チャンネル放送の在り⽅を⽰す重要な基礎資料の⼀つとして活⽤されております。
ご多忙な折、お⼿数をおかけしますが、趣旨をご理解の上、業界発展のため、
ご協⼒のほど重ねてお願い申し上げます。
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マネジメント経営企画

マネジメントあるいは経営企画など貴チャンネル全体のビジネス状況を理解されているご担当者への質問

★多チャンネル放送全体の加⼊者予測について伺います。

必須Q1 今後重視するプラットフォームの順位を⼊⼒してください。（それぞれひとつだけ）

1位 2位 3位 4位 5位 6位
1 スカパー︕プレミアム（124/8） ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 スカパー︕（110°） ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 スカパー︕プレミアム光 ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
4 CATV ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 IPTV ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 OTTプラットフォーム ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○

任意Q2 上記設問で1位を選んだ理由をご記⼊ください。

★収⼊について伺います。
任意Q3 2024年度決算の実績ないし⾒込みから、プラットフォーム⼿数料等を除いたネット収⼊の総額を

下記の当てはまる数字からお選びください。（ひとつだけ）
※OTTプラットフォームで展開する貴放送チャンネルの派⽣商品も含む

○ 1 1億円未満
○ 2 1億円以上〜3億円未満
○ 3 3億円以上〜5億円未満
○ 4 5億円以上〜10億円未満
○ 5 10億円以上〜20億円未満
○ 6 20億円以上〜30億円未満
○ 7 30億円以上〜50億円未満
○ 8 50億円以上〜100億円未満
○ 9 100億円以上

必須Q4 前問の収⼊について、売上げのあった項⽬の⽐率をお答えください。
※半⾓数字でご⼊⼒ください。

1 ％
2 ％

3 ％
4 ％
5 ％
6 ％

【その他】
7 PPV ％

8 ％

9 OTT系　動画配信 ％
10 アプリサービス（ゲームなど） ％
11 ％
12 ％
13 ％
14 ％
15 有料イベント
16 ％

％

任意Q5 前問で「16 その他」に1以上の数字を⼊⼒した場合、具体的な項⽬内容をお答えください。

必須Q6 前問の（【その他】※Q4選択肢7〜16）収⼊⾯を踏まえて、戦略上増強した項⽬はどれですか。（いくつでも）

□ 1 PPV
□ 2 放送系動画配信（放送PF︓スカパー︕、CATV、IPTV）
□ 3 OTT系　動画配信
□ 4 アプリサービス（ゲームなど）
□ 5 番組販売
□ 6 番組・CM等制作受託
□ 7 DVDなどパッケージメディア販売
□ 8 物販
□ 9 有料イベント
□ 10 その他
□ 11 当てはまるものはない

任意Q7 その項⽬の売り上げが増加した理由を具体的にお答えください。

DVDなどパッケージメディア販売
物販

広告

DTH︓CS124/8
DTH︓CS110°/BS

CATV
IPTV
SMATV

その他

合計

番組販売
番組・CM等制作受託

放送系動画配信
（放送PF︓スカパー︕、CATV、IPTV）
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マネジメント経営企画

★3 の%状について伺います。
任意Q
 2024年度決算の実績ないし⾒込みから、プラットフォーム⼿数料等を除いたネットtKの総額を

下記の当てはまる数字からお選びください。（ひとつだけ）
※OTTプラットフォームで展開する貴放送チャンネルの派⽣商品も含む

○ 1 5�000O円未満
○ 2 5�000O円以上〜1億円未満
○ 3 1億円以上〜3億円未満
○ 4 3億円以上〜5億円未満
○ 5 5億円以上〜10億円未満
○ 6 10億円以上〜20億円未満
○ 7 20億円以上〜30億円未満
○ 8 30億円以上

必須Q� 前問のtKについて、\3のあった項⽬の⽐率をお答えください。
※半⾓数字でご⼊⼒ください。

1 ％

2 番組制作・�⼊t ％

3 åーケÚィンÑ・��販�t ％

4 4般管理t・その他 ％

％

必須Q1� 前問のtKの中で、御社が戦略上増強した項⽬はどれですか。（ひとつだけ）

○ 1 番組送信t　（トラポン、送信料など）但し、プラットフォーム⼿数料は除く
○ 2 番組制作・�⼊t
○ 3 åーケÚィンÑ・��販�t
○ 4 4般管理t・その他
○ 5 当てはまるものはない

任意Q11 その項⽬のtKが増加した理由を具体的にお答えください。

必須Q12 配信に対応するために制作tや権利料が増加した割合をお答えください。
配信に対応することによって番組制作t・�⼊tは前年度と⽐較して変化がありましたか。当てはまるものを下記よりお選びください。（ひとつだけ）
※「配信」とは有料／無料VOD、⾒逃しVOD、サイåル配信の各サービスを含みます。

〇 1 変わっていない
〇 2 1〜5％未満
○ 3 5〜10％未満
○ 4 10〜15％未満
○ 5 15〜20％未満
〇 6 21％以上
〇 7 配信には対応していない

任意Q13 2024年度決算の実績ないし⾒込みから、営業損益について該当するものをお選びください。（ひとつだけ）

○ 1 3億円以上の損失
○ 2 3億円未満の損失
○ 3 ほぼ均衡
○ 4 1億円未満の利益
○ 5 1億円以上〜3億円未満の利益
○ 6 3億円以上〜5億円未満の利益
○ 7 5億円以上〜10億円未満の利益
○ 8 10億円以上〜20億円未満の利益
○ 9 20億円以上の利益

任意Q14 営業損益について、前年に⽐べ、増益か減益かお答えください。（ひとつだけ）

○ 1 増益
○ 2 減益

番組送信t　（トラポン、送信料など）
但し、プラットフォーム⼿数料は除く

合計
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マネジメント経営企画

★経営>(について伺います。
必須Q15 貴チャンネルと下記との ]について、�当とY¾ものを選択してください。（それぞれひとつだけ）

1 IPTV ⇒
2 CATV ⇒
3 スカパー︕ ⇒
4 �上�TV ⇒
5 無料BSTV ⇒
6 レンØルビデÐ ⇒
7 有料動画配信サービス ⇒
8 無料動画配信サービス ⇒
9 スポーÚ・ライãなどのリアルイベント ⇒
10 Ðンラインゲームなど��B上のº�（èßゲー、����など） ⇒
11 スåートフォン・Øãレットのアプリ ⇒
12 ⇒

任意Q16 上記の設問で、貴チャンネルが,も重0なビジネスパートÝー�びX�的な{合サービスとVえたz�の理由をお答えください。

,も重0なビジネスパートÝーと答えた理由

X�的な{合サービスとVえた理由

貴チャンネルにおける5pの*営戦略上の重0�項は�ですか。
必須Q17�1 【ÓンÚンÚについて】の重0�項を、下記項⽬から選択してください。（,
3つまで）

□ 1 視«�ÞーÖに³fに応えるÓンÚンÚの\%
□ 2 ,�ÓンÚンÚの��的'�
□ 3 社としてのÐリジÝリÚィのあるÓンÚンÚの\%
□ 4 ÓンÚンÚ�社制作Z⼒の:上
□ 5 ÓンÚンÚ'�HのJ�化とその/�2の\%
□ 6 VODÓンÚンÚの��的\%
□ 7 CS放送権以1の権利の®N（配信・åーチャンÙイジンÑ・イベントなど）
□ 8 ライãラリーÓンÚンÚの4¦の�実や有�[K
□ 9 d�のÓンÚンÚ（SD画y・字�無し）を放送する¢にg0なHD化や字�制作に±かるÓスト 
□ 10 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 11 重0�項はない

必須Q17�2 【加⼊�®N・加⼊�サービスについて】の重0�項を、下記項⽬から選択してください。（,
3つまで）

□ 1 加⼊�®NÑャンåーンなどの�社��の販�[動
□ 2 加⼊�対vの`加的なサービス（ポイント制、åイレージ、イン×ンÚィãなど）
□ 3 eに�チャンネル加⼊�:けのサービス
□ 4 �-的'9による加⼊�ÞーÖの·¯
□ 5 チャンネルQR度の:上
□ 6 CATVq・スカパー・IPTV�業�の営業[動、加⼊�7ÑャンåーンとのØイアップ強化
□ 7 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 8 重0�項はない

必須Q17�3 【Óスト・収⼊（r4体y）・o�について】の重0�項を、下記項⽬から選択してください。（,
3つまで）

□ 1 社のr4体yの�&化
□ 2 ÓンÚンÚ'�・制作tKの�率的¨制
□ 3 広告�業収⼊のさらなる®Nのための体制強化
□ 4 �jサービス・�業に対する=#の�

□ 5 放送1�業収⼊®Nのための体制\!
□ 6 �jÓンÚンÚに対する=#
□ 7 åーケÚィンÑÓストの�
あるいは¨制
□ 8 �率的放送送3ÔスÚムのt⼊
□ 9 字�放送・リáート率j制・CMj制・£n¥lP@・ラÏÜネス対応等の対B
□ 10 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 11 重0�項はない

○

○

○ ○
○ ○○

○

○

○

X�的な{合サービス
どÂらかとDえÄ{合

サービス
eにどÂらでもない

重0なビジネスパート
Ýー

,も重0なビジネス
パートÝー

○
○

○
○
○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○
○

○

○
○ ○ ○
○ ○ ○

○

○

○
○ ○ ○
○ ○ ○

○
○

○

○○
○

○○S�S

○

○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○
○
○
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ྉ

マネジメント経営企画

必須Q1
 チャンネルの5pにおける.な視«�¦についてお答えください（いくつでも）
また、今後�
してい¿たいとVえる視«�¦についてもお答えください。（いくつでも）

1 C（4〜12}MG） ⇒ □ □
2 T（13〜19}MG） ⇒ □ □
3 M1（20〜34}M2） ⇒ □ □
4 F1（20〜34}G2） ⇒ □ □
5 M2（35〜49}M2） ⇒ □ □
6 F2（35〜49}G2） ⇒ □ □
7 M3（50〜64}M2） ⇒ □ □
8 F3（50〜64}G2） ⇒ □ □
9 M4（65}以上M2） ⇒ □ □
10 F4（65}以上G2） ⇒ □ □
11 あてはまるものはない ⇒ □ □

必須Q1� 貴チャンネルにおいて30)以下の視«�（¦）®Nの¢に、��的な+り組みを�っていますか。（ひとつだけ）

○ 1 +り組んでいる
○ 2 +り組んでいない

任意Q2� 前問で¼+り組んでいる½を選択した�にお|¿します。
30)以下の視«�（¦）®Nの¢の、具体的な+り組みをお|かÁください。

任意Q21 その他、貴チャンネルの*営�>についてご記⼊ください。

Jチャンネル放送業Aの�展の¢に+り組むべ¿とYわれること、-~されることは�だとVえますか。
必須Q22�1 【加⼊�®N・加⼊�サービスについて】+り組むべ¿こと、-~されることを、下記項⽬から選択してください。（,
3つまで）

□ 1 放送�業�とプラットフォームのb�プëèーÔêンの強化
□ 2 プラットフォームによる�j加⼊®NÑャンåーンの��的実^とF算=下
□ 3 �j加⼊�eµ（イン×ンÚィã）の��
□ 4 �j加⼊増にXLする加⼊�7プランのuªと�率的なÓストWK
□ 5 スカパー︕（110°）のさらなるQR・¬�
□ 6 J�な��決E�"のT�（ÓンビÞ決E、プリåイÜカーÜ、��Båネー等）
□ 7 カスØåーサービスの�実（Óール×ンØー��、有料��設aサポート等）
□ 8 ÓンÚンÚのJ�2\%とそのy的:上に対するプラットフォームの理Oと�7
□ 9 J�な­�ÞーÖに�合した、わかりやすく、選択�由な×ット・パッÒメÞéーの開�と��
□ 10 åルチスÒリーンなどU?)放送サービスに対応するインフラ/サービスのT�
□ 11 ��K;など他のサービスとのßンÜル販�、販売§6の��
□ 12 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 13 +り組むべ¿こと、-~されることはない

必須Q22�2 【O(sc対B】+り組むべ¿こと、-~されることを、下記項⽬から選択してください。（,
3つまで）

□ 1 O(scとしての´加⼊�サービスの�実（åイレージ、ポイント制など�-�(イン×ンÚィãプランの組3）
□ 2 �-的な�場'9による­�ÞーÖの·¯と各社ÅのフィーÜßッÒ
□ 3 �年¡�割、��割、C�割などJ�な�-�(プランの組3とT�
□ 4 O(理由に対する²�な'9�°�び対Bの!案
□ 5 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 6 +り組むべ¿こと、-~されることはない

必須Q22�3 【Óストについて】+り組むべ¿こと、-~されることを、下記項⽬から選択してください。（,
3つまで）

□ 1 衛星トラポン料、送信業4委託料の低減
□ 2 プラットフォーム⼿数料の低減あるいは実勢に合った柔軟な料�メÞéー
□ 3 CATV、IPTV:け配信Óストの低減あるいは実勢に合った柔軟な料�メÞéー
□ 4 £n¥l放送、«覚障l�:け字�放送、⾼画y化（4K）対応などの対応に わる政府の対BtK\援B
□ 5 著作権・著作隣�権料率の�正なガイÜライン作り
□ 6 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 7 +り組むべ¿こと、-~されることはない

任意Q23 その他、Jチャンネルの放送業Aの*営�>（Óストについてなど）についてご記⼊ください。

5pの.な視«�

↓

今後�
したいとVえる 視«�

↓

視
«
年
齢
¦
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ྉ

マネジメント経営企画

★O:&?�Pについて伺います。
必須Q24 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでの展開についてお答えください。（それぞれひとつだけ）

 ※「その他」がない場合は、「!4したことがない」を選択してください。記⼊TÅの⼊⼒は�0です。

す
で
に
実
^
し
て
い
る

具
体
的
な
実
^
F
�
が
あ
る

5
,
実
^
を
!
4
し
て
い
る

実
^
を
!
4
し
た
が
や
め
た

!
4
し
た
こ
と
が
な
い

実
^
し
た
が
や
め
た

1 スカパー︕番組配信 ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 SPOO� ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 CATV ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
4 A
���� P��

 V�	
�チャンネル ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 �社 ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 その他（　　　　　　　　　　　　） ⇒ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Q24dQすdに�0]ているRQC体�な�0予�XあるRQ%5�0を,=]ているRい_れWを�K]`�のmVAUYaさい。
必須Q25 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでのT�（!4）�"について、有料・無料それぞれお答えください。（それぞれいくつでも）

有料 無料

放
送
サ
イ
å
ル
U
リ
Þ
ア
V

放
送
と
は
)
D
3
の
リ
Þ
ア

Ó
ン
Ú
ン
Ú
ご
と
U
T
V
O
D

�

Ó
ン
Ú
ン
Ú
ご
と
U
S
V
O
D

�

そ
の
他

放
送
サ
イ
å
ル
U
リ
Þ
ア
V

放
送
と
は
)
D
3
の
リ
Þ
ア

Ó
ン
Ú
ン
Ú
ご
と
U
T
V
O
D

�

Ó
ン
Ú
ン
Ú
ご
と
U
S
V
O
D

�

そ
の
他

1 スカパー︕番組配信 ⇒ □ □ □ □ □� � □ □ □ □ □� �
2 SPOO� ⇒ □ □ □ □ □� � □ □ □ □ □� �
3 CATV ⇒ □ □ □ □ □� � □ □ □ □ □� �
4 A
���� P��

 V�	
�チャンネル ⇒ □ □ □ □ □� � □ □ □ □ □� �
5 �社 ⇒ □ □ □ □ □� � □ □ □ □ □� �
6 その他 ⇒ □ □ □ □ □� � □ □ □ □ □� �

Q24dQ�0を,=]`Xpn`RQ�0]`Xpn`Rを�K]`�のmVAUYaさい。
必須Q26 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでのT�実^をやめた理由をお答えください。（それぞれいくつでも）

F
L
Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V
の

配
信
権
が
N
に
く
い

F
L
Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V
の

配
信
権
の
®
N
Ó
ス
ト
が
⾼
い

Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V
に
`
S

す
る
B
�
の
配
信
権
.
理
が
J

6

Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V
に
`
S

す
る
B
�
の
配
信
権
の
®
N
Ó

ス
ト
が
⾼
い

番
�
に
`
S
す
る
B
�
の
配
信

権
.
理
が
J
6

番
�
に
`
S
す
る
B
�
の
配
信

権
の
®
N
Ó
ス
ト
が
⾼
い

C
M
の
配
信
権
が
Ò
リ
ア
さ
れ

て
い
な
い

配
信
権
の
.
理
の
?
�
が
わ
か

り
に
く
い

配
信
W
K
に
⼿
�
が
か
か
る

配
信
W
K
の
Ó
ス
ト
が
⾼
い

加
⼊
数
が
あ
ま
り
と
れ
な
い

t
K
対
�
'
／
収
\
が
み
あ
わ

な
い

g
0
2
が
低
い

そ
の
他

1 スカパー︕番組配信 ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� �
2 SPOO� ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� �
3 CATV ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� �
4 A
���� P��

 V�	
�チャンネル ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� �
5 �社 ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� �
6 その他（　　　　　　　　　　　　） ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� �

必須Q27 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでのT�において障Mとなっていることをお答えください。（それぞれいくつでも）

F
L
Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V

の
配
信
権
が
N
に
く
い

F
L
Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V

の
配
信
権
の
®
N
Ó
ス
ト
が

⾼
い

Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V
に
`

S
す
る
B
�
の
配
信
権
.
理

が
J
6

Ó
ン
Ú
ン
Ú
U
番
組
V
に
`

S
す
る
B
�
の
配
信
権
の
®

N
Ó
ス
ト
が
⾼
い

番
�
に
`
S
す
る
B
�
の
配

信
権
.
理
が
J
6

番
�
に
`
S
す
る
B
�
の
配

信
権
の
®
N
Ó
ス
ト
が
⾼
い

C
M
の
配
信
権
が
Ò
リ
ア
さ

れ
て
い
な
い

配
信
権
の
.
理
の
?
�
が
わ

か
り
に
く
い

配
信
W
K
に
⼿
�
が
か
か
る

配
信
W
K
の
Ó
ス
ト
が
⾼
い

加
⼊
数
が
あ
ま
り
と
れ
な
い

t
K
対
�
'
/
収
\
が
み
あ

わ
な
い

g
0
2
が
低
い

そ
の
他

障
M
は
e
に
な
い

1 スカパー︕番組配信 ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� � □
2 SPOO� ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� � □
3 CATV ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� � □
4 A
���� P��

 V�	
�チャンネル ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� � □
5 �社 ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� � □
6 その他（　　　　　　　　　　　　） ⇒ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □� � □

必須Q2
 貴チャンネルの今後のIPリÞア配信についてのおVえをお答えください。（いくつでも）

□ 1 放送�(に`�したIPリÞア配信サービスをG�・強化していく
□ 2 放送�(とは�動しないIPリÞア配信�業を�
していく
□ 3 IPリÞア配信サービスにおいては、他社のプラットフォーム（スカパー︕・��COM・�

���・�
����・A���
等）を&ったサービス（B �� B �� C）を�っていく
□ 4 IPリÞア配信サービスにおいては、�社の��のサービス（B �� C）を�っていく
□ 5 IPリÞア配信については、権利の®Nを含めた��的な=#を�っていく
□ 6 IPリÞア配信については、tK対�'/収\を重視して今後の�0を!4する
□ 7 5,�っているIPリÞア配信について、tK対�'/収\が>いものについてはサービスのIcを!4する
□ 8 IPリÞア配信は(H�>として強化・�
していく
□ 9 IPリÞア配信についてはg02が低いため、(H順位は低い
□ 10 その他（　　　　　　　　　　　　）
□ 11 当てはまるものはない
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マネジメント経営企画

★放送の;IスyuルMま`M放送のF)maZdなYM�`なEJビジネス?�oDまUてV伺い]ます。
必須Q2� ÚレビやFLÓンÚンÚにおける視«83やスØイルに �して以下のよ¾な動¿があります。これらは今後どの<度¬�するとYいますか。

2026年�6において該当するものを選択してください。（それぞれひとつだけ）

1 4般CKにおける4K¬� ⇒
2 4般CKにおける8K¬� ⇒
3 4般CKにおけるTVの
;化（50インチ以上がA+） ⇒
4 :画視«によるØイムÔフト化 ⇒
5 VODによるØイムÔフト化 ⇒
6 ⾒逃し視«の¬� ⇒
7 スåートTVの¬� ⇒
8 プレイスÔフト化 ⇒
9 èßイルデßイス視«の¬� ⇒
10 V�FLの¬� ⇒

必須Q3� 今後の戦略上、V�FLやQ;動画などの�たなFLÓンÚンÚの制作、展開において該当するVえ�をお|かÁください。（ひとつだけ）

○ 1 すでに+り組んでいる
○ 2 +り組むF�である
○ 3  #はある
○ 4  #がない
○ 5 その他（　　　　　　　　　　　　）

必須Q31 �$RZ（AI）を[Kした字�⽣3やFL制作などが、業4の�率化や�たなビジネスチャンスの�9として+り上げられていますが、
Jチャンネル業Aにおける今後の/Z2について、Vえ�をお|かÁください。

必須Q32 今後の戦略上、
スポーÚÓンÚンÚの制作、イベント・
�のW営において該当するVえ�をお|かÁください。（ぞれぞれひとつだけ）

1 FLÓンÚンÚの制作 ⇒
2 イベント・
�のW営 ⇒

任意Q33 Jチャンネル7=�の今後の[動に-~することをお|かÁください。今後の7=[動の-VにさÁていただ¿ます。

� �

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○

ま
っ
た
く
¬
�
し
て
い

な
い

わ
か
ら
な
い

○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○

○

○

広
く
¬
�
し
て
い
る

� �

○ ○
○○ ○

あ
ま
り
¬
�
し
て
い
な

い

○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○ ○
○ ○

す
で
に
+
り
組
ん
で
い
る

+
り
組
む
F
�
で
あ
る

 
#
は
あ
る

 
#
が
な
い

○ ○
○ ○

○ ○
○

○
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スカパー！（DTH）

スカパー︕（DTH）ご担当者への質問

必須 Q1 貴チャンネルのスカパー︕への番組の配信先の配信形態をお答えください。（それぞれひとつだけ）

1 124/8 ⇒ ○ ○ ○ ○
2 110° ⇒ ○ ○ ○ ○
3 光 ⇒ ○ ○ ○ ○

⇒すべて「配信していない」を選択した⽅はアンケート終了

Q1で「2.110°」で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.「ベーシック」「プレミアム」両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q2 今後のスカパー︕（110°）にとって、貴チャンネルが考える必要と思われる商品はどのようなものでしょうか。該当する項⽬を選択してください。（いくつでも）

□ 1 ⾒たいチャンネルを個別に選択できる「アラカルト」
□ 2 特定ジャンルパック（同ジャンル、異なるジャンルの組み合わせで強⼒パック）
□ 3 好きな番組を好きなだけ選べる⽉額固定⾒放題パック
□ 4 ⾼額プレミアムパック︓全ての強⼒コンテンツが⾒れる最⾼級パック
□ 5 該当するものはない

任意 Q3 上記の商品が必要と思う理由をお聞かせください。

Q1で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.「ベーシック」「プレミアム」両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q4 貴チャンネルは、スカパー︕において、放送サービス・放送外サービスとして、下記のいずれかへのコンテンツ供給を実施していますか。

また実施している⽬的をお答えください。（それぞれいくつでも）
※実施していない場合は「実施していない」をお選びください。

1 ⇒
2 ⇒
3 ⇒

Q4で『1.収益⽬的』『2.プラットフォーム⽀援』『3.チャンネルプロモーション』『4.コンテンツの有効活⽤』『5.その他』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
任意 Q5 実施している中で、問題点・改善点など、感じていることがあればご記⼊ください。

Q4で『6.実施していない』　を選択した⽅のみお答えください。
必須 Q6 実施していない理由をお選びください。（それぞれいくつでも）

1 ⇒
2 ⇒
3 ⇒
SPOOX
スカチャン

スカパー︕番組配信
SPOOX
スカチャン

スカパー︕番組配信

□

□ □ □ □
□

□ □ □
□ □ □

□ □

その他

□ □ □ □

収益が合
わない

コンテンツ
等に対する
予算的な
問題

コンテンツ
の権利的
な問題

チャンネル
プロモー
ションに繋
がらない

□（　　）
□

その他

□（　　）

実施してい
ない

プラット
フォーム⽀
援

□
□
□

収益⽬的

ベーシック

□（　　）□ □ □ □
□ □（　　）

プレミアム
「ベーシッ
ク」「プレミ
アム」両⽅

配信してい
ない

□（　　）
□（　　）

チャンネル
プロモー
ション

コンテンツ
の有効活
⽤

151 2025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3月



ࢿ

ྉ

ケーブル・IPTV営業

ケーブル／IPTV営業ご担当者への質問

必須 Q1 貴チャンネルのCATVへの番組の配信先の配信形態をお答えください。（ひとつだけ）

○ 1 ベーシック ⇒　Q2へ
○ 2 プレミアム ⇒　Q2へ
○ 3 ベーシックとプレミアム両⽅ ⇒　Q2へ
○ 4 配信していない ⇒　Q11へ

Q1で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q2 CATVに配信されている場合、直近の配信局数を選択してください。（ひとつだけ）

○ 1 100局以下
○ 2 101-150局
○ 3 151-200局
○ 4 201-250局
○ 5 251-300局
○ 6 301-350局
○ 7 351局以上

必須 Q3 昨年度と⽐べ、配信局数はどのように変化しましたか。（ひとつだけ）

○ 1 増えた
○ 2 変わらない
○ 3 減った

必須 Q4 多チャンネル業界全体の成⻑を考える⽴場から、貴チャンネルが考える最良と思われる主⼒商品を下記から選択してください。（ひとつだけ）

○ 1 ベーシック
○ 2 アラカルト
○ 3 ミニパック
○ 4 ジャンル
○ 5 VOD
○ 6 選択可能なミニパック
○ 7 その他（　　　　　　　）

任意 Q5 CATVにおいては、ベーシック以外の商品構成（ミニベーシック、ジャンルセット、アラカルト販売等）に関する議論がありますが、
貴チャンネルはこの問題についてどのようにお考えでしょうか。

必須 Q6 貴チャンネルを導⼊する全CATV局の実際の平均単価・配信世帯数・総売上について、
昨年度と対⽐して増加しましたか、減少しましたか。（ひとつだけ）また、それは昨年度対⽐で何％くらいでしょうか。
※半⾓数字でご⼊⼒ください。
※昨年度対⽐で5％増（105％）の場合は「5」と記⼊してください。また、昨年度対⽐で5％減（95％）の場合は「5」と記⼊してください。

増加 変わらない 減少

1 平均単価 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

2 配信世帯数 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

3 総売上 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

任意 Q7 また、昨年度対⽐で増減が5％をこえる場合については、おもな理由をご記⼊ください。

平均単価

配信世帯数

総売上
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ケーブル・IPTV営業

Q1で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q� 貴チャンネルは、CATVにおいて、ywÌーÜÏ・yw外ÌーÜÏとして、下記のい¦れかへのËンÔンÓ��を実fしていますか。

また実fしている;2をお答えください。（それ¨れいくつでも）
※実fしていない場合は「実fしていない」をお選·ください。

1 VOD�※\品単U|)�のVODÌーÜÏ） ⇒

2 �VOD�※,c.y題�のVODÌーÜÏ） ⇒

3 �OD�※{�epeのVODÌーÜÏ） ⇒

4 áルチÕÙÇÏ ⇒

5 .�し配信 ⇒

6 +主チャンネルへの番組�� ⇒

Q�で『1.!'��』『2.プbッVXMーム�%』『3.R`fWルプe_ーシaf』『�.PfUfTの�(��』『�.<の*』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
任意 Q9 実fしている%で、問題F・W�Fなど、i¤ていることがあれµご記⼊ください。

Q�で『�.� し?いBい』　を選択した⽅のみお答えください。
必須 Q10 実fしていない理由をお選·ください。（それ¨れいくつでも）

1 VOD�※\品単U|)�のVODÌーÜÏ） ⇒

2 �VOD�※,c.y題�のVODÌーÜÏ） ⇒

3 �OD�※{�epeのVODÌーÜÏ） ⇒

4 áルチÕÙÇÏ ⇒

5 .�し配信 ⇒

6 +主チャンネルへの番組�� ⇒

:F?の⽅Cお-いしG:。
必須 Q11 貴チャンネルが、��TVへ番組を配信する際の配信形態をお答えください。（ひとつだけ）

○ 1 ベーシック ⇒　Q12へ
○ 2 プレミアム ⇒　Q12へ
○ 3 ベーシックとプレミアム両⽅ ⇒　Q12へ
○ 4 配信していない ⇒　アンÊートh�

�

ËンÔンÓの�
�
�

その他 実fしていない��;2
プラット��ーム
��

チャンネルプ�
�ーシ�ン

�

�

�

� � �
�

（　　　）
�

� � � �
�

（　　　）
�

� � �
�

（　　　）
�

� � � �
�

（　　　）
�

� � �
�

（　　　）
�

� � � �
�

（　　　）
�

��が合わない
ËンÔンÓ等に
対する	
2
な問題

ËンÔンÓの�
�2な問題

チャンネルプ�
�ーシ�ンに�が

らない
その他

� � � � �
（　　　）

� � � �
（　　　）

� � � �
（　　　）

� � � � �
（　　　）

� � � �
（　　　）

� � � � �
（　　　）

�

�

ケーブル・IPTV営業

Q11で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q12 ��TVにおいては、ywÌーÜÏ以外に、VODのニーズが⾼まっており、ともすれµywよりも配信ÌーÜÏの商品⼒が優先される

懸念も指摘されています。��TV市場において、多チャンネルyw全体の成⻑を考える⽴場から、貴チャンネルが考える
最良と思われる主⼒商品を下記から選択してください。（ひとつだけ）

○ 1 ベーシック
○ 2 アラカルト
○ 3 ミニパック
○ 4 ジャンル
○ 5 VOD
○ 6 選択可能なミニパック
○ 7 その他（　　　　　　　）

任意 Q13 上記を選択した理由をお聞かせください。

Q11で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q14 ��TVにおける平均単価・配信世帯数・総売上について、昨年度と対⽐して増加しましたか、減少しましたか。（ひとつだけ）

また、それは昨年度対⽐で何％くらいでしょうか。
※半⾓数字でご⼊⼒ください。
※昨年度対⽐で5％増（105％）の場合は「5」と記⼊してください。また、昨年度対⽐で5％減（95％）の場合は「5」と記⼊してください。

増加 変わらない 減少

1 平均単価 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

2 配信世帯数 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

3 総売上 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

任意 Q15 また、昨年度対⽐で増減が5％をこえる場合については、おもな理由をご記⼊ください。

平均単価

配信世帯数

総売上
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ケーブル・IPTV営業

Q11で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q12 ��TVにおいては、ywÌーÜÏ以外に、VODのニーズが⾼まっており、ともすれµywよりも配信ÌーÜÏの商品⼒が優先される

懸念も指摘されています。��TV市場において、多チャンネルyw全体の成⻑を考える⽴場から、貴チャンネルが考える
最良と思われる主⼒商品を下記から選択してください。（ひとつだけ）

○ 1 ベーシック
○ 2 アラカルト
○ 3 ミニパック
○ 4 ジャンル
○ 5 VOD
○ 6 選択可能なミニパック
○ 7 その他（　　　　　　　）

任意 Q13 上記を選択した理由をお聞かせください。

Q11で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q14 ��TVにおける平均単価・配信世帯数・総売上について、昨年度と対⽐して増加しましたか、減少しましたか。（ひとつだけ）

また、それは昨年度対⽐で何％くらいでしょうか。
※半⾓数字でご⼊⼒ください。
※昨年度対⽐で5％増（105％）の場合は「5」と記⼊してください。また、昨年度対⽐で5％減（95％）の場合は「5」と記⼊してください。

増加 変わらない 減少

1 平均単価 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

2 配信世帯数 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

3 総売上 ⇒ ○（　）％ ○ ○（　）％

任意 Q15 また、昨年度対⽐で増減が5％をこえる場合については、おもな理由をご記⼊ください。

平均単価

配信世帯数

総売上

ケーブル・IPTV営業

Q11で『1.ベーシック』『2.プレミアム』『3.ベーシックとプレミアム両⽅』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q16 貴チャンネルは、��TVにおいて、ywÌーÜÏ・yw外ÌーÜÏとして、下記のい¦れかへのËンÔンÓ��を実fしていますか。

また実fしている;2をお答えください。（それ¨れいくつでも）
※実fしていない場合は「実fしていない」をお選·ください。

1 VOD�※\品単U|)�のVODÌーÜÏ） ⇒

2 �VOD�※,c.y題�のVODÌーÜÏ） ⇒

3 �OD�※{�epeのVODÌーÜÏ） ⇒

4 áルチÕÙÇÏ ⇒

5 .�し配信 ⇒

6 +主チャンネルへの番組�� ⇒

Q1�で『1.!'��』『2.プbッVXMーム�%』『3.R`fWルプe_ーシaf』『�.PfUfTの�(��』『�.<の*』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
任意 Q17 実fしている%で、問題F・W�Fなど、i¤ていることがあれµご記⼊ください。

Q1�で『�.� し?いBい』　いずれかを選択した⽅のみお答えください。
必須 Q1� 実fしていない理由をお選·ください。（それ¨れいくつでも）

1 VOD�※\品単U|)�のVODÌーÜÏ） ⇒

2 �VOD�※,c.y題�のVODÌーÜÏ） ⇒

3 �OD�※{�epeのVODÌーÜÏ） ⇒

4 áルチÕÙÇÏ ⇒

5 .�し配信 ⇒

6 +主チャンネルへの番組�� ⇒

�
�

（　　　）
�

チャンネルプ�
�ーシ�ン

ËンÔンÓの�
�
�

その他 実fしていない

� � � �
�

（　　　）
�

��;2
プラット��ーム
��

� � �

�
�

（　　　）
�

� � � �
�

（　　　）
�

� � �

�
�

（　　　）
�

� � � �
�

（　　　）
�

� � �

�
�

（　　　）

� � � �
�

（　　　）

��が合わない
ËンÔンÓ等に
対する	
2
な問題

ËンÔンÓの�
�2な問題

チャンネルプ�
�ーシ�ンに�が

らない
その他

� � �

�
�

（　　　）

� � � �
�

（　　　）

� � � �
�

（　　　）

� � � �
�

（　　　）

� � �
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編成

編成ご担当者への質問

★編成・コンテンツについて伺います。
必須 Q1 番組編成について「放送時間ベース」のおおよその割合をご記⼊ください。（時間はCMの時間を除きます。）

※半⾓数字でご⼊⼒ください。

1 ⾃主制作番組 ％
2 外部調達番組（そのまま放送・配信） ％
3 ⼆次加⼯番組（調達後、翻訳などの加⼯を経たもの） ％
4 その他 ％

合計 ％

必須 Q2 貴チャンネルの、今後の各番組の増減の動向について、
該当する予定を下記3つのうちから選択してください。（それぞれひとつだけ）

1 ⾃主制作番組 ⇒
2 外部調達番組 ⇒
3 ⼆次加⼯番組 ⇒

必須 Q3 編成の効果検証として、重視しているものは何ですか。（3つまで）
また、その中で最も重視しているものは何ですか。（ひとつだけ）

1 ⾃局の視聴率
2 他局と⽐べた視聴率・占拠率
3 プラットフォームからの評価
4 加⼊契約数
5 解約発⽣数
6 売上⾼
7 広告収⼊
8 パブリシティ数
9 視聴者の反応
10 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
11 特になし

すべての⽅にお伺いします。
必須 Q4 改編を⾏う際に、重視しているものは何ですか。（3つまで）

また、その中で最も重視しているものは何ですか。（ひとつだけ）

1 ⾃社内の分析データ
2 調査会社・コンサルティング会社による分析・報告

3 地上波局の動向
4 無料BS・CS局の動向
5 有料BS・CS局の動向
6 コンテンツ調達の都合
7 プラットフォームからの要望
8 視聴者からの要望
9 広告戦略上の必要性
10 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
11 特になし

○ ○ ○

今後増やす予定 現状維持 今後減らす予定

○ ○ ○
○ ○ ○

重視しているもの
（3つまで）

最も重視しているも
の

↓ ↓
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○

□ ○
□ ○

□ ○

重視しているもの
（3つまで）

最も重視しているも
の

↓ ↓
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○

□ ○
□ ○
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編成

すべての⽅にお伺いします。
必須 Q5 貴チャンネルはÌリÒÛル番組を制作していますか。（ひとつだけ）

○ 1 制作している ⇒　Q6¼
○ 2 制作していない ⇒　Q11¼

	�J<���'していT=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
必須 Q6 制作しているとお��の貴チャンネルにおた«¸します。ÌリÒÛル番組の91は何ですか。（いくつでも）

□ 1 �⾃性・�{性の7発のた¿
□ 2 �⼊番組よÄもm:,効果¢⾼い
□ 3 チャンネルの\知向上、加⼊促進
□ 4 視聴者のニーズ¢⾼い
□ 5 番組販売・配信展7など新規収益事業創出のた¿
□ 6 編成コンセプト上の必要性
□ 7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	�J<���'していT=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
必須 Q7 ÌリÒÛル番組の企画・作成にあたって、御社¢抱�ていると思われる課題を、以下の中から選択してください。(いくつでも）

□ 1 特に課題はない
□ 2 制作ノウハウの不⾜
□ 3 関係先（制作会社、芸能事務所など）とのコネクション
□ 4 制作スタッフの不⾜
□ 5 番組制作コストの捻出
□ 6 投下m:の回収
□ 7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	�J<���'dYeYの�-=<���'\]_fの�-=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
Q7で、「制作ノウハウの不⾜」、「制作スタッフの不⾜」を選択した⽅にお尋¸します。

必須 Q8 これらの課題を解決するた¿に有効と思われる⽅法を、以下の中から選択してください。（いくつでも）

□ 1 制作経験者の社外からの招聘
□ 2 スタッフの⻑期1な育成
□ 3 制作会社の活:
□ 4 同業他社との連携
□ 5 [4]以外の放送事業者や映像事業者との連携
□ 6 業界全体での⼈材の育成
□ 7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 8 思い当たるものはない

	�J<��2$�'コ\bの9�=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
Q7で「番組制作コストの捻出」を選択した⽅にお尋¸します。

必須 Q9 これらの課題を解決するた¿に有効と思われる施策を、以下の中から選択してください。（いくつでも）

□ 1 スカパー、CATV局等との連携
□ 2 同業他社との連携
□ 3 広告スポンサー¼のセールス強化
□ 4 [1]〜[3]以外の提携先の7拓
□ 5 ローコストでの制作ノウハウ7発
□ 6 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 7 思い当たるものはない

	�J<��#�*�の�)=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
Q7で「投下m:の回収」を選択した⽅にお尋¸します。

必須 Q10 これらの課題を解決するた¿に有効と思われる施策を、以下の中から選択してください。（いくつでも）

□ 1 マルチデバイスなどでの配信先の拡⼤
□ 2 地⽅局や映像配信事業者等¼の番組販売
□ 3 番組のビデÌパッケーÒ化
□ 4 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 5 思い当たるものはない

1562025 年多チャンネル放送実態調査調査報告書
多チャンネル放送研究所　2026 年 3月



ࢿ

ྉ

編成

すべての⽅にお伺いします。
必須 Q11 ��リニtで配信している（もしくは配信を予定している）内7は、放送の編成とどのQ��]していますか。（ひとつだけ）

○ 1 放送のW全サイマル
○ 2 放送の部分サイマル
○ 3 放送と@編成でチャンネル1も@
○ 4 配信していないし、配信する予定もない

	��J<��/.の5�[Xgi=�<��/.K(編成J^hンci&S(=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
必須 Q12 ��リニtで配信している（もしくは配信を予定している）�Bについて、あてはまるものをすべてお選pください。（いくつでも）

□ 1 売上・収益8で期K¢できるから
□ 2 (*8のD�¢できたから
□ 3 コスト8で�合ったから
□ 4 組U・⼈�の�当¢できたから
□ 5 プラットフォームに,する配eから
□ 6 視聴者の*`性¢Sれるから
□ 7 放送¼のgGを期Kしているから
□ 8 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 9 あてはまるものはない

	��J<��0"していLいし:0"すT%�SLい=V�7CUF⽅のRお3?AGCい。
必須 Q13 ��リニtでの配信を予定していない�Bについて、あてはまるものをすべてお選pください。（いくつでも）

□ 1 売上・収益8で期K¢できないから
□ 2 (*8のD�¢できないから
□ 3 コスト8で�合わないから
□ 4 組U・⼈�の�当¢できないから
□ 5 プラットフォームに,する配eから
□ 6 視聴者¼の*`性¢Sれないから
□ 7 放送を>先しているから
□ 8 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 9 あてはまるものはない

=# Q14 コンテンツ調達の現状についておJきします。貴チャンネルの編成戦略のお5�やご#�、課題などあÄましたらご記⼊ください。

=# Q15 6今、0チャンネル放送のH合のE能性としてI9される�TTサービスについて、貴チャンネルとしてそれに,^する[の編成戦略や
お5�、ご#�、課題などあÄましたらご記⼊ください。
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マーケティング

マーケティングご担当者への質問

★マーケティングについて伺います。
必須 Q1 マーケティング・宣伝販促のうちの各媒体の純広告費について、昨年度と対⽐して総額は増えましたか、減りましたか。（ひとつだけ）

○ 1 増えた
○ 2 変わらない
○ 3 減った

必須 Q2 マーケティング・宣伝販促のうちの各媒体の純広告費について、今後の予定をお答えください。（ひとつだけ）

○ 1 積極的に増やす
○ 2 やや増やす
○ 3 現状維持
○ 4 やや減らす
○ 5 積極的に減らす

必須 Q3 視聴者へのマーケティング・宣伝販促戦略において、重視しているものについてお聞かせください。（いくつでも）

□ 1 パブリシティ
□ 2 広告宣伝
□ 3 販促キャンペーン
□ 4 イベント
□ 5 ⾃社メディア運営
□ 6 タイアップ
□ 7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 8 特にない

必須 Q4 視聴者へのマーケティング・宣伝販促戦略において、重視している媒体についてお聞かせください。（いくつでも）

□ 1 TV
□ 2 ラジオ
□ 3 新聞
□ 4 雑誌
□ 5 WEB
□ 6 SNS
□ 7 興⾏場
□ 8 DM/チラシ
□ 9 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 10 特にない

任意 Q5 貴チャンネルにおいて未契約者（無料チャンネルでは未視聴者）との接触頻度を増やすうえで課題となっていることをお聞かせ下さい。

必須 Q6 視聴者へのマーケティング・宣伝販促戦略について、効果測定では何を重視していますか。（いくつでも）
その中で、最重要と考えていることはどれですか。（ひとつだけ）

1 加⼊獲得件数
2 ケーブル局などの新規導⼊件数
3 視聴率
4 ⾃社HPへのアクセス数
5 ⾃社SNSへのエンゲージメント率
6 SNSでの反応
7 ⾃社コールセンターへの問合せ件数
8 メディア露出数
9 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
10 特にない

重視していること
最重要と
考えていること

↓ ↓
□ ○
□ ○
□ ○

□ ○
□ ○

□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
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マーケティング

必須 Q7 貴チャンネルで視聴者の意)を反�する~に9りE¹でいることはどれですか。（いくつでも）
その中で、最重要と考えていることはどれですか。（ひとつだけ）

1 視聴者プâÕィールの��
2 コールセンターのxz
3 プラットÕÀーÜとの6t
4 SNS}との6t
5 社0システÜ・Õâーi`
6 他媒体との6t
7 *ジャンル（�]）視聴者についてのマーケティング
8 *ジャンルX媒体についてのマーケティング
9 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
10 特にない

必須 Q8 A下のÌーシャルメディア、8Y[有サイトの活⽤について、最も当てはまるものをお答えください。（それぞれひとつだけ）
※「その他」がない場合は、「対応する予定はない」を選択してください。

1 Facebook ⇒

2 X（旧Twitter） ⇒

3 LINE ⇒

4 Instagram ⇒

5 YouTube ⇒

6 ⼆コ⼆コ8Y ⇒

7 Tiktok ⇒

8 その他（　　　　　　） ⇒

※すべて「対応する予定はない」を答えた⽅はQ10へ

��<*��%に���91(��C �58い+*��%に���<,D(��<�
+*��"��91(��すE��+'い7F0G�$58�のB/!.294い。
必須 Q9 各々のÌーシャルメディアの活⽤の⽬的についてお聞かせください。（それぞれいくつでも）

1 Facebook ⇒

2 X（旧Twitter） ⇒

3 LINE ⇒

4 Instagram ⇒

5 YouTube ⇒

6 ⼆コ⼆コ8Y ⇒

7 Tiktok ⇒

8 その他（　　　　　　） ⇒

□（　　）

□（　　）

□（　　）

□（　　）

その他

□（　　）

□（　　）

□（　　）

□（　　）

□ □ □

新規層の獲
得

□

□

□

□

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

チャンネルの
認知x⼤

キャンペーン
情報の告知

Õァン育成

□ □ □

○ ○ ○

既に対応済
だが、今後も
注⼒したい

既に対応済
であり、現状
で⼗分

□ □ □

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○○ ○ ○

□ ○
□ ○
□ ○

未対応だが、
対応する予
定

対応する予
定はない

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

□ ○

○

9りE¹でいること

↓

□ ○

最重要と
考えていること

↓
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
□ ○
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マーケティング

す@ての�に/伺い5ます。
必須 Q10 貴チャンネルのマーケティングJ当者が現]、�1�^えている課題はな¹でしwうか。

i当するf⽬を選択してください。（いくつでも）

□ 1 新規加⼊獲得（G$"_)にxる加⼊6[り�Ru）
□ 2 7チャンネル視聴者の"_)（コンテン~との,�\）
□ 3 7T)する�dサー�ス（プラットÕÀーÜ）へのマーケティング対応
□ 4 視聴者a/の��（?接契約ではないたv、��がcP）
□ 5 K年層への認知x⼤・アプâーチ
□ 6 7T)する媒体（Ìーシャルメディア、デ�イス）への対応
□ 7 プラットÕÀーÜとの6t.)
□ 8 マーケテイング予DのB*
□ 9 各VSNSにおけるプâ�ーシ�ンの効果測定
□ 10 ⾃社メディア（{|ブサイト、スマ�サイト、アプリ}）の活⽤
□ 11 その他（　　　　　　　　　　　　　）
□ 12 特にない

必須 Q11 7チャンネルNM�3のZなる!Uの~に、今後のマーケティング活8に=vられることはな¹でしwうか。
i当するf⽬を選択してください。（いくつでも）

□ 1 視聴者層x⼤（新規加⼊獲得、K年層の9り8t}）のたvのマーケティング
□ 2 9約LE（既加⼊者サー�スのxz}）C4
□ 3 視聴者とのコ���ケーシ�ン.)（イベント、SNSの活⽤}）
□ 4 プラットÕÀーÜとの6t.)
□ 5 チャンネルをまたいだHI的なプâ�ーシ�ン
□ 6 プラットÕÀーÜにbWしないS⾃の戦略
□ 7 X広い層にリーチでoるマーケティング
□ 8 ターゲットをhったマーケティング
□ 9 NMのtにYらない新規�ジネス&!
□ 10 Ìーシャルメディアなど新しいメディアの積極的な活⽤
□ 11 ⾃社メディア（{|ブサイト、スマ�サイト、アプリ}）の�xり�層の）活⽤
□ 12 その他（　　　　　　　　　　　　　）
□ 13 特にない
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広告

広告ご担当者への質問

★広告営業について伺います。
必須 Q1 貴チャンネルでは、広告営業活動を⾏っていますか。

○ 1 はい ⇒　Q2へ
○ 2 いいえ ⇒　アンケート終了

Q1で『1.はい』を選択した⽅のみお答えください。
必須 Q2 貴チャンネルの広告営業活動について、2024年4⽉〜2025年3⽉の売上げに対する割合をご⼊⼒ください。　

※半⾓数字でご⼊⼒ください。

1 タイム ％
2 スポット ％
3 その他 ％

合計 ％

必須 Q3 広告売上を⼀層伸ばすために取り組みたいことは何ですか。（いくつでも）
その中で、最重要と考えていることはどれですか。（ひとつだけ）

1 タイム広告の獲得強化
2 スポット広告の獲得強化
3 広告枠の拡⼤
4 広告単価の値上げ
5 通販・インフォマーシャルの強化
6 プロダクト・プレイスメントへの取り組み強化
7 広告代理店との関係強化
8 スポンサーへのダイレクトセールス強化
9 放送外での広告売上の強化
10 業界全体でのキャンペーンの強化
11 協賛スポンサー獲得の為のイベント強化
12 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
13 広告売上を伸ばす必要性を感じないので特にない

任意 Q4 貴チャンネルが最重要と考えることについて、その理由をお聞かせください。

□ ○
□ ○

□ ○

□ ○
□ ○
□ ○

□ ○
□ ○
□ ○

□ ○
□ ○
□ ○

取り組みたいこ
と

最重要と考えて
いること

↓ ↓
□ ○
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マネジメント経営企画

マネジメントあるいは経営企画など貴社全体のビジネス状況を理解されているご担当者への質問

Q1 チャンネルの現状における主な視聴者層についてお答えください（いくつでも）
また、今後拡⼤していきたいと考える視聴者層についてもお答えください。（いくつでも）

1 C（4〜12歳男⼥）
2 T（13〜19歳男⼥）
3 M1（20〜34歳男性）
4 F1（20〜34歳⼥性）
5 M2（35〜49歳男性）
6 F2（35〜49歳⼥性）
7 M3（50〜64歳男性）
8 F3（50〜64歳⼥性）
9 M4（65歳以上男性）
10 F4（65歳以上⼥性）
11 あてはまるものはない

Q2 貴チャンネルにおいて30代以下の視聴者（層）獲得の為に、積極的な取り組みを⾏っていますか。（ひとつだけ）
○ 1 取り組んでいる
○ 2 取り組んでいない

Q3 『Q2』において『取り組んでいる』を選択した⽅にお聞きします。
30代以下の視聴者（層）獲得の為の、具体的な取り組みをお聞かせください。

Q4 その他、貴チャンネルの経営課題についてご記⼊ください。

多チャンネル放送業界の発展の為に取り組むべきと思われること、期待されることは何だと考えますか。
Q5-1 【視聴者獲得・視聴者サービスについて】取り組むべきこと、期待されることを、下記項⽬から選択してください。（最⼤3つまで）

□ 1 放送事業者とプラットフォームの共同プロモーションの強化
□ 2 プラットフォームによる新規視聴者獲得キャンペーンの積極的実施と予算投下
□ 3 新規視聴者特典（インセンティブ）の拡充
□ 4 新規視聴増に直結する利⽤促進プランの構築と効率的なコスト運⽤
□ 5 スカパー︕（110°）のさらなる認知・普及
□ 6 多様な課⾦決済⽅法の提供（コンビニ決済、プリペイドカード、WEBマネー等）
□ 7 カスタマーサービスの充実（コールセンター拡充、有料宅訪設置サポート等）
□ 8 コンテンツの多様性確保とその質的向上に対するプラットフォームの理解と促進
□ 9 多様な顧客ニーズに適合した、わかりやすく、選択⾃由なセット・パックメニューの開発と拡充
□ 10 マルチスクリーンなど次世代放送サービスに対応するインフラ/サービスの提供
□ 11 携帯電話など他のサービスとのバンドル販促、販売拠点の拡充
□ 12 その他(                                        )
□ 13 取り組むべきこと、期待されることはない

Q5-2 【コストについて】取り組むべきこと、期待されることを、下記項⽬から選択してください。（最⼤３つまで）
□ 1 衛星トラポン料、送信業務委託料の低減
□ 2 プラットフォーム⼿数料の低減あるいは実勢に合った柔軟な料⾦メニュー
□ 3 CATV、IPTV向け配信コストの低減あるいは実勢に合った柔軟な料⾦メニュー
□ 4 緊急災害放送、聴覚障害者向け字幕放送、⾼画質化（４K）対応などの対応に関わる政府の対策費⽤⽀援策
□ 5 著作権・著作隣接権料率の適正なガイドライン作り
□ 6 その他(                                        )
□ 7 取り組むべきこと、期待されることはない

視
聴
年
齢
層

□ □
□ □
□ □
□ □
□ □
□

□ □
□ □

□ □
□ □

現状の主な視聴者 今後拡⼤したいと考える視聴者
↓ ↓

□
□
□

無料チャンネル向け調査票
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マネジメント経営企画


>,�0�?���qkd,��WQいて;い[M=
Q6 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでの展開についてお答えください。（それ¹れひとつだけ）

 #±その他²µない0合は、±Xzしたことµない²を選択してください。

す
で
に
実
施
し
て
い
る

具
体
的
な
実
施
予
7
µ
あ
る

現
m
実
施
を
X
z
し
て
い
る

実
施
を
X
z
し
た
µ
や
¼
た

X
z
し
た
こ
と
µ
な
い

実
施
し
た
µ
や
¼
た

1 ( ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 �P��� ( ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 CATV ( ○ ○ ○ ○ ○ ○
4 A�� �� P���� V����チャンネル ( ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 ⾃, ( ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 その他 （°°°°°） ( ○ ○ ○ ○ ○ ○

��S@MSW�%LているA@4体�な�% �GあるA@�'�%を!/LているAいNれFを�:LO�の\E2DHPさい=
Q7 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでの提供（Xz）⽅法について、有料・s料それ¹れお答えください。（それ¹れいくつでも）

有料 s料

放
送
サ
イ
マ
ル
®
リ
ニ
¿
¯

放
送
と
は
c
�
C
の
リ
ニ
¿

コ
ン
テ
ン
ツ
ご
と
®
T
V
�



)

コ
ン
テ
ン
ツ
ご
と
®
�
V
�



)

そ
の
他

放
送
サ
イ
マ
ル
®
リ
ニ
¿
¯

放
送
と
は
c
�
C
の
リ
ニ
¿

コ
ン
テ
ン
ツ
ご
と
®
T
V
�



)

コ
ン
テ
ン
ツ
ご
と
®
�
V
�



)

そ
の
他

1 ( □ □ □ □ □
(° °)

□ □ □ □ □
(° °)

2 �P��� ( □ □ □ □ □
(° °)

□ □ □ □ □
(° °)

3 CATV ( □ □ □ □ □
(° °)

□ □ □ □ □
(° °)

4 A�� �� P���� V����チャンネル ( □ □ □ □ □
(° °)

□ □ □ □ □
(° °)

5 ⾃, ( □ □ □ □ □
(° °)

□ □ □ □ □
(° °)

6 その他 （°°°°°） ( □ □ □ □ □
(° °)

□ □ □ □ □
(° °)

��S@�%を!/LOG_]OA@�%LOG_]OAを�:LO�の\E2DHPさい=
Q8 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでの提供実施をや¼た理由をお答えください。（それ¹れいくつでも）

�
¦
コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
の
配
信
権

µ
得
に
く
い

�
¦
コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
の
配
信
権

の
獲
得
コ
ス
ト
µ
⾼
い

コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
に
d
¬
す
る
�

�
の
配
信
権
q
理
µ
¤
|

コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
に
d
¬
す
る
�

�
の
配
信
権
の
獲
得
コ
ス
ト
µ
⾼
い

~
£
に
d
¬
す
る
�
�
の
配
信
権
q
理

µ
¤
|

~
£
に
d
¬
す
る
�
�
の
配
信
権
の
獲

得
コ
ス
ト
µ
⾼
い

C
M
の
配
信
権
µ
ク
リ
¿
さ
れ
て
い
な

い

配
信
権
の
q
理
の
�
⽅
µ
わ
か
り
に
く

い

配
信
運
⽤
に
⼿
6
µ
か
か
る

配
信
運
⽤
の
コ
ス
ト
µ
⾼
い

M
⼊
数
µ
あ
ま
り
と
れ
な
い

費
⽤
対
効
`
/
f
⽀
µ
み
あ
わ
な
い

k
@
性
µ
低
い

そ
の
他

1 ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

2 �P��� ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

3 CATV ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

4 A�� �� P���� V����チャンネル ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

5 ⾃, ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

6 その他 （°°°°°） ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

スカパー︕~組配信

スカパー︕~組配信

スカパー︕~組配信

無料チャンネル向け調査票
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マネジメント経営企画

Q9 貴チャンネルの、下記のプラットフォームでの提供において障§となっていることをお答えください。（それ¹れいくつでも）
 #項⽬±6�その他²µない0合は、±障§は特にない²を選択してください。

�
¦
コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
の
配
信
権

µ
得
に
く
い

�
¦
コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
の
配
信
権

の
獲
得
コ
ス
ト
µ
⾼
い

コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
に
d
¬
す
る
�

�
の
配
信
権
q
理
µ
¤
|

コ
ン
テ
ン
ツ
®
~
組
¯
に
d
¬
す
る
�

�
の
配
信
権
の
獲
得
コ
ス
ト
µ
⾼
い

~
£
に
d
¬
す
る
�
�
の
配
信
権
q
理

µ
¤
|

~
£
に
d
¬
す
る
�
�
の
配
信
権
の
獲

得
コ
ス
ト
µ
⾼
い

C
M
の
配
信
権
µ
ク
リ
¿
さ
れ
て
い
な

い

配
信
権
の
q
理
の
�
⽅
µ
わ
か
り
に
く

い

配
信
運
⽤
に
⼿
6
µ
か
か
る

配
信
運
⽤
の
コ
ス
ト
µ
⾼
い

M
⼊
数
µ
あ
ま
り
と
れ
な
い

費
⽤
対
効
`
/
f
⽀
µ
み
あ
わ
な
い

k
@
性
µ
低
い

そ
の
他

障
§
は
特
に
な
い

1 ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

□

2 �P��� ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

□

3 CATV ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

□

4 A�� �� P���� V����チャンネル ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

□

5 ⾃, ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

□

6 その他 （°°°°°） ( □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □
(° °)

□

Q10 貴チャンネルの今後のIPリニ¿配信についてのお考えをお答えください。（いくつでも）
□ 1 放送�=にd帯したIPリニ¿配信サービスを�F・強化していく
□ 2 放送�=とは<>しないIPリニ¿配信事業を拡⼤していく
□ 3 IPリニ¿配信サービスにおいては、他,のプラットフォーム（スカパー︕・��C�M・������・��� ��・A����等）を_ったサービス（B �� B �� C）を⾏っていく
□ 4 IPリニ¿配信サービスにおいては、⾃,の�⾃のサービス（B �� C）を⾏っていく
□ 5 IPリニ¿配信については、権利の獲得を�¼た積極的な投;を⾏っていく
□ 6 IPリニ¿配信については、費⽤対効`/f⽀をS視して今後の⽅uをXzする
□ 7 現m⾏っているIPリニ¿配信について、費⽤対効`/f⽀µ�いものについてはサービスの¡iをXzする
□ 8 IPリニ¿配信はbT課題として強化・拡⼤していく
□ 9 IPリニ¿配信についてはk@性µ低いた¼、bT�Wは低い
□ 10 その他 （°°°°°°°°°°°°°°°）
□ 11 ?てはまるものはない


+*の-8スier<[O<+*の7�\PISなH<�Oな69ビジネス0�^5[DてE;いL[M=
Q11

2026年5点において­?するものを選択してください。（それ¹れひとつだけ）

1 +�Q¥における4K普及 $
2 +�Q¥における8K普及 $
3 +�Q¥におけるTVの⼤�化（50インチ以上µ�j） $
4 �画視聴によるタイムシフト化 $
5 V�
によるタイムシフト化 $
6 1¢し視聴の普及 $
7 スマートTVの普及 $
8 プÉイスシフト化 $
9 モバイルÅバイス視聴の普及 $
10 V��¦の普及 $

Q12 *Y知^（AI）をa⽤した字幕3Cや�¦A作などµ、業務の効率化や新たなビÄネスチャンスの事�として取り上·られていますµ、
多チャンネル業界における今後のr^性について、考え⽅をお聞かせください。

Q13 多チャンネル放送}�Bの今後のa>に期待することをお聞かせください。今後の}�a>のn考にさせていただきます。

まったく普及していな わからない

○ ○
○

あまり普及していな

○ ○
○ ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○

\く普及している

○○

○

○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

スカパー︕~組配信

○ ○

テÉビや�¦コンテンツにおける視聴�yやスタイルに関<して以下のよ³な>きµあります。これらは今後どの�9普及すると思いますか。

○ ○
○ ○

○ ○
○ ○

無料チャンネル向け調査票
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マーケティング

マーケティングご担当者への質問

★マーケティングについて伺います。
Q1 視聴者へのマーケティング・宣伝販促戦略について、重視しているものについてお聞かせください。（いくつでも）

□ 1 パブリシティ
□ 2 広告宣伝
□ 3 販促キャンペーン
□ 4 イベント
□ 5 ⾃社メディア運営
□ 6 タイアップ
□ 7 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 8 特にない

Q2 視聴者へのマーケティング・宣伝販促戦略について、重視している媒体についてお聞かせください。（いくつでも）
□ 1 TV
□ 2 ラジオ
□ 3 新聞
□ 4 雑誌
□ 5 WEB
□ 6 SNS
□ 7 興⾏場
□ 8 DM/チラシ
□ 9 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 10 特にない

Q3 貴チャンネルにおいて未契約者（無料チャンネルでは未視聴者）との接触頻度を増やすうえで課題となっていることをお聞かせ下さい。

Q4 視聴者へのマーケティング・宣伝販促戦略について、効果測定では何を重視していますか。（いくつでも）
その中で、最重要と考えていることはどれですか。（ひとつだけ）

1 加⼊獲得件数
2 ケーブル局などの新規導⼊件数
3 視聴率
4 ⾃社HPへのアクセス数
5 ⾃社SNSへのエンゲージメント率
6 SNSでの反応
7 ⾃社コールセンターへの問合せ件数
8 メディア露出数
9 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
10 特にない

Q5 貴チャンネルで視聴者の意⾒を反映する為に取り組んでいることはどれですか。（いくつでも）
その中で、最重要と考えていることはどれですか。（ひとつだけ）

1 視聴者プロフィールの把握
2 コールセンターの拡充
3 プラットフォームとの連携
4 SNS等との連携
5 社内システム・フロー整備
6 他媒体との連携
7 同ジャンル（潜在）視聴者についてのマーケティング
8 同ジャンル別媒体についてのマーケティング
9 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

10 特にない

□ ○

最重要と
考えていること

□ ○

取り組んでいること

□ ○

□ ○

□ ○
□ ○

□ ○
□ ○

□ ○
□ ○

重視している
こと

最重要と考
えていること

↓ ↓

□ ○

□ ○
□ ○

↓ ↓
□ ○
□ ○

□ ○
□ ○

□ ○
□ ○
□ ○

無料チャンネル向け調査票
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マーケティング

Q6 M下のÏーシャルメディア、Dab^Êイトの]Bについて、最もHてはまるものをおvえください。（それ¥れひとつだけ）
�+�その他��ない場合は、�9応するR定はない�を@�してください。

1 �����  � -
2 �（�T!itt�r） -
3 LINE -
4 Inst�gr�m -
5 Y uTu�� -
6 ⼆コ⼆コDa -
7 Ti�t � -
8 その他（　　　　　　） -

+すべて�9応するR定はない�をvえた⽅はQ8へ

��:(��#に���7/&��A��36い)(��#に���:*B&��:�
)(��!��7/&��すC��)%い5D.E�"36�の@- ,072い。

Q7 各々のÏーシャルメディアの]Bの⽬的についてお聞かせください。（それ¥れいくつでも）

1 �����  � -
2 �（�T!itt�r） -
3 LINE -
4 Inst�gr�m -
5 Y uTu�� -
6 ⼆コ⼆コDa -
7 Ti�t � -
8 その他（　　　　　　） -

す>ての�に-伺い3ます。
Q8 貴チャンネルのマーケティング担H者�現在、業務上抱えている課題はなんでしょうか。
該Hする項⽬を@�してください。（いくつでも）
□ 1 新規加⼊獲得（少⼦⾼齢化による加⼊先細り�含む）
□ 2 多チャンネル視聴者の⾼齢化（コンテンツとの不⼀致）
□ 3 多様化する映像Êービス（プラットフォーム）へのマーケティング9応
□ 4 視聴者属性の把握（直接契約ではないため、把握�困難）
□ 5 若年層への認知拡⼤・アプローチ
□ 6 多様化する媒体（Ïーシャルメディア、デバイス）への9応
□ 7 プラットフォームとの連携強化
□ 8 マーケテイングR算の確保
□ 9 各種SNSにおけるプロモーションの効果測定
□ 10 ⾃社メディア（ウェブÊイト、スマホÊイト、アプリ等）の]B
□ 11 その他（　　　　　　　　　　　　　）
□ 12 特にない

Q9 多チャンネル放送業界の更なる発展の為に、今後のマーケティング]Dに求められることはなんでしょうか。
該Hする項⽬を@�してください。（いくつでも）
□ 1 視聴者層拡⼤（新規加⼊獲得、若年層の取り込み等）のためのマーケティング
□ 2 解約防⽌（既加⼊者Êービスの拡充等）施策
□ 3 視聴者とのコミュニケーション強化（イベント、SNSの]B等）
□ 4 プラットフォームとの連携強化
□ 5 チャンネルをまたいだ横断的なプロモーション
□ 6 プラットフォームに依存しない独⾃の戦略
□ 7 幅広い層にリーチできるマーケティング
□ 8 ターゲットを絞ったマーケティング
□ 9 放送のみに頼らない新規ビジネス開発
□ 10 Ïーシャルメディアなど新しいメディアの積極的な]B
□ 11 ⾃社メディア（ウェブÊイト、スマホÊイト、アプリ等）の(より⼀層の）]B
□ 12 その他（　　　　　　　　　　　　　）
□ 13 特にない

○ ○ ○ ○

既に9応済
だ�、今後も
注⼒したい

既に9応済
であり、現状
で⼗分

未9応だ
�、9応する

R定

9応するR
定はない

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○

（　　　　）
□ □ □ □ （　　　　）
□ □ □ □

□

（　　　　）
□ □ □ □ （　　　　）
□ □ □ □

その他チャンネルの
認知拡⼤

キャンペーン
情報の告知

ファン育成 新規層の獲
得

（　　　　）
□ □ □ □ （　　　　）
□ □ □ □

（　　　　）
□ □ □ □ （　　　　）
□ □ □

無料チャンネル向け調査票
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